
「

り

_ノ

昭 和40年

コ ン ピ ュ ー タ 白 書

,

L

第3世 代 を 迎 え 転 機 に

立 つ コ ン ピ ュ ー タ 経 営
、

昭 和40年11月

コ丈ニヲ

白 老

{9ff!ア

＼ 日本 電子 計 算 開 発協 会

ノ



1 4

ノ1

1

一〆

L



コ ン ビ ュ タ 白 書

昭和40年

第三世代 を迎え転機 に

立 つ コン ピュー タ経営

昭 和40年11月

目 本 電 子 計 算 開 発 協 会



■

'.

ト



'ま え が き

r

わ が 国 にお け る コ ン ピュ ー タの普 及 は この数 年 来 ま こ とに 顕 著 な もの が あ

る。 しか し、 企業 に おい て コン ピュー タが十 分活 用 されて い るか とい う点 に

な る と、 必 ず しもそ うはい え な い節 が た くさん あ る。

一方、 コ ン ピュ ー タはい まや 従来 の トラ ン ジス ター か ら集 積 回路 の 時 代 に

入 り、 いわ ゆ る第 三世 代 を迎 え よ うと して い る し、 ア メ リカ の国 際企 業 は、

す で にそ の本 格 的 な利 用体 制 を着 々整 備 して い る。

そ こで、 い ま やわ が国 の 企業 もこれ に対応 す る コン ピュ ー タ経営 体制 の 確

立 が 緊 輿車 となつ て きて い る。

この よ うな時 期 に 当 って、 当協 会 は、 ③ コ ン ピュ ー タ革命 に対 す る長 期 的

ナ シ ョナル ・ポ リシーの 確 立、 ② 企業 の コ ン ピュ ー タ経 営 体制 の確立 、 ③ 中

小企 業 そ の 他新 ら しい利 用分 野 の 開発 を 目的 と して 設立 され た 。

こ こに発表 す る 「コ ン ピュ ー タ白書 」は、 い わ ゆ る第 三 世 代 を迎 え よ うと

して い るわ が 国 企業 の コ ン ピ ュー タ利 用 状況 とそ の 問題 点 を 明 らか に しよ う

と した もの で あ る。

第1回 では あ り、 内容 に お いて も不 満 足 な点 が多 々 あ るが、 こん ご年 を 重

ね る中 で よ り充実 した もの に して 行 く所 存 で あ る。

本 白書 がい ささ か で も、 わ が国 企業 に おけ る コン ピュ ー タ利 用水 準 の 向 上

と経 営 の近 代 化 に貢 献す れ ば幸 い であ る。

昭和40年11月

日本 電 子 計 算 開 発 協 会

会長 平 田 敬 一 郎
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1.わ が国 にお け るコ ン ピュー タ の普及 と利 用状 況

(1)コ ン ピ ュー タの 目覚 ま しい普 及

わ が国 に お け る こ『ン ピュ 一 夕の 普及 状 況 は テ レ ビやナ イ ロン な どの 技

術革 新 産 業 と同 じ よ うな成長 パ ター ンを 示 して い る。

コン ピ ュー タが わ が国 には じめ て輸 入 され たの は 昭和5
.2年 で、 そ れ

以 後55年 まで は そ の普 及 テ ンポは ゆ るや か な上昇 に止 っ たが、36年

以 降急 激 にそ の テ ンポ を速 め、 そ の 後 は 毎年 倍 増 とい う驚 くべ き増 加傾

向 を持続 し、40年5月 末 現在 には、 設置 台数 が1 ,840台(内 訳 国産

機1,187台 、 外 国機653台)と ア メ リカにつ い で 世 界第2位 の 位 置

を 占め るに 至 っ た。

第1表 世 界 各 国 の コ ン ピュー タの 普及 状 況

(単 位 セ ッ ト)

1957年 1959年 1961年 1963年 1964年

ア メ リ カ 1,350 3,612 Z800 14,000 18,600

イ ギ リ ス 66 171 323 606 1,299

フ ラ ン ス 15 60 260 614 1,550

西 ドイ ツ 20 85 390 1,012 1,465

イ タ リ ー 15 55 200 600 720
P

オ ラ ン ダ 5 50 70 100 不 明

日 本 5 46
一 之 ノi二.

1

870
。1

1,R40

(注)日 本電 子 計 算 機 株式 会 社 資料 「調 第40-8号 」に よる。

一一1一



第1図 コンピュー タの普及状況の国 際比較
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第2表 コンピュータの設置台数
レー・こ==こ==二 ⊃

(単 位 台)
.「～」

玩 コ撃、
52 55 54 35 36 57 38 32～38 39年

40年

5月 末

国

産

大 形

中 形

小 形

超小形

合 計

1

-

1

2

三

一

5

9

4'

2

15

18

12

1

51

56

16

27

79

58

28

69

155

1

99

40

225

565

1

211

103

325

650

2

90

66

379

557

5

3月

169

704

1,187

輸

入

大 形

中 形

小 形

超小形

合 計

一

一

1

1

1

2

2

5

一

16

4

20

6

16

3

25

8

66

7

91

6

80

8

94

18

43

125

9

195

39

223"

160

9

431

18

105

48

51

222

57

528

208

60

653

総 計 3 8 5引
)

一 、
.旦6ノー )70 24gl560

,

1,081 759
一

1,840

(注)日 本 電子計算機株式会社資料 による。

また、 角 度 を変 えて コ ン ピュー タの ビ ジネス ・ツ ール と して の普 及 度

合 を 自動 車(乗 用車)、 電 話、 新聞 な どにつ いて 国 際 比較 を した場 合 に

電話 や 新 聞につ いて は は るか に及 ば ない が、 乗用 車 よ りは普及 度合 が 高

く、 ア メ リカ との 比 較 では ほぼ 国 民総 生 産 の 比率 と同 じ10対1と い う

数字 を示 して い る。

第3表 ビ ジネス ・ツー ル とL .てみ た コ ン ピュー タの 国 際比 較'

国民総生産 乗 用車 電 話 ・ 新 聞 コ ン ピュ ー タ

(1965年) (1965年) (1965年) (1963年) (1965年)

億 ドル 万台 万台 万部 台
ア メ リカ 58501000 7641000 t72410qo 5890100£ 1a60n100」 〕

イギ リス 718122 1602〔19 854495 2670453 1.29969

フ ランス 740126 148193 464268 t147194 臼50ス2

西 ドイツ 920157 2181285 6503Z6 t704289 t465Z8

イ タ リ ー 450Z3 110145 40223る 50084 72058

日 本 600100 405ρ 637509 3θ15662 工84098

(注)日 本銀行資料に基き作成
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わ が国 で と くに 昭和56年 以 降・ コ ン ピ ュー タが 急 速 に普及 した理 由 と し

て は、 ① そ の 前 年 ア メ リカでPCS(パ ンチ カ ー ド1・'システ ム)に 替 る画 期

的 な電子 計 算 機(ト ラン ジス タ を 中心 とす る)が 出現 レた こ と、 ② これが た

ま た ま高度 成長 の結 果 事 務 量 がX大 化 し、 そ の処 理 に悩ん で い た金 融 業、

証 券 業 ・ 保 険 業 ガス、 電 力 な どの関 係 の 諸 企業 や行 政 機 関 の事 務 処理 機械

化 の 要 求 に マ ッ チ した こ とが あげ られ る。

そ して これ が刺 激 と なって、 さ らに鉄 鋼 業、 機 械 工業、 化 学 工 業 な ど他 産

業 部 門 に も漸 次 水平 的 な浸透 をみ せ、 そ の後 さ らに 国産 機 メー カ に よる小 型

機 超小 型 機 の 開発 と、外国の大 型機 の導 入 に よる事 業 部、 工場 へ の サ ブ.シ

ス テ ムの採 用 や 中堅 企業 へ の 普 及 など相 つ ぐ多 面的 需 要 の創 出 が
、 この よ う

な 目覚 ま しい コ ン ピ ュー タの 普及 を もた らす に至 っ た の であ る。

いま 参 考 の ため に 昭和40年 現 在 の 業 種別 設置 状況 を示 す と,次 表 の ご と

く・ 金 融 業(保 険、 銀 行、 証券)が377台 で主 位 に あ り、 続 いて商 業、

(173台)化 学 工業(121台)、 電算 機 メー カー(116台) 、 電 気 機

械 工 業(115台)、 繊維 工 業(106台)の 順 に なっ て お り、 金 融、 商業

な ど非製 造 部 門 が上 位 を 占め、 製造 業 で は機 械 工 業 と化 学 工 業 が 目立 って い

る。
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第4表 業種別の コン ピュー タ設置状況

(単 位:セ ッ ト)

業 種 国産機 輸入機 合計 業 種 国産機 輸入機 合計

鉱 業 ・ 建 設 10 7 17 サ ー ビ ス 5ろ {3 66

食 品 18 7 25 病 院 1 0 1

繊 維 83 23 106 団 体 43
,

11 54

紙 ・ バ ル ブ 15 6 19 運輸 ・通 信 ・報道 12 16 28

化 学 84 ろ7 121 電 力 ・ ガ ス 15 24 39

石 油 ・ ゴ ム 8 13 21 不 動 産 0 0 0

硝 子 ・ 土 石 12 10 22 倉 庫 9 0 9

鉄 鋼 25 56 61 政 府 31 19 50

非 鉄 金 属 23 7 30 地 方 公 共 体 27 5 32

機 械 11 10 21 政 府関 係 機 関 23 23 46

電 気 機 械 78 57 115 大 学 80 7 87

輸 送 用 機 械 45 40 85 研 究 所 4 3 7

精 密 機 械 17 5 22 高 校 1 0 1

電 算 機 メ ー カ ー 73 45 116 その他 ・業 種不 明 20 43 65

出版印刷及び関係業 2 .0 2

そ の 他 製 造 業 13 8 21

商 業 127 46 175

金 融(保 険) 15 47 60

(銀 行) 189 64 253

(証 券)
1

21 45 64
,

合 計 1,184
;65・ 巨 ・・7

(注)日 本 電子 計 算機 株 式 会社 資料 に よ る.
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(21コ ン ピュ ー タ利 用水 準 の 急速 な向上

つ ぎつぎにコン ピュー タ普及 の質 的 側 面 で あ る利 用水 準 に つい て い え ば、

この面 で もわ が国 に おけ るそ の 向上 の テ ンポは ひ じよ うに早 い。

コン ピュー タ ・シス テ ムに よる デ ー タ ー処理 の 発展段 階 は通常 つ ぎの

4段 階 に 分け られ る。

第1段 階 部 分 的業 務 の事後 処 理=給 与 計算、 経理 事務 など 日常 的 な

必 要 事務 の手 作業 の 機 械 化

第2段 階 総合 的 な業 務 の 事後 処 理=生 産 管理.原 価 計 算 な どの た め

の 資料 作成 の機 械化

第5段 階 定 常的 判 断業 務 の機 械 化=生 産 計 画 な どの 計 画、 実 績 対比、

例 外 的処 理 問題 の 抽 出 、シミュ レーション に よる決 定 の機 械 化

第4段 階 意思 決定 の標 準化=新 規 投 資 の決 定,危 険 負担 の 計算 、経 営

戦 略 の フ ォー ミュ レー シ ョンな どの機 械 化

いま わ が国 に おけ る コ ン ピュ ー タの適 用内 容 を この利 用水準 の 段 階 別

に区 分 して み る と、 順 調 な発 展 の跡 が み うけ られ とくに大 企業 の 場 合、

これ が顕 著 であ る。

す なわ ち、 売上 高年 間300億 円以 上 の大 企 業(37年 当時70社)

にお いて、33～35年 当 時、 事後 計 算(第1、 第2段 階)に 関す る も

の が76%、 事 前 計算(第5段 階)に 関 す る もの が24%で あっ た の が、

57年 に な る と、 前 者 が64%、 後 者 が36%と か なり利 用水 準 が 向上

して きてめ る こ とが 解 る。

一6一



第5表 規模別にみた=rン ピ ユー・タ利用水準の推移

売上高 売上300億 円以上 150～500億 円
170～150億 円

利用水準 事後処理 事前処理 事後処理 事前処理 事後処理 事前処理

55年 76.4 25.6 86.1 15.9 96.1 59

34 768 23.2 83.6 16.4 96.1 59

ろ5 76.1 259 854 166・ 95.5 6.7

56 72.4 2Z6 727 2ス3 91.4 96

37 65.8 542 752 268 88.5 11.5

58 64.2 55.8 7r息5 295 8↑9 18.1
、

1 1

.

1

(注)1.日 本電子 計算機株式会社資料 に よる。

2.事 後処理 には総 務、経理 営業、その他を含み、 事前処理 には

資材、企画、技術 生産管理 を含 む。

また これ を産業別 にみて も、利 用水 準○向上が うか がわれ、 とくに注 目

すべ きは機械工業、電機 工業。輸送機器 工業 などで、 すでに36年 当時 か

ら事後 計算 よりも事前計算 の占める割合 の方 が高 くなっ て きてい ることで、

これは経済成長 の ピーク時 にごれ ら産業 の ト∀ ブ ・マネジメン トが コンピュ

ータの 利用 に当
って従来 の単 なる事務 の機械化かちC・Rや 技術計算・生

産計画、在庫管理 などより高次 の段階へ の積極的活用 に切 りかえた ことを

示 してい る。N
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第6表 麟 別に砕rン ピユ一夕稗 水準の轡

産 業 化 学 工業 機械 ・電気 輸送用機器 鉄 鋼 ・金 属

利用水進 事後計算 事前計算事後計算事前計算 = 事前計算 事後計算 事前計算

55年 72.5 2Z5 72.1 2zg 60.0 40.0 597 405

34 85.0 15.9 750 2ス0 54.9 45.1 596 40.4

55 84.4 15.6 72.0 28.0 71.0 290 58.4 41.6

56 83.8 16.2 4Z2 52.8 42.0 58.0 54.5 45.5

57 66.9 30.1 41.7 58.3 394 60.6 5Z6 42.5

58 70.5 295 38.4 61.6 53.6 664 55.2 46.8

1

(注)1.日 本電 子 計算 機 株 式 会 社 資料 に よる。

2・ 事後 処理 には 一般 管理 、 給 与 計算 、 人事 管 理、 販 売統 計、 原 価

計算 を含 み、 事 前処 理 に はOR、 資 材管理 、 工 程管 理、 生 産 技術

を含 む 。

ま た最 近 の利 用 水準 の 状況 に つ いて,当 協 会 が 行 なっ た トッ プ向 け ア

ンケ ー ト調査 結果(付 属 資料1を 参 照)か らみ る と
、58年 以 降 コ ンピュ

ー タ導 入の 企業 が著増 してい る関 係か ら
、 事 後処 理 と しての 利 用 が87%

に達 して い る が、 定 常 的 判 断業 務 や 意 思決 定 の標 準化 な ど事 前処 理 につ

い て も15%と い うか な りの 高水 準 を示 して い る。

そ して ・ これ を導 入 後5年 以 上 の 企業 につ い てみ れば、 そ の 比率 は

559。 とい う高水 準 に 達 して い る。

(3}コ ン ピュ ー タの 認 識 の深 化 と採 算 性 の重 視

さ らに、 コ ン ピュ ー タに対 す る トッ プの 認 識や投 資 態度 につ い て も、

コ ン ピュ ー タが単 な る計算 機 では な く、 情 報 革命 ない し第5次 革 命 の 中

心 で あ る とい う認 識 もこの1、2年 急 速 に 高 まっ て きて お り、コンビ=・一
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タを導 入 して い る企業 の トッ プ の81%は コン ピュ ータの 社 会、 経済 に

対す る インパ ク トを大 き く評 価 して い る。

ま たそ の投 資態 度 をみ て も、 従来 の高 度 成 長 期 にお け る先 行 投 資的 な

ものか ら最 近 の不 況 も反 映 して か、 防 衛 投 資 的 な態 度 にか わ って きて い

る。

そ して、 コン ピュ ータ利 用 面 で も企 業 の 体 質改 善 とい う長 期 的、 迂 回

的効果 よ りも直接 の メ リッ トで あ る コス トの低 減 をね ら う企業 が増 加 し

て きた 。

この よ うな企 業 トッ プの コ ン ピュ ー タ経 営 に対 す る態度 の 変 化 は注 目

に価 す るが 、 そ の た め、 コ ン ピュ ー タの 利 用 に当っ て採算 性 が重 視 さ れ

るに 至 り、全 体 的 には まだztgU程 度 が採 算点 にの って 水 準 に止 まっ て い

る とは いえ、 導 入後5年 以 上 の企業 で は実 にそ の9割 とほ とん どが ペイ ・

ライン に到 達 してい る。

そ して これ を業 種 別 に み ると、 もっ と も採 算 性 の高 い の は銀 行、 保 険、

電 力 な どで、 これは 業種 の性 格上、 事 後 処理 的業 務 が 多 く、 比較 的 採 算

点 に の り易 い こ とに も帰 因 して い る。 しか し、 このほ か、 化 学 工業 や 機

械工 業 の中 に もか な りの企 業 が採 算 点 にのっ て い る もの がみ うげ られ、

これ らは 明 らか に事 前処 理 的 な利 用水 準 へ の 向上 が大 き く貢 献 して い る

もの とみ られ る。

第7表 導 入 年 限 別 に みた 採 算 性

導入後の年限
経営採算 に

のっている

まだそ こ まで

行 って い ない

直接経営採算に

のせるのは無理だ

総 計

5年 以 内

5～5年

5年 以 上

41.2%

295

55.5

92.8

50.2

65.9

5z9

561
1

8.6

6.8,

8.6

56

]

(注)当 協 会 調 査 資料 に よる。
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さ らに、 採 算性 の 高 い 企業 と、 低 い企業 をパ タ ー ン化 してみ る とつ ぎ

の よ うに興味 あ る結果 が うか が わ れ る。

第1型 先 行投 資的 態度 で コ ン ピュ ー タが本 社 に 集 中 し、 コス ト・ダ

ウ ンを ね らい なが ら、 ま だ部分 的 業 務 の事 後 処理 段 階 に 止まっ

て い る企業 は採 算点 に 達 して いな い。(導 入 後5年 未 満 の企

業 に 多 くみ られ る)

第 ■型 投 資 態度 が 防 衛的 で、 本 社に セン ター、 事業 部 、 工場 にサ プ

セ ン ター が あ る企業 で、 有 能 なス タ ッフが あ り、総 合 化 に よ

る業 務 の 事 後 処理 か ら定常 的 判断 業 務 へ と処 理 段階 が 移 行 し

つ つ あ る企業 は採 算 点 に のつ て きて い る(導 入後5年 以 上の

企業 が 多い)

第 皿型 意 思決 定 の 標準 化 とい う最 高処 理 段 階 を 目指 して い る もの(こ

れは まだ ひ じ よ うに少 い)

第W型 電 子 計 算革 命 へ の認 識 が薄 く、 中、 大型 機 を導 入 しなが ら事

業 部 や、 工場 に分 散 して い る企業 で採 算 性 に のせ るの は、無

理 と して い る もの(一 部 の 大企 業 にみ うけ られ る)

そ して、 わ が国 企 業 で は まだ第1型 の グル ー プが 多 く、 それ が や がて

第 ∬型か ら第 皿型 へ 移 行 して行 くの が将 来の 好 ま しい発 展 方 向 とみ られ

て い る。

(注)以 上 の 分析 に つ いて の詳 細 は付 属 資料 の 「 トップ 向け ア ン ケー ト

調査 結 果 」を み られ たい。

(4)コ ン ピュ ー タの 組織 ・人 事 面へ の 影 響

つ ぎに コ ン ピュ ー タ導 入 の組織 ・人事 面 へ の 影 響 をみ よ う。

コ ン ピュ ータ の導 入 は 当然、 組 織 や人 事、 労 務 面 に大 き な変 革 を もた

らさず には お か ない。 現 に ア メ リカでは経 営 組 織 と くに トッ プ を 中心 と

する 意 思決定 機構 や 工場 の生 産 管理 機 構 に 大 きな変化 が起 りつ つ あ り、

労 使 関係 に も新 ら しい問 題 が起 っ て きて い る。

そ して 日本 の 企 業 で も、 ア メ リカほ ど顕著 で は ない が、 す で にい くつ

一10一



かの 影 響や 変 化 が現 わ れ て きて い る。

い ま当協 会 が 行 なった ア ン ケ ー ト調 査 か らそ の お もな傾 向 をのべ る と,

つ ぎの よ うで あ る。

(注)詳 細 につ い て は付 属 資料の2「 コ ン ピュ ー タ と人事 ・労務 に 関す

る ア ンケ ー ト調 査 」結 果報 告 書 をみ られ た い。

1.コ ン ピュ ー タ導入 企業 の45%で 組 織 の改 廃 、 統 合、 新 設 が行 なわ

れ、67%で 配 置転 換 が起 って い る。 しか し人員 整理 に まで 発展 して

い る のは59。 程度 に止 まっ て い る。

コ ン ピュ ー タ関係 要員 の採 用 に 当 って は、 漸 次理 工料 系 の比 重 が高

まっ て きて い る が、 企 業 の75%で は と くに理 工 科、 文 科 系の区 別 を

して い ない 。

3.コ ン ピュ ー タ要員 に対 す る人 事方 針 と して、 これ をス ペ シャ リス ト

と して 処遇 して い る企 業 が10%、 ゼ ネ ラ リス トと して 処 遇 す る もの

が13%で 残 りの 大部 分(75%)は2本 建 で行 なっ て い る。

4.コ ン ピュ ー タの 導入に よっ て 会社 全 体 の 新規 採 用 人 員 が減 少 して き

て い る企 業 が59%も あ り、 逆 に毎 年 引 続 き採 用人 員 が増 え て きて い

るの は.僅 か5%で 、 残 りの56%の 企 業 で は と くに変化 が み られ ない。

5.コ ン ピュ ー タの 導入 に よっ て、 管理 職 が 統合 され て、 中堅 管理 者 が

減 る といっ た現 象 は ま だそ れほ ど起 って きて い ない が、 そ れ で も全 体

の 中、11%で す で に こ うした現 象 が み うけ られ る。

6.コ ン ピュ ー タの使 用効 率 を高 め るた め に交替 制 を実施 して い る企業

は ま だ 全体 の21%程 度 に止 ま り、 そ のほ とん どが2交 替 制 で5交 替

制 は ご く限 られ て い る。 しか し現 在 交替 制 を とっ て い ない 企業 で も、

その70%h{近 い将 来 交 替制 にふ み切 る意 向を 持 ってい る。

元 コ ン ピュ ー タの 導入 に当 って、 労 使 間 で事 前に 交 渉が なさ れ た事例

が16%あ り、 そ のほ とん どが会 社 側 か ら労 働 組合 へ 働 きか けて お か

交渉 形 態 と して は、 労 使協 議の もの が 圧倒 的(179・)で 、 労 働 争議

に ま で発展 した ものは1つ もない 。
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2

8.コ ン ピュ ー タ導 入 以 後 に、 労 使間 に紛 争 の 起 きた 企業 は10%で 、

その大 部分 が労 働 条 件 に 関す る もの で あ り、 交 渉形 態 と して は 労使 協

議7対 団体 交渉4の 割 合 で そ の中 の1件 が労 働 争議 に ま で行 った 。

この よ うに、 わ が国 で もコ ン ビ。.一 夕の 導入 が 組織 や 人 事、 労務 面 にす

で に い ろい ろ な変 化 や問題 を引 き起 して い るが、 そ の影 響 の 深刻 さ とい

う点 か らす れ ば ま だそ れほ どの こ とは な く、 大 幅 な人員 整 理 とか組 織 の

大変 革 とい うよ うな事 態 は惹 起 して い ない 。

そ の理 由 と して は① コン ピュ ー タの 導入 が 経 済 の 高度 成 長期 に行 なわ

れ、 且 つ そ れが 一 部 の 大 企業 に限 定 され た こ と ② 適用 分 野が 主 と して

急 増 した 事務 の 機 械化に向 け られ、 経 営 管理 や トッ プ の意思 決 定 など に

は まだ 及 ん でい ない こ とが あげ られ る。

しか し、 こん ごは コン ピュ ー タの 性 能 の飛躍 的 水準 の 向上 と相 まっ て

安 定 成 長 に 入 っ て、 企業 の コス ト意 識 や 体質 改 善へ の意欲 が 高 まっ て き

て い るか ら、 組 織人 事、 労 務 面 にそ れぞ れ各 種 の 問題 が発 生す る可能性

が十 分 に あ る。

この点 に つい て、 ア ン ケ ー ト調 査 は5年 後 の 変化 に対 す る予測 傾 向 と

して、 つ ぎの よ うな結 果 を提 示 してい る。

1.コ ン ピュ ー タ導入 企 業 の39%が5年 後 には本 社 の 管理 部 門 が徹底

的 に 統合 され る とみ て お り、42%が 管 理 職 は 減少 し、49%が その

か わ りに 責任、 権 限 が 増 加す る と予想 して い る。

2.ま た 大 学卒、 と くに文 科 系の 採 用 は、 現 在 の不況 期 だけ では な く、

将 来 もコン ピュ ータ の利 用拡 大 で減 少傾 向 を持 続す るだ ろ うとみて い

る企 業が25%も あ る。 さ らに 注 目され る のは 工場 で の プ ロセス ・コ

ン トロールが 進 む の で、 この方 面 の雇 用人 員 が 減少 す る もの が519。

に及 ん で い る ことで あ る。

この よ うにみ て くる と、 近い 将 来、 コ ン ピュ ー タを め ぐっ て、 企業 の

組織 人 事 面 にか な り大 き な変 革が 起 る可 能性 が 十 分に あ り、 い まか ら こ

の 方 面へ の 対応 策 が真 剣 に考え られ る必要 が あ る。
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2昭 和40年 にお け る特 長 と問題 点

(Uコ ン ピュ ー タは第3世 代 に突 入

わが 国 企 業 にお け る コ ン ピュ ー タの 利 用状 況 に つい て、 過去 の 経 緯 を

か ん た ん にふ りか え.りなが ら、 本 年 め 特 長 と問 題点 を 指 摘 して お こ う。

昭和50年 に、 野村 証 券 は、 ア メ リカか らユ ニ パ ック120を 導 入 し

た,,

今 か ら見 れば、 パ ン チ ・カー ド・シス テ ムの計 算、 穿孔 す る部 分 を 電

子的 に処理 す る もの で、 コン ピュ ー タ の範 疇で は ない か も しれ ない 。

しか し、 これ が契 機 と なっ て、 従来 の機 械的 な処 理 方 式、'リ レー を使

用 した継 電器 に よる処理 方 式 とは、 隔世 の 感 をい だ か せ た ことは 事実 で

あ る。

一方、 ア メ リカで は、1946年 に 開発 さ れ た最 初の コ'ン ピュ 一 夕エ

ニ ア ックか ら、1951年 、 統 計 局 に導 入 さ れた ユニ バ ック エまで が実

用化 実験 段 階。 そ の後GE社 ル イズ ビル 工 場、 フ ランク リン生命保 険 会

社 に導入 され た1954年 頃か ら、 始 めて、 本 格 的 コン ピュ ータ時代 に

突入 し、 現 在 で は、2万 台 を越 え た盛 況 ぶ りで あ る。

しか し、 こ こ で、 考 え なけれ ば な ら ない こ とは、 一 ゴに、 コン ピュ ー

タといっ も、 そ の発 展 過 程 の思 想 は、 極 めて、 異 って い る こと で あ る。

!「 発 端 は ・ 計 鱗 中 心 」calo・1・t・e.・ 。n・ept

初 期 の コ ン ピュ ー タは 真空 管 を 使 用 して お り、 この 時代 を コン ピュ

ー タ第1世 代 と よん でい るが、 今 で も,コ ン ピュ ー タは、 計 算機 の 早

い もの で あ る と考 え て い る人 が多 い。 現在 で もた しか に、 計 算 も速 い

が、 む しろ そ れは 従 的 左機 能 となっ て い る。

ただ し、 最初 の構 想 は、 や は り、 電 子 的 に 計 算 を速 くす る こ とに あ

った。

エッ カー ト・マ ー ク リー両氏 に よる エニ ア ック を始め、 当初 の コ ン

ピュ ー タは、如 何 に、 ぼ う大 な弾 道計 算 を速 くす るか、 如何 に連 立 一

次不 等 式 の 解 を 求 め るか に あっ た。
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した がって 一、 人 が繰 り返 し演算 す るか わ りに、 コ ン ピュ ータ に、 ゆ

だ ねた の で あ る。

この 時点 な らば、 電 動 計算機 が1分 間、600桁 の 演算 をす るの に

対 して、 コン ピュ ー タ な らば、5万 回 で きる とい っ た比較 は、 あた ら

ない わ げ では ない が、 現 在 で は、 この よ うな比較 自身が ナ ンセ ンス に

な つてい るの で あ る。

2.「 次は、 統 計 処理 」s.tatisticconcert

統 計 処 理 用 と しては、 他 に方 法 が ない こ とか ら、1889年 以 来、

パ ン チ ・カー ド・・シス テ ムが統 計処 理 の 王者 で あっ た
。

しか し、 年 々、 増 大 す る統 計業 務 を処理 す る た めに は、 遅 過 ぎたの

で あ る。

そ こで、 磁 気 テ ー プに デ ータ を記憶 させ た コン ピュ ー タ に よる大 小

比 較機 能 と他 の 磁気 テ ープへ の書 き換 え、 デ ータの 消去 を 利 用 して、

計算 では な く、 分 類、 照 合す る こと を可能 に した。

そ の結=果を、 集計 す るの に 演算 機能 と、 印刷 機 能 を必 要 とす る型 式

と して 、 コ ン ピュ ー タが 登場 した の は、1950年 で あ る。

5.「 パ ン チ ・カ ー ド・シ ステ ムの置 換 」P'C・S・Convθrsion

い わ ば、 技術 計算 を 高 速処 理 す る こ とか ら統 計 処 理 と巾 を広げ た コ

ン ピュ ー タは、 この 時 点 で、 科学 用 と事務 用 の区 分 が 明 確化 して きた

わ け で あ る。

そ の 事務 馬 面へ の利 用 抵 統計 処 理 中 心 か ら、 パ ン チ ・カ ー ド・シ

ス テ ムで行 なわ れ てい た 各 種の 業務、 た とえ ば 分類、 照 合 、 演算 、 印

刷 の 分野 で、 コ ン ピュ ー タへ の 置 き換え が 始 まっ た。

これ が、 第2世 代の コン ピュ ー タで、 オ ール ・ トラ ン ジス タ と記憶

に磁 気 コア を利 用 した もの で ある。

この種 の コン ピュ ー タがわ が国 に 輸入 さ ね そ の頃 か ら急 速 な普 及

を 見 る に至 った の で あ る。

しか も、 所 得倍 増 計 画 の指針 に合 せ て、 各 企業 は 長期 計 画 と して 昭
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和45年 に 予 想 さ れ る若年 層 の 不足 を カバ ーす ぺ く、 機 械化 に対 し本格

的 に取 り組み 始 め たの であ る。

そ れは 昭和36年 の こ とで あ る。

4。 「記 憶 機能 の拡 大 」memorvconcert

コン ピコ.一 夕は、 比 較 して逐 次 命令 を 出せ る 自働 ファ イル で あ る。

そ こで、 コ ン ピュ ー タは、 計 算 機 で な い とい うイ メー ジが浸 透 し始 め

たの で あ る。

そ の 中心 は、 何 よ り も増 して、 コ ン ピュー タが、 他 の計 算機 と異 な っ

て、 威 力 を発揮 す る もの で ある と し、 小型 機 で も、 大容 量 の外 部 記憶 装

置 と して磁 気 テ ープ や デ ィス ク が使 え る よ うに なっ た が、 そ れ は 一部 の

専 門 家 や、 ユ ーザ ー側 が期 待 した よ うな 画期的 な低 価 格 に よる高 性 能 ま

で には及 べ ず、 外 部 記 憶 のつ い た会 計機 ま たは、 小 型 コ ン ピュ ー タの域

は 出 なかっ た の で あ る。

この辺 が、 わ が国 と、 ア メ リカで の機 械 評価 レベ ルの差 で あっ て。 極

めて、 過 大評 価 が な され て しまっ た の で あ る。

しか し、 この 頃 に な る と、 先 進 企業 では、 機 械 の更 新 や増 設 が盛 ん に

な り、 真 のユーザーと して の 意 思が 尊重 さ れ始 め、 機 械 の個 々の 機 能 比較

か ら、 業 務達 成 卒 す なわ ち シス テ ム ・パ ー フォ ーマ ンス と して 、 評 価 し、

コン ピュ ー タが、 単 能機 で な く、 総 合 機 械 で あ る とい う認 識 が 深 ま り、

そ れ につ れて、 プ ログ ラムの 重 要性 が云 々 され る に至 っ た。

今 や、 ソ フ トウエ ア とい う言葉 が、 そ れほ ど、 抵 抗 も な く使 用 され る

段 階 とな り、 ます ます 記憶 装 置 の 重 要度 が高 まっ た の で あ る。

5.「 第5世 代 の 台頭 」COn七rolconcθpt

印刷 機 的 利 用 だ った 事務 用 は、 ロ ジック の複 雑性 と経 営 科学 の 発展 か

ら、 また 科学 用 は多 量 デ ー タか らの 解析 お よ び、 各 種 プ リン ト要請 か ら、

次第 に、 事 務 用、 科 学 用 の区 別 さ れ た機 種 を2台 もつ こ とが ナン セ ンス

とな り、 汎 用機 が中 心 と な り始 め た 。

また 処理 に応 じて、 規模 だけ が 変化 し、 フィ ロ ソ フィ やプ ログ ラム は、
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その ま ま 利 用で きる 互換 性 、 コ ンパ テ イ ビ リテ ィ が問題 と され、 トラ

ン ジス タ やダ イオ ー ドを組 み 合 せ て 回路 を作成 した ものか ら、 あ らか

じめ 回路 の 目的 を検 討 して、 その通 りに 集積 させ る方式 す なわ ち、 イ

ンチ プ レ ー テッ ド・サ ー キッ ト(集 積 回路)が 開発 され、 さ らに パ →'

フォ ー マ ンス ・コ ス トを下げ る意 味 と、 過 去 の時 系別 デ ータか ら、 発

生 時点 に おけ るデ ー タの処 理 の た め の シ ス テム が要 請 され る に お よん

で ・ 多重 処理 方法 が、 中型 機 に至 る まで、 採 用 さ れ る よ うに な り、 こ

こに、 い わ ゆ る第5世 代 の コン ピュ ー タが 出現 す る よ うに なっ た 。

この第5世 代 の コ ンピュ ー タが 持 つ 大 きな意味 は第1に 従 来 機 械の

側 の性 能 に制 約 され て いた人 間頭 脳 が、 い ま や逆 に機 械 か らそ の増 幅

を 強 い られ るに至 った とい うこ とで あ る。

それ は第3世 代 の コン ピュ ー タの 構造 その もの が問題 解 決 の た め の

思 考 に もっ と も役 立 つ よ うに進歩 して きたか らで ある。

第2に ぱ これ に伴 っ て、 コン ピュ ー タの利 用分 野 が従来 の 単 な る事

務 の機 械 化 か ら、 生産 段 階 で は プ ロセス制 御 や数 値 制御 に よる生産 の

全 面 的制 御・O・Rや シ ミュ レ ー シ ョン、PERTな ど科 学 的手 法 に

よる・ 蝶 経営 に拗 る意思決定の科学化 といっ筋 向に大 きく前進

す る 可能 性 が強 まっ て きた 。

第3に は こ う した点 か らこん ご コ ン ピュ ー タ革命 の 進展 の テ ン ポ や

拡 が りが急 速 に強 め られ て くる とい うこ とで ある 。

(2)機 種 の傾 向 か らみ た特色

第3世 代 の コン ピュー タの 計 算機 と して の価値 を 比較 して見 よ う。

例 えば・ 航空機 の 強度 と空気 抵 抗 の 関係 を計 算す るの に は800万

操 作 を必 要 とす る。 それ を方 法 別 に所 要 時間 と コス トを 比較 す る。
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第8表 コ ンピュ ー タの 計算 速 度 とコ ス トの推 移

煙一
所 要 時 間 コ ス ト

計 算 15年

卓上計算機 80週

IBM701 2分 1,550円

704

17.9
30秒

25秒

860円

700円

7090 5秒 180円

|
第3世 代

」1
α7秒 20円

'

(注)日 本 能率 協 会EDP研 究 所 資 料 に よる。

少 な く と もi第2世 代 と第3世 代 で は、1桁 も、 ス ピー ド とコス トに

開 きが で きた こ とに なる。

これ は、 今 まで10時 間 を要 した もの が1時 間 に、 原価10万 円 の計

算 費が1万 円 となっ た と考 え られ る。

もちろ ん これは 標 準的 に見 た もの で、 更 に速 く、 安 くな'った もの も少

な くない。,'"二 ∫'

した が って、 技 術計 算 面 で の飛 躍 は、 プ ログ ラム の充 実 と合 せ て1今

年 の 大 きな特 色 と な つて い る。

例 えば、 石 川 島播 磨 重 工 に 導 入 さ れ た大 型 コン ピュ ー タでは、550

元 の リニ ア ・プ ログ ラ ミングを 僅 か7分 で 処 理 し、 従 来、 不 可能 とか、

1週 間 をか か る もの が、 そ の場 で、 解 決 す るま で に至 っ て い る。

一 九 国 産 初 の大 型 コ ン ピュ ー タが
、 日本 電子工 学振 興協会 と※大 に、

そ れぞ れ導 入 さ れ、 稼動 を 開始 した こと も、 特筆 す べ き こ とで あ る。'

さ らに、 中型 機 か ら小型 機 の 開発 と市 場 開拓 も、 昨 年 に 見 ちれ ない も

ので、 メー カ ーか ら相 つ い で各 種 の 中、 小 型機 が発 表 され、 大 企業 の 衛

星 ま たは 中 堅企 業、 中 小企 業 の 中心機 と して、 関 心 を集 め てい る。

とれ らの総 括 的 な機 種 傾 向 を、 よ り部 分 的 に眺 め る と次の よ うに要 約

で きる。
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1.中 央 処 理 装 置の コス トに 比べ て、 入 出力 外部 記憶 装 置、 連 絡 機器 な

どの 周辺 機 器 コス トが増 大 した こと。

2.紙 テ ー プ ま たは、 パ ンチ ・カ ー ドだ け の入 力か ら、 マ ーク ・カー ド

光学 的文 字読 取 装 置(OCR)が 台頭 した こ と。

5.衛 星 的機 能 を備 えた 大型 中型 に なつ た こ と。

4.プ リン タ ーだけ の 出力 か ら、 表 示装 置(プ ロッ ター、 デ ス プ レイ)

が 利 用 され 始 め た こ と。

5.国 鉄、 ブ リジス トン タイヤ で高速 デ ータ送 達 実 験 に 成功 し、 実 用化

段階 に入っ た こ と。

6.導 入 か ら調 整 期 間 を 経 て引 き渡 しまで が,大 型 で も1カ 月程 度(従

来 は3～6カ 月)に な り、10日 間で引 き渡 した 大型 機 まで現 れ、 技 術

サ ー ビス レベ ルが 急速 に向 上 した こと。

7.コ ン ピュ ー タの 稼 動 に対 す る信 頼性 が、MTBF%で 、959e以 上

に 向上 した こ と。

8.リ アル ・タイ ム ・シス テ ムの実 施 な どで あ る。

これ らを具 体的 に説 明 す る ことは 、避 け るが 、 若干補 足 す る こ とに し

よ う。

10年 前 の コ ン ピコ.一 夕本 体 と周辺 機 器の コス ト比率 は、75:25

で、 圧倒的 に 本 体 中心 の 構 成 で あっ た。

それ が、 シス テ ムの 多様 性,入 力方 式 の 各種 開発 か ら、50:50ま

で に な り、 部 分的 機 械 化か ら、 本格 的 機 械 化 の方 向 が打 ち出されてきている。

ジ ョン ・デ イ ー ボル ト・グル ープ の 予想 では、 数 年 後 には 、25:75

に逆 転 す る と報 じて い る が、 我 が国 の 先進 企業 で は、 その 方 向 が現 れて

きて い る.

これは、 例 えば、 月当 リレンタ ル1千 万 円 の 中、 周辺 機 器 が、250

万 円 で あ った の に対 して、750万 円 に なる ことで、 本 体の コス ト引 き

下げ 程、 周辺 が 下が らず、逆 に、 必要性 が 増 したに も拘 らず、 現 状 では、

高価 が もの に なっ て い る場 合 が 多い。
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しか しな が ら、 シ ステ ム中心 に考 え れ ば、 入 力 の時 差(タ イム ・ラグ)

とコス トを 下 げ る には、 周辺 機 器 や電送 経路 が、 よ り重 要 な役 割 を 演 じ

て い る現実 に、無 関 心 で あっ た こ と もい なめ な いの であ る。

第2の 入 力の 変 化 に つい ては、 とか く慣 行的 に な り過 ぎてi(た こ とに

気付 き始 め た の で あ る。

労 働省 で はパ ン チャ ー病 の 対策 と して1日5時 間 以 内、40,000ス

トロー ク以 内 を基 準 に打 ち 出 した。

た しか に、 パ ン チす るだ け損 な シ ステ ム とい わ れ る だけ あっ て、 す で

に、 あ る伝票 の内 容 を パ ン チ して、 機 械 に解 読 させ る こ とは 、 転 記 に他

な らな い 。

創造 的 で ない 仕 事 を、 四 六 時 中 強制 され る と、 ピア ノを ム リヤ リ習 う

子供 と同様 、 けん し ょ う炎 を起す とい われ てい る。

ア メ リカで、 問題 に され ない ことが、 日本 では 、 非 常 に 問題 とされ て

い る こ とは、 今年 の特 色 で もあ るが、 機 械 室人 事管 理 に も問題 を 残 して

い る。

そ の よ うな 、 パ ンチ ャー 問題 を含 め て、 そ の打 開策 と して登 場 した の

が、 マ ー ク ・カー ドと、OCRと い え よ う。

起 票 を タイプライターで行ない、 コンピュ ー タの入力媒体 とする 紙 テープが副

産物 として作成 される方 式 は 、データ入力 として わ が国 では 、非 常 に進 ん で

い る。

その た め、パンチ ・カー ドの 入 力時 代は、去 っ た よ うな誤 解 も生 じてい る。

しか し、 反 面、 カ ー ドの非 常 に有 効 な 使 用 で、 シ ステ ムが 作成 さ れて

い る事 実 を見逃 す こ とは で きな い。

従 来、 パ ンチ ・カードは、エBM80桁 の 表 示、レミン トン90桁 工CT40桁 ・

ときめ られ、穿孔 さ れ た孔 の組 合せ に よって、0～9ア ルファベ ット,カ ナ文

字 が規 定 さ れ、 分 類、 照合 、 計算、 製 表 が 行な わ れ て い た。

これは、 パ ン チ ・カ ー ド ・シ ステ ム と しての パ ンチ ・カー ドで あ っ て

コ ン ピュ ー タの入 力 と しての カ ー ドでは な い 。
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とい うの は・ エBMカ ードな らば ・12ポ ジション×80桁 と して 、960ポ'

ジ シ ョンの孔 の 有 無 をパ ンチ ・カ ー ド ・シ ステ ムの 機 械群 と約 束 した に

過 ぎな い。

それ に対 して、 コ ン ピュ ー タへ の 直接 入力 は 、 エ ン コ ー ドと して、 プ

ログ ラム上で 約束 す れ ば よい。

した が って ・1枚 の カ ー ドか ら、千 桁 でも1万 桁で も約束できるわけである。

フ ラ ンスの 専 売 公社 をは じめ と して、 コ ン ピュ ー タ用、 パ ンチ 。カ ー

ドの 設計 が紹 介 され 、や っ と、パ ンチ ・カ ー ド。システ ム的 カ ー ドか ら
、

コ ン ピ ュ ータ 的 カ ー ドへ思 想 転換 され たの も
、 今年 で ある。

そ の た め、 従来のパンチング 。マシンの 約 束では 使用 限 度 があるため1エBM

で は ポ 一 夕.パ ンチ・ マ ーク ・セン ス カ∫使 用 さ れ ・ブ ・レ社 の 娠 鉛 筆 に よ る

方 式 ・レミン トン・エCTの 光 電 管方 式 が、再 び脚 光 を浴び る よ うに な った。

そ れ に対 して 、 タイ プ印字 され た 帳票 か らの 人 の 目 ど、機微)文 字認識

を 両 立 させ たOCRは 、試験 期 間 を終 え て、 本格 的入 力 とな って き た。

明治 生 命、 日商 、 富 士通 信機製 造 、 富士銀 行 な ど、 多量 の 帳票 入 力に

OCRが 採 用 され た。

ま た、 国勢 調 査 に は、 マ ークか らも、数 字 印 字 か ら も入 力で きるOCR

方式 を本 番 と して 使 用 す る まで とな り、そ6他 の 官庁 、 企業 な ど、OCR

に 対す る急 速 な認 識を高 めは じめ て いる。

しか し、OCRは 、 入 力の ため の機 器 とい うよ りは、 再入 力の ため の

機 器 と して有 効 で あ り、 パ ンチャ ー50人 分 とか17人 分 で採 算 に のる

と考 え るの は 早 計 で あ る。

その他 の 入 力 と しては、 エBM557、 デ ータ1コ レ クタ ー.エ ッ ヂ

な どの トラン ズ アク ターが採 用 され た こ と も、 本格 的 機 械 化へ の第1歩

を踏 み 出 した意 味 で 注 目され る。

第3に は、 大 型 機 と中型 機、 または∴ 中型 機 と小型 機 を組合 せ て使 用

す る衛 星 コ ン ピュ ータ を、 入 出力 と して オ フ ライ ン で使 用 す る ことか ら
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一 部 材種 に見 られ る よ うな
、 大 型機 で、 衛 星 コ ン ピュ ータま での機 能 を

包含 す る方 向 に進ん だ。

第3世 代 の コ ン ピュー タは、 この よ うに、 制 御 中心 に設 計 され た い わ

ゆ る コン トロ ール ・コ ンセ プ トが 、 は っ き り打 ち出 され て い る。

さ らに 特筆 す べ きは・ 大 だ け で はな く、 中 ・小型 機 に まで 、そ の思

想 が 組 み 入れ られ て い る。

これ は・ 多 重処 理 可能 を意 味す る もの で、 従来 の シス テ ム ・パ ーフォ

ー マン スや ギブ ソ ン ・ミ
ック ス法 な ど の評 価 方 法 だけ で は 、.機 械 の もつ

限 界をつ かみ に く くして い る。

した が っ て、 機 械 指 向 型の シス テ ム設 計か ら、 問題 指向 型 の シ ステ ム

設計 に 変化 す る 必然 性 が ひそ ん で い たわ け で ある。

第4に は ・印 刷 機 的 な コン ピュー タの 利 用 は、 料金 調 停 の よ うに、 法

的制 約 と、 明細 を記 入 され た 参 照用 には 、 極 め て効 果 が あ る。

反 面 ・ ペーパ ー ・ラ ジシ ュ といわ れ る管 理 レポ ー トを、 これ で もか 、

これ で もか と山 積 され て は 、 管理 者 は 、 目を通 す こ とす らおぼ つか な く

な って し ま う。

しか しiコ ン ピュー タの 威 力 を社 内 にPRす るた め には 、 アウ トプ ッ

トさ れ る帳票 の 吟 味 よ り も、 印刷 能 力 をPRし て しま うの で あ る。

仮 りに、 毎分600行 を、5時 間 も印刷 され れば 、 管理 レポ ー トでは

な く、 紙 屑 の よ うに扱 わ れ る こ とに な る。

これ らの 認識 が、 管理 上 、 必要最 少 限 の情 報 は何 か とい う、 選択 され

た情 報 提 供 とな り、 さ らに は、 プ リン トされ ず に、 テ レ ビの ブ ラ ウ ン管

の ようなCRTに 撮 し出す だげ で済 む 場 合 も多 い。

この 点 の ディ ス プ レ ーの 研 究 が進 ん だ こ と も、利 用 面 で 、一 時 の 印刷

ブー ムか ら反 省期 に入 っ た ことを意 味 してい る。

また 、XYプ ロ ッタ ーに よって 、グ ラ フ表 示す る方 法 が 、技 術 設計面

か ら生 れ 、経 営管 理 用 グ ラフ に も適 用す る ことが考 え られ るようになった。

,。第5に は、 集 中処 理 方 式 を考 え る と、 コ ン ピュー タ本 体の 価格 は、分
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散 す る よ りも、 安価 につ くが、 連 絡 装 置 が遅 い た めに、 中央機 を活 用 し

きれ ない こ とが 多か っ た。

そ れ に対 して、 電信 線 だけ に頼 った 連 絡 方i式が、電 話 線、 マ イク ロウェ

ーブの 利 用 に よって ス ピー ド ・ア ップ と単位 コ ス トの引 き下げで成功した。

ブ リヂ ス トン ・タイヤで は 、 東京 本 社 一 東 京 工場 間 を、2本 の専 用

電 話 線 で結 び、 デ ー タ送 達 を試 験 中 で あるが 、一 応 の成 果を収めている。テ

レタ イ プの24倍 に当 る1200ボ ーで あ る。

また 、国 鉄 で は 、 東京 大 阪 を コ ン ピ ュー タ同士 を 結 ぶ検 討 を マイ

ク ロ ・ウ ェー ブで行 ない 、2400ボ ーの 実験 に成 功 して い る。

これ らは、 ア メ リカの 普 及 に比 べ て、 もっ と も遅 れ て い る分 野 で ある。

今後のリアル ・タイ ム ・シス テ ム とか共 同利 用 を考 えれ ば 、 当然 、 注 目

され て しか るべ きこ とが らで あろ う。

第6、 第7の 問題 はbコ ン ピ ュー タ導 入10年 に して 、・メン テナ ンス

技 術 が 向上 し、 信 頼性 を 高 め た こ とで ある。

.5年 前 には 、 同一 機 種 で、 ア メ リカの実績 がMTBF(MeanTimθ

BetweenFailuresの 略 で、 機 械 の 故障 間隔 を表 わ す もの)%と して

95%の もの が 日本 では88%程 度 で あった。

これ は・ 習熟 され ない メ ンテナ ン ス技術 、気 候 、 風 土 、電 力事情 な ど

が影 響 して い た もの で、 次 第 にそ の差 を縮 め、 最 先 端 で は、 ほぼ 同 等 ま

た は、 一 部 では(沖 縄の メ ンテ ナ ンス を 日本 で行 な っ てい る)そ れ 以 上

の実 力 を 備え る よ うに な って きて い る。

機械 はむ ず か しい もの 、故 障す る もの と思 わ れ て いた ものが 徐 々 に よ

くな り、最 高1万6千 時 間 、無 事 故 を 記録 す る もの まで 、 現れ てい る。

しか し、導 入 台 数 に対 して、 メンテ ナ ン ス 。エ ン ジ ニ アの養 成 が聞 に .

合 わず 、小 さ な トラブ ル を起 して い る こ と もい なめ な い。

これ らは、 長期 的 に、 メー カ ー側 の養 成計 画 を望 む と ころ で あ り、 例

え 良い 機械 で も、故 障 して い る間 は何 んの 価 値 もな い こ と、1時 間 で 直

せ る故 障 を10時 間以 上 もか け ない と直せ ない 新 人 を投 入 してい る 企業'
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の 差 は 、機械 以 前の 問 題 で もあ る。

第8は 、 ジ ャ ーナ リステ ィック に 脚 光 を浴 び てい る リアル ・タイ ムの

問題 で あ る。

東 京 オ リン ピ ック の機 械 を、 その ま ま銀行 の窓 口 と計算 セ ン ター を結

ん で、 自動化 に踏 み切 っ た三 井 銀 行 、 中 型 リアル ・タ イムの コ ン ピュー

タ機2台 で実験 中 の 富 士銀 行 、国産 機 で 全 国 為替 を 自動 化 す る 東海 銀行

な どの 銀行 系 列 と、 日航 、全 日空 、国 鉄 な どの 座 席 予約 に利用 す る シ ー

ト 。リザ ベ ー シ ョンは 、 今年 の 花形 で ある。

しか し、アメ リカで は、量 産 、個別 受注 生 産 の 在庫 管理 、工 程管理 に 至

るま で 、 リアル 。タ イ ムが驚 異的 に利 用 され て い る の を考 え る と き、 機

械 は 可能 性 を充 分 満 た して い る もの の、 シ ステ ムが 追 いつ け ない 状 態 と

い え よ う。

む しろ試 験 的実施 か ら本格 的 実 施へ の 過 渡的 時 期 と見 る こ とが で きる。

(3}プ ログ ラムの 傾 向か らみた 特 色

コ ン ピ ュータそ の ものの 評価 よ りも、 プ ログ ラム の 評価 は、 きわ めて

困 難 で あ る。

した が って、 今 年 の 特 色 と問 題点 につ いて ふれ る こ とにす る。

専 門の プ ログ ラマ ーで な ぐと も、2週 間講 習を受 け れば 、「 応 、 プ ロ

グ ラムを組 む こ とがで きる よ うに なった 。

しか し、 そ の方 法 が よいか ど うか は 、極 めて 疑 問 で ある。

メ ーカ ーの 立場 か らす れ ば 、 あの複 雑 な根気 を要 す る機 械 語 で プ ログ

ラムを説 明す る こ とは、 セ ール ス上 不利 で ある。

その た め、 アセ ン ブ ラ ー 。コ ンパ イ ラーの み を プ ログ ラム用 語 と して

提 供す る傾 向 に 左 った。

しか し、 現 実 に 使 用 して みる と、 完 全 な もの は、 極 めて 少 な く、 ユー

ザ ー側 か ら、非 公 式 に苦 情 がで て い る。

か とい って、最 終 的 に機 械 を評価 して 、 決 定 した当 事 者に して 見れ ば 、

今 更 、 この 機 械は 悪 か っ た とは 云え 方い 環 境 で あ る。
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今 年2月 に調 査 した ソフ トウ エアの実 体は 、 当初 約 束さ れた ソ フ トウ

ェ ア ・パ ッケ ー ジは殆 ん ど提 供 され ず・ 自社 開 発 を余 儀 な くさ れ た会 社 、

ま たは 、導 入 後1年 た って や っ と、 入手 した企 業 が か な りみ うけ られ た。

この点 、完 備 した ソ フ ト・ウ エ ア とい う唄い文 句 とう らは らに現状 は

進行 して い るの で あ る。

これ らを要 約 して 見 る と次 の よ うに な る。

① 導 入期 に 赴け る プ ログ ラ ミングの 負 担 は、国 産 、 輸入 機 を問 わず 、

ユ ーザ ー側の 負 担 が相 当大 きい。

② 各 機種 ζ とに 提供 され る標準 プ ログ ラムだ け では 不 充分 で ある。

③ 現状 で は、 プ ログ ラム(特 に コ ンパ イ ラ ー)に 、 欠点(ミ スを起 す)

を含ん で い る もの が数 多 い。'

④ 機械 自身の 性 能 に比 べて 、 ソフ ト。ウエ アが 遅れ て い るた め、能 力

を活 か し切 れ ない 。

⑤ 操 作 を しに く くして い るチ ェ ック 。プロ グ ラ ムが 多い。

⑥COBOLに つ い ては 、改 良 され て い る もの の 、原 因 不 明の ミスを各

所 で 生 じて い る。

さ らに 使用 しない指 令 が20%以 上 を 占 めて い る。

とは い うもの の、 教育 期 間 が 短 く 、 新機 種 へ の変 換 が容 易 な こ と

か ら、 使 用 頻 度 が高 くなって い る。

⑦ 技 術 用 のFORTRANに つ いて は 、COBOLに 比 べ て 、 冗長 度が少

な く、 ミス も少 ないの で有効 に利 用 されて い るが 、事 務処 理 が多いの'

で、 あま り普 及 して い ない。

全体 と して、 プ ログ ラムの傾 向は 、機械 指 向型 か ら、徐 々に 問題指 向

型 に転換 して い るの が 本年の 特 色 で ある。

ω シスァ ム ・ア プ リケ ー シ ョンか らみ た特 色

機械 中心の シス テ ムか ら、問題 中心 の システムへ と徐 々に変化 して偽 る
。

こカは 、 ト ップへ の アン ケ ー トの 結果 か ら もわか る よ うに 、 事後処理

として の 利 用 は87%で あ るが 、機 械 本来 の 使い 方 と しての定 常 的判断

業務 ・ 意思 決定 の標 準 化 に 対 して も15%の 高 水 準 になつ た こ とであ る。
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ア メ リカで、 定 常 的判 断 業務 ま での 機 械 化 に は、 大 型機 の使 用 を 、最

低5年 を必 要 と し、 平 均 的 には 、10年 近 くの 年 月 を要 して いる とい わ

れ てお り、そ の意 味 で、歴 史 の浅 い 我 が 国 と しては 、極 め て長足 の進 歩

といえ るわ け で あ る。

そ の 主 な もの を紹介 す る と、つ ぎの と治 りで あ る。

① 建 設業 、 エ ンジ ニ ア リン グ会社 、 お よび新 製 品計 画 に、PERT、

CPMな どの ネ ッ♪ ワー ク理 論 に も とず く、 日程 と費 用の 関係 か ら最

適化 に尊 び く 日常業 務 へ の 適 用 で あ る。

道 路公 団 や建 設 省 へ の見積 りに 、 この手 法 での 計 画 を 添 付す る よ う

に なっ てか らは 、研 究 的手法 か ら、 実施 段階 に入 った 。

千代 田化 工建 設 、大 成建 設 な どの建 設業 や石 川 島 播 磨重 工 をは じめ

とす る個別 受 注生 産 品へ の 適 用 か ら、 機械 室 ス ケ ジ ュー ル 、 機械 導入

スケ ジ ュー ル な どに も実 効 を現 した。

② 在 庫 管 理が 、 単 な る在 庫量 の把 握 か ら販 売 と生 産 、輸 送 の一 環 と し

て、 定期 、 定量 、 不 定期 、 不 定量 な ど、 管理 重 点 を 定 め て、 機 械 的 な

判 断 に な り、情 報 管 理 シス テ ム が軌 道 に 乗 り始 めた 。

日本 板 硝子 、川 崎 製鉄 、武 田薬 品 な ど20社 にお よん でい る 。

③ 予測 技 術 、 シ ミュ レー シ ョ ン、線 型計 画 な どのOR技 法 と、電 子計

算 機 の 結 びつ きが 強 力に な り、 数学 の 遊 び とまで 、 きめつ け られ たO

Rか ら、 実 践的ORに 近 づ い た 。

三 菱石 油 に お け る550元 の リニア'プ ロ グ ラ ミングs東 洋 高圧 に

お け る各 種 シ ミュ レ ー タ、石 川 島播磨 重 工 が実施 した ポ ン トリヤー ギ

ンの 最 大原 理 を応 用 したDP、 数 量化 技術 で聴 視性 向 を解析 したNHK

な ど、 世界 的 に も、 トップ レベ ルに 考 え られ る利 用が 実現 した の も、

本 格 的 コ ン ピュー タ利 用時代 の き ざ しが 見え てい る 。

④ 情 報 検 索 シス テ ム の台頭 は 、地 味 な活 動 では ある が、外 務 省 、警 視

庁 、 三菱 重工 業 な ど、官 民 両 面か ら採 用 さ れ始 め てい る。

しか し、 キー ワー ドに よ る事 実検 索 ま で の段 階 で 、 イ メー ジを入 れ
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た複合 シス テ ムへ の 展 開は 、会 後 に期待 す る状 態 で ある。

⑤ 労 働市 場 セ ンター の 開所 は 、全 国 情 報 の収 集 とフ ィー ド・パ ック と

して、 防衛 庁 の バ ッチ ・シス テ ムに 次 ぐ大 規模 な もの で、 大型 機 の複

数台 利 用 が本 格 化 した 。

⑥ 一 方、 小 型機 中型機 の 共 同利 用が 開始 され 、 横 山 町 の問屋 街 で、

東京 実業 セ ンター一が稼 働 し、20社 に拾 よぶ 会員 会社 の 処理 を して い

る。

これ は、 今後 の 中小 企業 の共 同利 用 また は 大 企業 の ピー ク処理 用 と

しての 公 共 利 用的 セ ンター の きっ か け となっ た 。

⑦ 三井 銀 行 、 東海 銀 行 、 全 日空 、 日航、 国鉄 に よる リアル ・タイ ム も

機械 の 発 展 と シス テ ム研 究 が実 っ て、 開始 さ れ るに至 っ て い る。

⑧ そ の 他 、能 研テ ス ト、人 事 ス キル 管理 、 交通 管制 、 気 象 、 医学 、言

語学 左 ど、 企業 内外 を 問 わず 、 ア プ リケ ー シ ョ ンが 多岐 にわ た り出 し

た。

以上 、 シス テ ム ・ア プ リケ ー シ ョンの 主 な傾 向 で あ るが 、後述 の ア ン

ケ ー トの集 計 と関連 して解 釈 して欲 しい 。

㈲EDPに 対 す る トップの 認 識

ア メ リカ では 、経 営者教 育の 中 に、 コ ン ピ ュー タの プ ログ ラ ミン グが

あ る。

もちろん 、 プ ログ ラマー の教 育 では な く、 プ ロ グ ラムの 性 質 を、理 解

す る こ とで あ る 。

日本の経 営 者 や、 コ ンピ ュー タに 関連 しない 部 門 では、 全 く無 関心 の

場 合 もあ る。

ま た、 関 心 を もっ てい て も、 ソロバ ンの ス ピー ド・ア ップ とか 、事 務

にだ け利 用す る考 えか ら技 術 系が無 関 心 に なっ た りしてい る 。

また 、 過大評 価 す る経 営者 は、機械 が あれ ば 、 何 で も魔 法 の よ うに即

.座 に出 て くる と思 い 込み 、 そ の 中 自分 の 部下 が不 審 に なっ た り、 ひい て

は過 少 評 価者 に変 化 して しま うこ と もあるg
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これ に は 、 メー カー 側 の宣 伝方 法忙 も・、.多分 に問題 が ある 。

しか し、 先 きで のべ て い る通 り、 計 算機 的 利 用時代 はす で に去 り、判

断 の よ りどこ ろ となる試 行錯 誤 や 、.シ ミュ、レ一 夕 的利 用が 次 第 に変 化 し

た こ とを認 識す べ きで ある 。

3年 前 の機 械 化 シス テ ム と、 これ か らの 機 械 化 システ ムは 、 思想 的 に

も、 ハー ドウエア 的に も、 ソ フ トウ エ ア的 に も、 急速 な進 歩 を してい る

こ とを忘 れ ては な らない 。

しか も、 過 半数 の経 営 者 の 認識 とな っ て い る、 先行 投 資 か ら防衛 的 投

資 を余儀 な くさ れ た導入 は 、決 して ムー ド的 導入 で な くな っ た こ とを 考

え 合 わ せ て、 高 度利 用の 内 部 体 勢 をか た めるべ きで あ る。

(6)今 後 の課 題

A.ユ ー ザー に対 す る要 望

ム ー ド的 導入 か ら、 防衛 的 、積 極的 メリッ トを期待 す る導 入 に移 行

した こ とは 、確 か に ユ ー ザ ー側 の 長足 の進 歩 を現 した もの といえ よ う。

反 面、 安易 な機 種 選 定 、 メー カー依 存 の シス テ ムが たた っ て、 企 業

内 の不 信 を か って い る 場 合が ある 。

今 後 、 新 設 、増 設 、 更 新 が行 なわ れる場 合 、機 種の もつ 個 々の 機 能

比較 もさ る こ とな が ら・ シ ステ ムの 目 的中 心の 検 討 が 全社 的体 勢 で 行.

なえ る こ とが 、有 効利 用 の 前提 となる こ と。 プ ログ ラマ ーの 職 人 を養

成す るの では な くマ ク ロ ・ア プ ロー チ が で きた上 で、 ミク ロの 解析 が

で きる人 を養 成す る こ と、 ス ペ シャ リス トを隔 離 しない で、 十分業 務

を 理 解 で きる 環境 を 作る こ とが 望 ま しい とい われ て い る。

B・ メ.カ ーに 対 す る要望

過 大 評 価 を生ん だ原 因 に は、 メー カー 側 の 誇 大宣 伝が あ るか わ りに

逆 にい え ば 、 ユ ーザ ーの 不 勉強 な論 拠に 対 して も、 あえ て批判 しない

ユ ー ザ ーの 王 様ぶ りに 屈 してい る メー カー側 の基 盤 の浅 さ が ある 。

そ れ に は、 長期 的 な シ ステ ムズ ・エ ン ジニ アの 養 成 ア プ リケ ー シ

ョ ンの紹 介 、 ソ フ トウエア の 開 発 な ど、 幾 多の 難 関 が ある。

例 え ば 、 ソ フ トウエ ア に対 す るユ ー ザ ーの 要 望 を列挙 す れば 次 の通
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りで あ る。

① 基 本 ル ーテ ィ ンの完 全 な もの の 整 備

② 使 用 頻度 の 高 い もの 、 例え ば ソー ト ・アー ジ、 セ レク ト、 プ リ ン

ト、 デ バ ッグ用 ル ー テ ィ ンの研 究 と開 発

③ ソ フ トウェア の納 期 の 明示 と、 そ の利 用範 囲 の仕様 の 作 成

④ 現 在 の コボル の よ うな 冗 長度 の 高い もの の改 良

⑤ 日本 的 なア プ リケー シ ョン ・プ ロ グ ラムを 用意 す る。 例え ば 、税

金 な どの 行政 面 で共通 な もの

⑥ 事務 処理 の プ ロ グラ ムにOR的 最 適計 算技 術 を導入 す る こ と

な どで あ る。

c・ トップ ・マネ ジ メン トに対 す る 要 望

① コ ン ピュー タの 進 歩、 特 に 計算 機 的 利 用 の脱 皮 を、 あえ て意 識す

る こ と

② マ ッキ ンゼ ー ・レポー トが 指摘 す る よ うに、 トップのEDPへ の

理 解 が 成 功 の鍵 で あ るこ と

③ 機 械 よ り人材 が 、 システ ムを決 定す る こ と

④ す で に、企業 の 必需 品 とな りつつ あ るのは 、 システ ム開 発 が進 ん

だ場 合 で あ る こ と。

⑤ コ ン ピュー タ とそ の周 辺 機 器が 、 ハ ー ドウエ ア で あっ て、 中央 処

理 装置 は、 制 御 部 の役割 だ け を演 じて い る こ と

⑥ 長 期 的 には 、 コス ト意 識 を 強化 した 部 門にす る こ と

⑦ 今 年 の不 況期 に 、大 企業 で、 コ ン ピュー タの 返却 や 、再 調 査 問題

が 話題 に なっ た が 、 これ は導 入 時 に もっ と解 析 され 、稼 働 中 の コス

ト ・エ バ リュエ ー シ ョンが なさ れ てい れば、 起 こ らなか っ た こ とが

らで は な か ろ うか 。

(7)ま と め

好 景気 時 代 の教 育 的 先 行投 資 が 、現 段 階 で威 力 を発揮 した企業 と、経 費

負 担 の増 大 で もい まさ ら、手 作業 に戻 せ ない で困 惑 して い る 企業 の差 は、
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機 械 では な く、 そ こに たず さ わ る 人材 、 トップ の理 解 、 システ ムの差 、周

辺 の理 解 な どであ る 。

した がっ て・ 過 大 評 価 も過 少 評 価 も、 全 て これ らの誤 解か ら生 じて い る。

ただ、 時代 は変 化 し、 要 望 も変 化 してい る現 代 に、 しの び よ る コ ン ピ
ュ

ー タ革 命 の 認 識 を 、 あえ て意 識 して、 よ り前 進 して行 くこ とが 望 まれ る。

3・ 日米間 の コン ピュー タ ・ギャ ッ プ とそ の原 因

いま まで み て きた よ うに、 わ が 国 にお け る コ ン ピュー タの 普 及 状況並 び

に利 用水 準 の 向上 は ま こ とに 目 ざま しい もの が ある が 、 さ てそ の将来 の 方

向 を 眺 め てみ る と、世 界的 な コ ン ビ..一一タの 第3世 代 を迎 え て、漸 く大 き

な壁 に 直面 して きた 感が あ る 。

そ して 、 と くに ア メ リカ と比 較 した場 合 に、彼 我 の間 に大 き な コ ン ピュ

'一 夕 ・ギ
ャ ップ が介 在 してお・り、 こ うした 面 か ら もわ が 国の コ ン ピュー タ

の 利 用 面 には 諸 々の 問題 が 発生 して き てい る 。

(D最 近 の ア メ リカにお け るコ ソ ビュー一夕の利 用 状 況

そ こでい ま ア メリカに おけ る コ ンピュー タの普 及 状 況 を み る と,1960

年以 降65年 ま での 僅 か3年 間 に、 過 去10年 間 の コ ン ピ ュー タに 対す

る投 資額60億 ドルの 実 に3分 の2が 投入 さ れ てk・!、 い か に 最近 の コ

ン ピュー タの 普 及 が い ち じる しい か が 判 る が、 一 方そ の利 用水準 にお い

て も、わ が 国 を完 全に 引 きは な してい る。 これ は 具体 的 にい えば 、 設 置

台数 に おい て、 ア メ リカ はわ が国 の10倍 で あ るば か りでな く、 利 用 水

準 に おい て も、 日本 が全 般 的に は 漸 く第1段 階(部 分 的業 務 の 事後 処 理)

か らやっ と第2段 階(総 合 的業 務 の事 後処 理)へ 移 行 した と ころに あ る

の に、 ア メリ カは現 在 す で に多 くの企 業 が 第3段 階(定 常的 判 断業 務)

に到 達 しておb、 い ま やそ の一 部 は第4段 階(意 思 決 定の 標準 化)へ と

さ らに前 進 し よ う としてい るの で あ る。

す なわ ち ア メ リカの コ ン ピュー タの利 用 水準 は す でに1962年 ごろ

ま でに第2段 階 を終 了 し、 そ の 後 の2～5年 間で 多 くの企業 が 第3段 階
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に突 入 し、一 部の パ イオ ニア 企業 は 第4段 階 に入 らん と し てい る。

この処 理 段 階の か くぜん た る開 きは集 積 回路 が 開 発 さ れ 、従来 の 機械

指向 型か ら問題 指 向型 に コ ン ピュー タの システ ム設計 が転換 して 、 いわ

ゆ る コン ピュー タの 第5世 代 に入 りsコ ン ビ'=一 夕の第4段 階 的 利 用 体

制 がシスみ の臓 か ら急速 に完 備され よ うとして きている現 在・ とく

に 注 目 さ れ ね ば な ら な い 。 こ こ に ア メ リ カ と 比 べ て 大 き な1時 代 の コ ン

ピ ュ ー タ ・ギ ャ ッ プ が 介 在 す る 。"こ の 大 き な ギ ャ ッ プ こ そ 量 の 時 代 か

ら質 の 時 代 へ の 転 換 で あ る 。"

つ ぎ に 、 ア メ リ カ に お け る 最 近 の コ ン ピ ュ ー タ 利 用 水 準 の 一 端 を み て ・

み よ う。

A・ ハ ー ド ウ エ ア ー の 面 で は:コ ン ピ ュ ー タ の 最 終 の 目 的 は 人 類 の 情 報
.

を コ ン ト ロー ル し、 増 幅 す る もの で あ り(注 そ の た めArtificial .

intelユigence,Problem-soユving・Man-Machinesy日temの 過

程 を 経 過 す る)こ の 新 し い コ ン ピ ュ ー タ ・ コ ン セ ン ブ ト の 下 に コ ン ピ

ュ ー タ に つ い て の 建 築 学 が 構 想 さ れ 、 計 算 機 本 体 は 従 来 の シ ン グ ル ・

プ ロ セ ッ サ ー か ら マ ル チ ・プ ロ セ ッ サ ー に 、 そ し て 新 し い 入 出 力 装 置

と し て デ ー タ ・ 伝 送 、 情 報 検 索(エR日ystem)、 表 示 シ ス テz(Dis-

playsystem)、 光 電 又 は 磁 気 読 取 装 置 、 音 声 入 出 力 装 置(Audio

1/0)vマ イ ク ロ ・ イ メiジ ・ フ ァ イ ル 等 が 開 発 さ れ つ つ あ る 。

B・ ソ フ ト ・ ウ エ ア ー の 面 で は:各 業 務 別 に 適 用 プ ロ グ ラ ム の 完 備(例

え ばPERTの よ う なManagementA『olPユieationPackage)、 又

ジ エ ネ レ イ チ ン グ 又 は モ ニ タ リ ン グ ・プ ロ グ ラ ム の 開 発 、 オ ペ レ イ チ

ン グ ・ シ ス テ ム な ど が 従 来 以 上 に 完 備 さ れ て き て い る 。

C・ コ ン サ ル タ ン ト会 社 特 に プ ロ グ ラ ム 及 び シ ス テ ム 開 発 の 専 門 会 社 の

進 出 、 コ ン ピ ュ ー タ ・ス ペ シ ア リ ス トの 拾 頭 等 が 期 待 さ れ 、 こ こ に 企

業 経 営 者 側 に お い て 今 後 の 情 報 技 術 の 進 歩 に 合 せ て 如 何 に 経 営 を 刷 新

す る か が 当 面 の マ ネ ジ メ ン トの 緊 急 の 問 題 に な りつ つ あ り 、 企 業 に お

い てL4anagement工nfOrmatiOnsys七emの 確 立 が 要 望 さ れ て き て
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い る。

す な わ ち 今 やア メリカに おい て コ ン ピュー タの利 用 水 準は 従 来の 資

料 を 処理 す る時 代 か ら情報 を ハ ン ドルす る 時代 に移 行 し、換言 す れ ば

事 務 処理 の機 械 化 の 段階 か ら国家 、公 共機 関、 企業 等 に お い て トップ

エ クゼ ク チ プが 意 思 決定 をす る 段 階、 又 は情 報 の社 会 的効果 の 拡 大、

増 幅 とい う段階 に達 したの で ある。

か くて、 現 在 ア メ リカの 民 間 企業 、 国家、 都 市 こ 公 共 機 関(病 院、

図 書館 ぶ 研 究 所 、 放送機 関、 輸送機 関等)等 に お い ては前 述 せ る今後

の技 術 的 発 展 を 考慮 して新 し き適用の シス テ ムを 開 発 中 であ り、 そ の

中主 なる もの を あげ れ ば 次の 如 し。

A.民 間 企業:一 言 に して いえ ぱManagementエnfOrma℃iOnsys七em

の 確 立 で あ り、 現在 の ところ まず 研 究 、 開 発 の段 階 か らシス テ ム ・エ

ンジニ ア リ ング、 試 作、 生 産 、販 売 、 保守 等全 体 の 情 報 の総 合 化(情

報 の フ ィー ドバ ック)の 段 階 であ り、 ツ リー 構 造 とマ トリックス構 造

とに よ り企業 に おけ る情 報(エnformatiOnfユow)の うち意 思 決定

に関す る もの、 完遂 標準 に 関す る もの、 作業 進 行 に 関す る もの の

エnfOr【nationsystemを 確立 中 で あ る。 そ の 最 初 の段 階 と して ま

ずR&DエnfOrmauionCenter,次VaproductInformation

Center,最 後 にMarke七ingエnformati◎nCenterの 設 立 が 当面

の課 題 であ り、 さ らに 意 思 決 定に 関 す る シ ミュ レー シ ョンが さか ん に

開発 さ れ てい る 。

B・ 国 家 機 関:国 防省 及 び 航空 宇 宙 局 を含 め た国家 機 関 と して デー タ伝

送 、 情 報 検 索 シス テ ム、 デ ス プ レ イ ・シス テ ム等 を 含 めた全 国 情報網

に よ り長 期経 済計 画 をは じめ凡 ゆ る 行政 事 務 の 即時 意 思 決 定 を計 画 中 。

c.都 市 関係:タ イ ム ・シ ェ ア リング ・シス テ ムの 開発 に より都市 に お

け る民 間 企i業(病 院、 研 究所 、 図書 館)官 庁s報 道 機 関 、 輸送 機 関等

の 相互 利 用(注 新 しい産 業都 市構 想)及 び コ ン ピ ュー タ を利 用 した

新 しい都 市 開 発(都 市 交通 管制、 高速 道 路 、工 場立 地、 海 上 輸送、 ス
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ラ ム 街 の 排 除 等)を 計 画 中 。

D・ 教 育 界:従 来 の テ イ チ ン グ ・マ シ ン 等 に よ る 視 聴 覚 教 育 の 時 代 及 び

プ ロ グ ラ ム 教 育 の 時 代 か ら 一 段 発 展 し て コ ン ピ
ュ ー タ と 直 結 し た

Seユf-adaptiveユearning又 はCOntrol9 .ystemの 段 階 に 発 展

し ・ 又 州 内 ・ 州 間 の 各 大 学 ・ 研 究 所 ・ 図 書 館 、 病 院 等 は 電 話 伝 送
、

エRsy『stem、 表 示 シ ス テ ム 等 を 用 い て 情 報 の 総 合 即 時 検 索 ・配 分

(RetrievaユandDi8semina七ion)シ ス テ ム を 開 発 中
。

'E .今 後 の 新 しい 適用 工nformationRetrievaユ&Dissminatio
n

(情 報検 索 と配 分)

特 殊問 題 と して且つ 凡 ゆ る社 会、 企業 に 共通 な もの と して今後 コ ン

ピュー タの 適用 と して ク ロー ズ ・ア ップさ れ て来 る唯一 の もの は

エRsystemで あ り・技 術的 に は エmageFiユeの 完 成
、 デー タ ・伝

送、 表 示 シス テム の完 備 と相 ま っ て現 に 医学 、 化学 、原 子 力、 図 書館、

特 許 関 係、 農 業、 海 洋 関係 、報 道 関 係等 に お い て開発 中 で ある。

F・ プ ロセ ス制 御及 び数 値 制 御 用 コ ン ピ
ュー タの 拾 頭'

J・DiebOユdがttBeyond七heAutOmatiOn"で 述べ てい る 如 く過

去 のデ トロイ ト方 式 のオ ー トメー ショ ン時代 は過 ぎ去 り、今 や ア メリ

カの 自動 車工業 ・鉄 鋼 業 、 繊 維業 、化 学 工 業 、石 油 精 製業 、 電子 工業

等 に お い ては国 際 競 争 力 強化 の 方策 と して コス ト ・ダ ウ ンの ため の合

理 化 と して全 生 産過 程 及 び販売 、在 庫 管理 、 人 事 に 至 る凡 ゆ る経 営 を

コ ン ピュー タ で コ ン トロー ル す る計画 を 開発 中 であ る
。 現 に 自動車 工

業 に お い てはG・M及 びFOrdは 画 期的 な 設備 投 資の 下 に 生産 過 程 を

Computer-Con七roユ し、(注 設 計の 自動 化 に よ リモ デ ル ・チ ェ ン

ジが 非 常 に短 縮 化 され てい る)コ ス ト・ダ ウ ンを狙 っ て い る。 しか も

プ ロセ ス制 御 に 関 しては 従来 の アナ ロ グ制御 か らDDO(Direct

Dlgi七alCO三 ユ七rOl)の 方 向に 行 く傾 向 を示 しつ つ あ りこ こに コ ン ピ

ュー タ'メ ー カー と計 測 器 メー カー の 系列 化 が問 題 視 さ れ て き てい る。

G・ 医用・ 交 通 管 制、 気 象 管 制 、海 洋 資 源 調査 等 に おけ る 新 しい 適 用
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今 後の 新 しい 適用 と して最 近注 目さ れ てい る もの は病 院 に おけ る患

者 の総 合診 断 、手 術 の 前 ・後処 理 の 判 断処 理 、 カル テ の総 合 処 理 等 が

あ り、交 通 管制 と しては航 空 、地 上 、地 下 、港 湾 等 に お け る総 合 的 管

制 が要 求 され 、気 象 管制 に関 して は気 象衛 星 の利 用が 今後 大 き くク ロ

ー ズ ・ア ップさ れ、 さ らに 次 の 時代 の 国家 的 資源 調査 と して漁 獲 、海

流、 モ ホー ル調 査 等 が あげ らtlる 。

以 上述 べ た 如 く、 ア メ リカに お い て コ ンピ ュー タの今 後 の適 用 は過 去

10カ 年間 とは全 く異 な り、量 的 な もの か ら質 的 な発 展 へ と移 行 し、い

わ ゆ る人 類 の 情報 の コ ン トロール の増 幅 とい う最 終 目的 を遂 行 せん と し

て いる 。 次 に国 家、 都 市、 大 企業 にお い て も"情 報 の国 家 的資 源"と い

う考 え方 か らデ ー タ ・伝送 を介 して タ イ ム ・シェ ア リン グ ・シス テ ム に

よ り(注M工TのMACsystem)情 報 の 国家 性 、 社会 性 が強 く認 識さ れ

　

だ した 。 ここに ア メリカに お・い てCtエnforma.tiOnエndustryと い う

新 しい産 業 が 創 り出 さ れ る基 盤 が存 在す る。

(2)コ ン ピュー タ ・ギ ャ ップの 諸原 因

しか らば 前 述 の よ うな 日米 間の コ ン ピュー タ ・ギ ャ ップの原 因 はい っ

た い 何処 に あ るのか 。

第1に は コ ン ピュー タに対 す る国策 の 相違 と官 民協 力体 制 の欠 除が あ

げ られ る。

ア メ リカにお い て コ ン ピュー タの利 用が か くも短期 間に 進 歩、 改善 さ

れ て行っ た大 きな原 因 は

1.ア メリカの 国 防政 策 に 由来 す る予 算 及 び国 防省及 び航 空宇 宙 同等 で

開 発 され た多 くの 技 術や ア プ リケー シ ョン ・シス テ ムが産業 界 にそ の

ま ま波 及 して来 る こ と。

2.国 家(国 防省 、 航 空 宇 宙 局)と 大 学(民 間大 学)と 民 間 企 業 が あ る

プ ロ ジェ ク トの た め にマ ネ ジ メン ト ・チ ー ム を結 成 し協 調 して い る こ

とで ある 。 この 具体 的 な 例が空 軍 の 外郭 団体 と してMエTRE、

Sys七emsDevelopmen七Corp,RandCorp、 のような空軍 専 属 機
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IL

関 が存 在 し、 さ らにMエ 丁 及 び ハー バー ド大 学 の よ うなア メ リカ超一

流大 学 の エ ソジ ニヤが これに 参 画 し、ltk'Stanford.Research

工ngti七u七e,CE工R,工nformatics,Auθrbach,工Dieboユd・

等 の よ うな民 間 コ ンピ ュー タ ・サ ー ビス機 関が これ をバ ック ・ア ッ プ

してい るか ら であ る。

これ に反 し、 わが 国 で は政府 に よる コン ピ ュー タ産業 の 育成 策 は と

られ て い るが その 利 用水 準 の向 上 を計 るた めの強 力 な政策 が ほ とん ど

とられ てい ない 。そ の 上 、 企業 間の セ ク ショナ リズ ムが 強 く、 共同 で

新 しい プ ログ ラ ムや シス テ ム を開発 す る とい う機運 に欠 け てい る し、

この種 の専 門 の コ ンサ ル タ ン ト会社 もまだ漸 くそ の 緒 につ い た ばか り

で ある。

この よ うな国 家 の コ ン ピュー タ政 策 の相 違や官 民 の 協 力体 制 の欠 除 が

わ が国 におけ る コ ン ピ ュー タの利 用 水準 の 向 上 を遅 らせ てい る もっ と

も大 き な原 因 と なっ て い る。

第2に は企業 の コ ン ピュー タ第5世 代 に対 す る即応 体 制 の欠 除 で あ

る。

す で に ア メリカに おい ては 高度 に マ ネ ジ メン トの進 ん だ 企業(と く

に航空 機 メー カー 及 び電 子 メー カー 、化学 メー カー)で は 、米軍 で 開

発 され たCommand&COntrolの 概念 が受 け入 れ られ 、 情報 とい うも

の はひ じ ょ うに 大 きな企 業的 価値 を持 っ てい る もの であ る こ とが強 く

認 識 さ れs数 社 にInforma七ionSy日 七emDivisionが 設立 され 、

企業 に お け る総 合 的情 報 の 検 索 と配 分 の キ ー ・ポイ ン ト(goodtime,

900dpln・ce・900dman)を 掌握 して い る。

しか も最 近 に お い ては単 な るマ ネ ジャー の他 に シス テ ム及 びデー タ・

プ ロ セ シ ング ・マ ネ ジャー とい うよ うな シス テ ムを 開 発 す る専 門の マ

ネ ジ ャーが 出現 し、ま たプ ロ グラ マー の中 に もManagementhfOr-

mationSystemProgrammerと か、 エnforma七ionRetrieval

Programmer等 が 存 在 し、 企業 経 営 に お ける 情報 の 流れ を コ ン ビュ
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一 夕で コ ン トロー ルす る プ ログ ラ ムを開 発 してい る 。

こ うして、 い まや コ ン ピュ一口タの 第5世 代 に 即応 す る ため に、 一 方

にManage鵬ntS?・ienc.e部v他 方 にDataPr。Ces8in・9部 を持 ち、

その 上 部 に トップが い て この両 部 門 を駆 使 して、 最高 の意 思決 定 を行

な うとい っ た組 織形 態 が着 々 整備 さ れ て きてい る。

これ に反 し て、 わ が 国 に おけ る現 状 は トップの コン ピュー タに 対 す

る 認識 や投 資 態度 は か な り改 善 さ れ て きた が、 コ ン ピュご タを最 高 意

思 決 定に 活 用す るた め の研 究や 能 力 の 開発 とい っ た こ とは ほ とん ど行

なわ れ てい ない 。 また一 方 コ ン ピ ュー タ部 門 の ス タ ッフの 側 で もコ ン

ピュ ー タ の利 用 水準 を トップ の意 思決 定 に役立 た せ る と ころ ま で高 め

る ま で に はま だ か な りの努 力 と年 月 を必 要 とす る実 情 にあ る。 この よ

うに 日本 の 現状 は率 直 に い っ て、来 るべ き コ ンピ ュー タの 第5世 代 に

即 応 レて行 くた め のマ ネ ジ メン ト'イ ン フォー メー シ ョン ピシス テ ム

を 中心 とす る 企業 の体 制 づ く りの 面 でア メ リカには るか忙 立 ち遅 れ て

い る。 こ こに 日米 間 の コ ン ピュー タ ・ギ ャ ッ プの介 在・す る 第2の 大 き

な原 因 が あ る。

(3}コ ン ビ=一 夕 ・ギ ャ ップ を解 消す る た めの 対 応 策

そ れ で は この よ うな 日米 間 の コ ンピゴ 一 夕 ・ギ ャ ップを 解 消す るに は

ど う した らよい か 。そ れ には よほ:ど思 い 切っ た諸施 策 が強 力 に推進 され 『

ねば な らな い。

そ こ で抜本 的 な具体 策 につ い て考 え てみ よ う。

1.総 理 府 に コン ピュー タ委 員会 を設 置 す る こ と

わが 国 には電 子工 業 振 興 のた めに電 子 工業 審議 会が 通 産 省 に設 置 さ

れ て い る が、そ う した面 だ け では な く、、コン ピュー タの 利 用 面や さ ら

にそ の社 会 ・経済 的 イ ンパ ク ト面 ま で も広,く 包 含 した コ ン ピ ュー タに

関 す る長 期的 なナ シ ョナ ル ・ポ リシ イを確立 す る こ とが 必 要 であ る。

そ の た め に、 原子 力委 員 会の よう な強 力 な コン ピュー タ委 員 会 を早 急

に 設置 す べ きで ある 。
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そ して 、 この委 員 会 が直 ち に と りあげ るべ き問 題 は、 第5世 代 の コ

ン ピュー タの開 発 とそ れに対 応 す る ア プ リケ ー ショ ン ・シス テ ムの 開

発 であ る。 前者 に つ い ては 政 府 に● い て超 大 型 コ ン ピュー タの 研 究 開

発の 構想 が 進 め られ て い るの で 、 こζでは と くに 後 者の問 題 が重 要 で

ある 。

また これ と並 行 して 、 い まか ら① コ ン ピュー タ革 命の 社会 ・経 済 的

イ ンパ ク トの 調 査研 究 と、② 将来 の コ ンピ ュー タの普 及 に 備 え た コ ン

ピュー タ人 口の大 量養 成 につ い ての 長期 的 プ ロジ ェク トの策 定に 着 手

す べ き で ある。

2.企 業 トップの コ ン ピュー タ経 営 体 制 を確立 す る こ と

企業 が コ ンピ ュー タの 第5世 代 に 即応 して行 くた め には 、 何 よ りも

トップ ・マ ネ ジ メン トの 積 極 的な リー ダー シ ップ が 必要 で ある。 そ し

て、 この場 合 、 トップ 自 らが コ ン ピュー タを企業 の最 高意 思 決 定 に 活

用 し得 るだ け の能 力 を 身につ け 、 従来 の よ うな 直観や勘 に頼 る意 思 決

定 か ら、 もっ と科 学 的 、 合理 的 な意 思 決 定 を下す よ うな シス テ ムや ル

ール を 企業 内 に 確 立 して行 くこ とが 先決 で あ る。

この よ うな トップの 側 の条件 が満 た され て、 は じめ て 企 業内 に マ ネ

ジ メン ト・イ ン フォー メー シ ョ ン ・システ ムを中 心 とす る新 しい経 営

組 織 の 確 立が 可能 に な る の で あ る。

5、 中小 企業 共 同利 用セ ンタ ー を 設置す る こ と

わが 国経 済 の二 重 構造 を解 消す る た めには 中小 企業 の近代 化 が 必要

で あ るが、 そ の キ メ手 に な るの は 中小 企業 分野 に対 す る コ ン ピュー タ

の 導入 、 普 及 であ る。 この1s2年 来 、 わ が 国に おけ る小 型 、 超小 型

コ ン ピュー タの 開発 と普及 は 目ざま しい ものが あ り、 これ に伴 っ て コ

ンピ ュー タの 価格 は急速 に低 下 して きてい る。 これ に対 し一 方 労 働 賃

金 は若年 労 働 力 の不 足 を 反映 して上昇 の一 途 を辿 っ て い る。

この よ うな客 観 的条 件の 推移 は、 中 小 企業 に コ ン ピ ュー タ を導入 し得

る条 件 を急速 に創 り出 して きてい る といえ る。
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そ こで、一 方において超小型 コン ピュー タについて、特別減価償却

や 長期 割賦販売な どの優遇措 置を と り、その普及 に努める と同時に中・

大型 コンピュータを中心 とす る共同利 用センターを主要都 市に設置 し、

これを並 用させる ことに よって、中小企業の経 営を一挺に近代化す る

こ とが可能にな るであろ う。

4.労 使の事前協議制 を普 及す る こと

こん ごにおける コンピュータの普及 と利 用水準の向上は、労使間の

紛争を惹起す るおそ れが多分にある。そ こで、企業 としては、コンピ

ュー タの導入 、拡大に当っ ては十分 この点に留意 し、場合に よっては

拡大のテ ンポをゆ るめる左 どきめ細か な配 慮が望 まれるが.そ れ と同

時に労働組 合 との間 で事前に十 分協議 し、 コンピュー タの導入乃 至拡

大 に よる労働面への 影響 をできるだけ合理 的に解 決す る よう努力すべ

きである。また労働組合側 もコンピュー タに対 し、 これ と積 極的 に取

り組む とともに労働者の再訓練、再 教育の面へ の自主的 な活動が期待

され る。

5.大 学卒 の就職対策 を確立す る こと

今年 は経済の不況 を反映 して大学卒 と くに文科系大学卒に対す る求

人 が減少 し、その就職問題が注 目されたが、 これは必ず しも本年だけ

ではな くこん こも引 き続いて恒常化する可能 性が きわめ て強い。 と く

に来年か ら急増す る新入学の大学生が卒業 を予 定され る昭和45年 ご

ろには、一 方において コンピュータの管理 面へ の利 用がかな りの水準

に到達す るか らその方面 への求 人はそれだけ減少するもの とみ られる。

そ こでいまか ら、 こん この大学卒 の就職 問題について大 学教 育制度

の あ り方その ものの 根本的再検 討をふ くめて長期的プ ロジェク トの も

とにそ の適 切な対策が準備 され る必要 がある。
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結 語

い ーまや コン ピュー タの 第3世 代 を 迎え 、 こん ご コ ン ビ=一 夕が 社 会 ・経済

に与 え る イ ンパ ク トは年 と ともに そ の速 度 ・深 度 と もに大 き くなっ て 行 くこ

とは必 然 で あ る。

そ して、 と くにそ れ は わが 国 企業 に とっ て 苛 酷 な挑 戦 となる であ ろ う。

来 るべ き昭和45年(1970年)は 日米 安 保条 約 の改 訂期 に当 た り政治

的 に も 問題 の 多い年 とな るが 、経 済 的 にみ て も,EECの 経 済統 合 が実 現 し、

国 際経 済 の 自由化 が一段 と促 進 され 、い わ ゆ る国 際 企業(イ ンター ナ シ ョナ

ル ・コ ンサ ー ン)が 世 界 を リー ドす る 時代 となる。

第5世 代 の コ ン ピ ュ一一タ を完 全 に マス ターー一し、 これ を フル に経 営 に と り入

れ活 用 し得 た 企業 の み が、 この 時代 の激 しい 国 際競 争 の中 で生 き残る こ とが

でき る。

コ ン ピュー タの持 つ 産 業 革命 的意 義 は 、 第1次 産 業 革命 にお け る 手工業 か

ら機械 生 産へ の飛 躍に も比 すべ き もの が ある 。 この よ うな画 期 的威 力 を もつ

第3世 代 の コ ン ビ ュー一夕 で武 装 され た 国際 企業 に対 し、わ が国 企業 が 部 分 的

な コス ト切下げ や賃金 抑 制だ け で対 抗す る こ とは到 底 で きない 。

この よ うな コ ンピ ュー タ革 命 の 意 義 を過 少評 価 し、 これ に即応 す る経 営 体

制の 整備 を 怠っ た 企業 はた とえ そ れ が ビ ッグ ・ビジ ネ ス であろ うと、 この歴

史 的 歯車 か らの がれ る ことは で きない。
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「トップ 。マ ネ ジ メ ン トへ の コ ン ピュ ー タ

に 関す る ア ンケ ー ト調査 」 結 果 報告 書

昭 和40年8月 調 査

日 本 電 子 計 算 開 発 協 会
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調 査 目 的 お よ び 方 法

太 調査 は 、わ が国 企 業 の トッ プ 。マ ネ ジ メン トが コン ピュ ー タ に 対 し 、

どの ような考 え 方や 態 度 を とっ て いる か 、ま た これ を どの よ うに経 営に活 用

して い る か を 明 らか にす る こ とを 目的 と して実施 され た もの で あ る。

そ して 当協 会 に設 置 さ れ て い る電 算 経 営委 員 会(委 員 長 、野 田信 夫成 膜大

学学 長)が コン ピュ ー タ白書 作成 の ため の デ ータ収集 とい う意味 を含 めて 、

昭和40年8月5日 に 、東 京 証 券取 引所 の 第1部 、第2部 上 場 会 社705社

に対 し実 施 した。 よせ られ た回 答 は511通 で(そ の 中 、未 導 入 の会 社81

社)回 収 率 は44%に 達 し、各 企業 トッ プの コン ピ ュ ータに対 す る関心 の深

さ を物 語 ってい る。 な お 、 これ には官 庁 、地方 自治体 、計 算 セ ン ターな どを

除 い て い るの で 、 現在 コ ン ピ ュ ー タの設 置 台数 が約2,000台(昭 和40年

3月 末 現在1,840台)で あ り、そ の 中 、小 型 ま たは 超小 型 が600台 以 上

にお よび 、さ らに1社 当 り20台 も使 用 して い る企業 もあ るこ とを考 慮 に入

れ れ ば 、 実質 的 には 企 業 単 位 では ほ ぼ70%以 上 の 回 答率 に な る もの と推 定

され る。

調 査票 の設 計 につ いて は 、中 島 朋夫委 員(日 本能 率 協会EDP研 究所 長)

が担 当 し 、ア ン ケ ー ト全 体 の 構成 は つ ぎの よ うに な っ てい る。

そ して 、これ らの 質 問項 目は 、多変 量解 析 に よる数 量 化 がで き る よ うに配

慮 され て い る ことが1つ の大 きな 特長 に な って い る。
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ア ン ケー トの構 成

41.

将来機 種

1〔).

システム

殉 ン

組織上
の変化

ぴ

(注)数 字 は 、 ア ン ケ ー ト質 問 項 目 の ナ ン バ ー

調 査結 果 と分析

1.単 純 集計 に よ る結 果 の分析

ま ず最 初 に 各質 問 項 目につ いて の単 純 集計 の結 果 か らつ ぎの よ うな傾 向

が うか がわ れ る。

ω トッ プの コ ン ピュ ー タ革 命 に対す る認 識や 理 解 の度合 い は 高い。

従 来 か らコ ン ピ ュータに 対す る 企業 トップの 認 識 はや や もす れば両 極

端 の傾 向が あっ た。 そ の 一 方 では 、 コン ピ ュー タを入 れ さえ す れば 、経

営上 の どん な問 題 で も た ち ど ころに処 理 して くれ るだ ろ うとい う過信 論

があるか と思 うと、他方 で は コ ン ピ ュータは大 型 の 計 算 機 にす ぎない とい

った 過 少評 価 が 行 なわ れ て い た。

今 回 の 調査 で は 、冒頭 で コ ン ピ ュー タが第5次 産 業 革命 の 中心 であ る

か ど うか とい うこ とにつ い て の トップ の認 識 の度 合 い を調 べ た が 、全 体

の81%が これ を 認 めて お り、 これ を否 定 して い る のは わず か75%に

止 まっ た。
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か って の 産 業革 命で 蒸 気機 関 が機械 制工 業 生 産 の 中核 的 役割 を果 し、

これ に よって 人 聞 の 肉 体労 働 へ の代替 と、そ の大 幅 な増 幅 が 行 な われ 、

これ が 、工 業化 さ れ た近 代 社会 の 出現 に大 き く寄 与 した。 これ と同 様の

意 味 で 、 コン ピ ュ ー タの 出現 は入 間 の 頭脳 労 働 へ の代 替 とその大 幅 な増

幅 を可 能 にす る。 こ うい う観 点か ら コン ピュ ータが第3次 産業 革 命 ない

し情 報 革命 の中 心 で あ る とみ られ て い るが 、そ う した面へ の認 識 が圧 倒

的 に高 ま っ た こ とは 、 これ か らの企 業 にお け る コン ピュ ー タの利 用 向上

に トップが 真剣 に と り組 む 態 度 が示 され た も の と解 して よい で あ ろ う。

な お これ を業 種 別 にみ た場 合 、ほ とん ど大 差 が な い が 、機械 工業 で は全

部 が 、 「本 当 で あ る 」と答 え て い る。

第1表 コ ン ピュ ー タが 第3次 産業 革 命 の中 心 で あ る と思 うか。_,.

総 計 本1当 で あ る そ うは思 わない わか らない

事業所数

比 率

227

10αo…

134

81.0

17

75
.

26

11.5

(2}コ ン ピ ュ ータ に対 す る投 資態 度 は 先行 投 資 か ら防 衛 投 資 に変 っ て き た。

わ が 国 での コ ン ピ ュー タの導 入 は 昭和53年 ごろ か らは じま り、36

年 以 降急 速 に設 置 台数 が増加 しで 行 っ たレ そ しで この 当時に おけ る企業

トップの導 入 に 当って の考 え 方 と して は 、証 券 、保 険 、公 益 関係 会社 な

ど大 量 の 定常 的 事 務処 刑 を 目的 に した もの を除 くと、 どち ら といえ ぱ 、

高 度成 長 に よる利 潤 の 一部 を コ ン・ピ ュ一 夕に投 資 して 、 これ に よって 将

来 の経 営の 近代 化や質 的 改 善 に資 し よ う とい っ た長 期 的 な いわ ば教 育的

な考 え 方 で導 入 にふ み切 っ た企業 がか な り見受 け られ た。 これ が この質

問 で い う先 行投 資型 であ る。 この点 につ い て は 日本 生 産性 本 部 が 昭和

ろ4年 に行 なっ た 「事 務 管理 近 代 化に関 す るア ン ケ ー ト調査 」を みて も

直接 的 メ リ ッ トをね らっ た事 務 の合 理 化 よ りも、 もっ と総合 的 な経 営近

代 化 を 目指 した もの カ「多 か っ たの は 、そ の 一端 を示 して い るもの といえ
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よ う。

とこ ろが 、今 回 の 調査 で は 、 もっ と切実 な経 営上 の 直接 的 メ リッ トを

考 え た防衛 投 資(そ うで なげ れ ば 企業 は激 烈 な競 争 で 破れ て しま う)の

考 え 方 の 方 が比 重 が 高 くなっ て きてい る。 これ は 、 日本 経 済 の高 度 成長

か ら安 定 成長 へ の 転換 に ともな っ て 、高 額 の 費用 を要 す る コン ピュ ー タ

に 対す る企業 トップの 投資 態 度 が そ れだけ 採算 性 と積 極 的 メ リッ トを考

慮 κ入 れ た シ ビアな もの に移 っ て きてい るこ とを示 す もの とみて よい で

あろ う。 これ を業 種 別 にみ る と建 設業 や鉱 業 な どに先 行 投 資型の 比 重 が

高 く、機 械 工業 、銀 行 、証券 、保険 業 は防 衛 的 色 彩 が 極め て 強い。

第2表 コン ピュータの導入は先行投資か防衛投資か

導入後の年限 先行投資 防衛投資

`

その何れで もない

3年 未 満

3～5年

5皐 以 上

595%

ろ α6

25.0

44.ろ%.

62.9

64.3

16.4%

6.5

1α7
一

}'総 計
■

←

559| 550 11.1

(参 考資料)

コンピュータ導 入の動機 目的は何か

　

事務量 の増加 を解消するため
|

14社

・総合的 な機械化 を行な うため 19〃

工DPを 達 成 す る ため 10〃

迅速 に経 営資料 を得 るため

その他

25〃

3〃
1

(注)昭 和54年 に 日本 生 産性A－部が 行 な っ た調 査 結果 に よる

㈲ コス ト ・ダ ウン よ り経 営 の質 的 向上 を狙 って い る もの が多 い。

この よ うに防 衛投 資 的 な トップの態 度 の移 行 に もか か わ らず 、現 実 に
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コ ン ピュ ー タ利 用 の成 果 を どの よ うな面 に求 めて い るか とい うと、経 営

の質 的 向上 を 目指 して い るのが75%と 圧倒 的 に 高 く、直接 の コス ト・

ダ ウ ンを狙 っ てい るの は僅 か23%に 過 ぎな い。 業 種別 で は銀行 関係 だ

け がず ぱ ぬけ て コス ト ・ダ ウンの比 重 が 高 い の が 目立つ 程 度で あ る。

この よ うな傾 向 につ い て は2つ の見 方 が な りたつ。1つ は コン ピュ ー

タを単 な る事 務 の 機械 化 では な く、企 業 の意 思 決 定 とい っ た より高 次 の

目的 に活 用 し よ う とい う点 で 、方 向 と しては 正 しい し、 よろ こば しい傾

向 だ とい う見 方②

も う1つ は 、 しか し高価 な コ ン ピ ュー タを 利 用す るのだ か ら、1当面 は

もっ と コス ト意 識 に徹 して 、直接 の コス ト・ダ ウンに よる メ リッ トを ま

ず 真剣 に考 え るべ きだ とい う見 方 であ る。

そ して 、 企業 の 態 度 が 先行的 な教 育投 資型 か ら防 衛的 な直接 メ リッ ト

型 に トップの投 資 態 度 が移 行 して きて い る とす れ ぱ 、 コ ス ト 。ダ ウ ンの

比 率 が もっ と高ま っ て しか るべ きでは ないか と思 われ る。

第3表 コン ピ ュ ー タは 質 的 向上 のた め とコ ス トダウ ン と'

ど ち らに よ リ 多 くの 成 果 が あ る と考 え られ る か

総 計 経 営の質的 向上 コ ス ト ダ ウ ン 何れで もない

事業所数 .

比 率

250

10α0

,▽4

756

54

254

2

to

ω コン ピュ ー タの 導入 の歴 史 は まだ 浅 い。

さ きにのべ た とお リコン ピュ 一 夕の 導入 が急 速 に高 ま った のは 昭和

36年 以 降 で あ る。 そ の関 係 で 、各企業 が コン ピ ュrタ を使 用 しは じめ

て か らの経 験 年数 は きわめ て 短 か い。 今 回 の調 査 か らみ て も 、'5年 以 上

の 企業 は わ ずか11.8%、 ろ～5年 が2ZO%で 、5年 以 内 の もの が

61.2%と 全 体 の6割 以上 に達 す る。 この こ とは わ が 国 企業 で の コ ン ピ

ュー タ利 用 の経 験 が ま だ ひ じょ うに浅 く、 コン ピ ュー タの利 用 面で 多 く
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,の問 題 が 内 包さ れ てい るこ とを裏 書 き して い る といえ よ う。

い まそ の業 種 別 をみ る と、電 力 、運 輸 な どが もっ とも古 く 、銀 行 、証

券 、保険 で は3～5年 が圧 倒的 に多 く、商 業 、報 道関 係 に は近 年 になっ

てか ら導 入 され て い る もの が 多 い。

第4表 コ ンピュータ を導入 して何年 になるか

`

総 計 3年 未満 3～5年 5年 以上

事業所数

比 率

204

10α0

125

61.2

555

2ZO

24

11.8

㈲ コン ピ ュー タの配置 状 況 は 本 社集 中 が 多い。

コン ピ ュー タの シス テ ムが 本 社 に集 中 して い るか 、 あ るいは 事業 部に

分 散 して い るか。 この点 につ い ては 、 「本 社 に集 中 して い る もの 」が

75%と 全 体 の4分 の3を 占め 、 「事 業部 に 分散 してい る もの 」は僅 か

6%で あ る。 これ に対 し、 「本 社 に セ ン ター 、事 業部 にサ ブ ・セ ン ター 」

とい うの が19%も み られfc。 そ して 、 これ が 導 入 後5年 以上 の 企業 に

多 くみ られ るのは 、'こん ご、 この種 の形 態 がの び る可 能 性 を示 して い る

とみ て よい。

第5表 コ ン ピュ ー タの配 置状 況 は ど うなつ てい るか

…

総 計 本社に集 中
本 社 セ ン タ ー 、 事 業

部 κ サ ブ ・ セ ン タ ー
事業 部に分散

事業所数

㍑ 率
1

214

10α0

161

752

'

40

1a7

13

6.1

(6)経 営管理 組 織 にはす で に新 しい変 化が 起 っ て い る。

コン ピ ュー タの 利用 水 準 が 高ま れ ば 、 当然 管理 者 の 行 な う管 理 ・監督

的 分野 に も 、これ が 利用 され は じめ る よ うにな る。 そ こでそ の直 接的影

響 をま ともに受 け る の が 中間 管理 層 で あ り、 この階 層 は漸 次統 合 され 、
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そ の責 任 ・権 限 は 拡大 、強 化 さ れ て行 くが 、 そ の数 が減 って 行 くもの と

み られて い る。

調 査 結果 で は 、す で に 約11%の 企業 で そ う した現 象 が起 っ て お り、

将 来 の見 通 しで は74%の 企業 で これ を予 想 して い る。

この こ とは 、近 い 将来 に 日本 の 企業 の管 理 組織 に一大 変 革 が起 って く

る こ とを示 して い る もので 、 注 目に価 す る。

第6表 コン ピュー タの導入 によ リ管理職が統合 された リ中堅管理

層が減少 してい るか
、

導入後の年限 起 って い る
起っていないが将

来起 る と思 う

起 っていない し将来 も
起 らないであろ う

3年 未満

3年 ～5年

5年 以上

zろ%

15ろ

22.2

ag%

65.0

66.7

858%

2t7

11.1

総 計 11.2 759 14.9

(7)有 能 な ス タッ フが育 っ て き たが 、 ま だ不足 して い る。

コン ピ ュータは 、ふ つ うの 機械 とちが って 、 これ を利 用す る企業 の 側

に どれ だけ 有 能 な ス タ ッ フが い るか ど うか で 、そ の利 用水 準 や メ リッ ト

に決 定 的 な差 異 が生 じる。 極 端 にい え ぱ 、有 能 な ス タッ フが い る とこ ろ

と、 いな い とこ ろで は コン ピ ュータ の利 用効 率 に格 段 の ひ らきが でて く

る。

幸い に 、 日本 に もい まや 、 多 くの有 能 な コ ン ピ ュータ関係 のス タ ッフ

が 企業 の 中で 、 どん どん 育 って きて い る こ とが うか がわれ る。 す なわ ち 、

全 企業 の ろ分の1強 が 「す で に有 能 な ス タ ッフが い る 」と答え て い る。

しか し、 目下 現 職 者 の 再教 育 や 新 しい人 選 を計画 して い る企 業 も約

50%あ り、 この こ とは い か に コン ピ ュー タ関 係 の タ レン トが依 然 と し

て 不 足 して い るか を如 実 に物 語 っ てお り、 これ を ど う解 決 す るか が こん

この 大 きな課 題 だ といえ よう。
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なお 、業 種 別 で は 化学 工業 で人 材 不足 を訴 え る比重 が高 ぐ、 これ に反

して 銀行 関 係は比 較的 低 くな っ て いる。 この こ とは化 学 工業 がOR計 算

や プ ロダ ク ト ・プ ラ ンニ ン グな ど よ り高 次の 利用 技 術 を 必要 とす るの に

対 し、銀行 業 は どち らか とい う とペ ーパ ー 〔ワー クが多 い とい う事情 を

反 映 して い るもの とみ られ る。

第7表 シ ステ ム ・エ ンジ ニア の 能 力 と対 策は

7〔
. 総 ・計.

,す で に有 能 な
スタヅブが い る

現職者の再教育 と

新しい人選を言胸 中 対策をた(て いない

事業所数

比 率

231

joα0

80

54.6

三'

115

498

36

15.5

(8)デ ー タの整理 の仕 方 が ま だ不 十 分で ある。

コ ン ピ ュー タの利 用 効率 は 、 コ ン ピュ ー タが作 り出 す デ ータが どれ だ

け 企業 の意 思 決定 に活 用 され る よ うに整 理 ・加 工 さ れて い る か にか か わ

、 る。 したが って単 な る 日常的 業 務 の機 械 化 の場 合 は ともか くと して 、総

合 的 な デ ー タ処 理 か らさ らに ミ ドルの 定 常的 判 断 や トップの意 思 決 定へ

と・,その 利 用水 準 が上 っ て行 くにつ れ て 、・提 出 され るデ ータはで きる だ

け 、利 用 さ れ 易 い形 θ～もの に なって い なけ れば な らな い。

とこ ろが 、今 回 の 調査 では この点 へ の配 慮 が ま だ不 十 分 で 、 「数 字に

よる一 覧 表 」の もの が88%と ほ とん ど を 占め 、 これ に コメ ン トをつ け

た もの や 、 グ ラ フ化 した もの は僅 か8%程 度 にす ぎな い。

これ では悪 くす れ ば コ ン ピュ ー タが 老大 な デ ー タの 印刷 機 化 す る危 険

性 も出て く る。 そ こで 、 もっ とデ ー タの 整理 ・加 工 につ いて 電子 計 算 室

の 担 当者 が もっ と工 夫 を こ らす こ とが 必要 だ とい うこ とに な る。 .

、'
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第8表 セ ンターから提出 される諸資料 は

総 計 数 字に よる一覧表 コメ ン トをつ け た もの グ ラ フ

事業所数

比 率

218

10α0

200

91.8

9

4.1

9

4パ

(9)コ ン ビ=一 夕の 利用 水 準 は ま だ 事務 の 機械 化 段階 に あ る。

コ ン ピュ ータ ・シス テ ムに よる デ ータ処 理 の 発展 段階 と しては つ ぎの

4段 階 が 考え られ る。

第1段 階 部 分的業 務 の 事後 処理(給 与 計算 、経理 事 務 、統計 業 務 、各

種受 払 業務 な ど)

第2段 階 総 合 化 に よる事 後処 理(生 産 管理 、在 庫 管理 、原 価 計算 、在

庫 調整 な どの た めの 資料 の 作 成)

第5段 階 定常 的 判断 業 務の 機 械 化(生 産 計 画 ・在 庫 管理 ・輸 送計 画 な

どに対 す る計 画 ・実 績 対比 、例 外 的処 理 問 題 の抽 出、 シ ミュ

レー シ ョンな どに よる決 定)

第4段 階 非 定常 的 意 思決 定 の標 準 化(新 規投 資 の決 定 、危 険 負 担 の計

算 、各 種 経 営戦 略の フォ ー ミュ レ ーシ ョン)

第1段 階 にい わ ば ル ーテ ィン的 な必要 事務 のf作 業 を機械 化す る もの

で あ り、第2段 階 は さ らに これ らの各 部門 の 事務 を バ ラバ ラで はな く、

1ヵ 所 に集 め て 、経 営関 係 の総 括 的 諸 資料 を 作成 し、そ の 結果 を早 く知

ろ う とす る もので 、 事後 処 理 に おけ るIDP(工n七egratθdData

Processing)が この段 階 に 相 当す る。

第5段 階 はい わ ゆ る コン ピュ ー タの 第5世 代 に対 応す る もので 、 これ

か ら出現 す る コン ピ ュー タは い ず れ もこ うした定常 的 な判 断業 務 の機械

化 の 方向 を 目i指して い る とされ て い る。 例 え ば在 庫 管理 の定 時 発 注方 式

とか 定量 発 注 方式 とい っ た もの を かん たん に コン ピ ュー タで処理 で き る

よ うにす る段階 で あ る。 これ は 換 言す れ ば ミ ドル ・マネ ジメ ン ト層 で の
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定 常 的 な判断 業 務 の機 械 化の 段 階 で あ る。

第4段 階 は 日本 では ま だ将 来 の こ とに な るが 、 た とえば トップの最 高

意 思 決 定の た め にい くつ か の意 思 決 定 方式 を提 出 しハ そ の 中か ら一番 最

適 と思 われ る もの を トップ に選 定 させ る。 そ う したい わ ば 企業 で の コ ン

ピ ュー タの最 高 水 準 の利 用段 階 で あ る。

この調 査 の結 果 は 、企 業 に よって は い くつ か の もの に○ をつ け た も の

がみ うけ られ た が、そ れ らを 総計 して 、比率 を求 め た結 果第1段 階 の 部

分 的 業務 の 事 後処 理 が全 体 の58.6%と 、約6割 を 占め 、 日本 の企 業 で

は コ ン ピュ ー タの利用 が ま だ単 純手 作業 の 機 械化 とい う初 期 の段 階 に止

ま っ てい る こ とを物 語 って い る。 こ れ に総合 化 に よる事後 処理 の28.9

%を 加 え る と実 に87%に 達 し、 コ ン ピ ュータの本来 の使 い 方 で あ る と

さ れ てい る定 常 的判 断 業 務な い し意 思決 定 の 標準 化 には ま だほ ど遠 い と

い うこ とが解 る。

もっ と も、第3段 階 の 定 常的 判 断業 務 が11.ろ%を 占め てい る とい う

こ とは 、 コン ピュ ー タが導 入 され てか ら日の浅 い 日本 の場 合 には 見方 に

よって はか な り高 い数 字 だ とい え ない こ ともな い。

現 に 、導入 後5年 以上 の 企 業 で はそ の比 率 が ろ0%と ぐっ と引上げ ら

れ 、逆 に第1段 階 の 部 分的 業 務 の 事 後処 理 の比 率 は24%ま で低 下 して

きて い る。

この こ とは 、 わ が国 企業 での コ ン ピュ ー タの利 用 水準 向 上 の テ ンポ が

一 般 に 考 え られ てい る よ りか な り早 い とい うこ とを示 して い る。

しか し、全体 的 にい え ば 、 コン ピュ ー タがす で に第3世 代 に入 ろ う と

して い る の に 、 これ に即応 して行 く企業 の側 の体 制 作 りが遅 れ てい る こ

とは 事 実 で 、 こ こ に ごん この大 きな 壁 が あ る とい え よ う。

なお・、 これ を業種 別 にみ る と、機 械 工業 、化 学工 業 な どが第3な い し

第4処 理 段階 を指 向 し 、建 設 業 や鉱 業 が これ に続 いて い る。
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第9表 導 入年 限別に よる処理段 階の変化

導入後 の年限 第1段 階 第2段 階 第3段 階 第4段 階

5年 未 満

5～5年

5年 以 上

6&o%

590

24.3

25ろ%

41.0

4α6

60%

0

297

07%

0

5.4

総 計 586 289 11.5

－

t2

OO)導 入 後5年 目で ペ イ ・ラ イ ンに到達 す る。

つ ぎに、 コン ピュ ー タが ペ イ して い るか 、 ど うか とい う問題 であ る が 、

調 査 結 果 で は全 体 の6割 弱 が ま だ ペ イ して い ない。 そ して そ の 中 の8.6

%が 「採 算 に のせ るの は無 理 で ある。 」と して い るの は注 目に価 す る。

これ は コ ン ピュ ー タの費 用 を必 要 コス トとしてみ て い る企業 と解 され る。

この よ うにま だ 多 くの 企業 で は コ ン ピ ュータが ベ イ ・ライン にの って い

な い が 、 これ を導 入 後 の年 限 別 にみ る と、5年 以 内 では ペ イ ・ラ イ ンに

の って い る企 業の 比率 が わず か25%程 度 にす ぎない の に 、5年 以上 に

な る と実 に92%に 達 して い る。 この こ とは わ が 国 の場 合 、だい たい5

年 が ベ イ ・ ライ ンに 到達 す る年 限だ とい うこ とにな る。

そ して 、 こ う した 採算 性 につ いて 、さ らに前 記 の 処理 段 階 と関連 させ

てみ る と、 より高 次 の処 理 段 階 に あ る企 業ほ どだい た い採 算 性 が高 い と

い う傾 向 がみ うけ られ る。

もっ とも 、これ は 業種 に よっ て一 概 には い え ず 、た とえば保 険業 な ど

は 第1処 理段 階 で十 分 にペ イ業 種 に属 す る。

しか し、 化学工 業 や 金属 工i業 な どでは 明 らか に採 算 性 と処理 段階 に高

い 相 関性 がみ られ 化学 工業 を 例 に とれ ば 、同 じ3年 以 内の場 合 で も、最

初 か ら第3処 理 段階 を指 向 して い る企業 で は そ の約 半 数 が ペ イ ・ラ イン

に達 して い る。

なお業 種別 でみ る と、採算 性 が比 較 的高 いの は 銀行 、保険 、証 券 、電
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力 、運輸 などで、 これに化学工業 が続き、逆 に採算性の相対的 に低い業

種は金属、繊維 、商業、通 信な どで ある。 もっ ともこれには業 種の ちが

い と同時に、導入年限の長 短 も関係 してい るこ とを考慮に入れて考え る

必 要 が あ る。

第10表 その導入年限別に よ る変化

採算にのってい る
ま だそ こまで 行 っ

て いな い

採算 にのせ るの

は無理 である

5年 未 満

5～5年

5年 以 上

293%

555

92.8

659%

5z9

56

ス8%

86

56

総 計 41.1 5〔12 a3

第1図 銀行 ・保険 の導入年限別 ・処理段階別の採算性

(注)

a… 採算 にの ってい る

b… まだ そ こ まで行 って ない

c… 採算 にの せ るのは無 理 で あ る

5年←5年

100%

36.4%

91%

3年未 満(2ZO%)第2段 階

100%25.0%

第5段 階35.3%

5年 以 上

100%

(11.8%)

第5段il皆6.2%

第1段1階16.7%
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第2図 化学工業の導入年限別 ・処 理段階別 の採算性

%
4.2

44.4%%

1t6

0%
50

第2段 階

25.7%感

力.4

2段 階

55.7%

第1段 階ltl%

第2段1≦ 皆53.5%

第3段 階35.3%

第4段 階22.2%

第3図 機械工業の導入年限別 ・処理段階別の採算性

㈹

529%、

(c)(a(-Ol

11.8040(c)(a)%

5年 以,
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21i%㈹

55.34(a)
50%'66 .799)

第4段 階25%

第1段 階'14:5%
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第4図 採算別 にみた業 種の 内訳

無鞠

'化学 工業

16.8%

(b)ま だそ こ

まで行 っ

(a)て い ない

採 算 にの

って い る

41.9%

'金 属

繊 維

食 品

24.8%

商業通信

15%

舞券聯 ㊤溺 謙
機械工業 運 用湯5%で ある8'7%

使40% 化学 工業
10%2a8%用

20食 品 ・金 属 ・繊 維10%
・%銀 行 .証 券.保 険20%

電力 ・運輸

商 業 ・通信}0%・

建殺 ・鉱業

2.多 変量解析によ る数量化

この調 査 では 当初 か ら多変 量解 析 に よる数 量 化手法 を用 い てわ が 国 企業

の コ ン ピュ ータ利用 の パ タ ーン化 を 意 図 して い た。

や り方 と して は 、 アン ケ ー トの 質 問 項 目の 該 当欄 を1と し、 その 他 を0

と し、20項 目 か ら既 使 用 回答 企業 数 の1と0の マ トリックス を作 り、そ

れ か ら20×247の 共 分 散 マ トリッ クス に した もの を ・固 有値 第1 .根第

2根 をXY軸 に プ ロッ トしだ。

距離 の近 い ものほ ど、相 関 関係 が 深 く、逆 に離れ てい る 事項 ほ ど無 関 係

ま た は 、逆相 関 で あ るこ と を示 して い る。 そ して かけ 離れ てい るのは ひ じ

ょ うに異 常で あ る とい うこ とに な る し、.中心 に寄 って い るほ ど、 ノ ーマ ル

で 、み なの意 見 がそ こ に集 中 して い る こ と を現 わ して い る。
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この方 法 に よ り、モ ン ロボ ッ トM型 小 型 コン ピ ュー タで36時 間か け て

算 出 し、 これ を グ ラ7化 した もの がつ ぎに掲 げ る第5図 で あ る。 そ して 、

この グ ラ フは 企業 の トッ プの コン ピ ュー タに対 す る認 識 ・態 度 を、 コン ピ

ュ ー タの配 置 状 況や そ の 利用 の仕 方 ない し、採算 性 とい っ た相 異 っ た要 素

とそ れぞ れ の 相 関 度に よっ て組 み 合せ 、 これ を い くつ か の グル ープに分け

パ ター ン化 し、類 型 化 した姿 を描 き出 して い る。

い ま 、 この グ ラ フか ら よみ とれ る特 長 的 傾 向や 類 型 を列挙 してみ よ う。

1.企 業 の大 部 分 が コ ン ピュ ー タ革 命 を認 識 し、防 衛 投 資 と して ④s経 営

の質的 向上 ⑱ を 目指 してい る。

2、 コ ン ピュ ー タ導 入 後3年 以 内の 企 業⑦ で は 、 コン ピ ュー タが本 社 に集

中 し⑮ 、部 分的業 務 の 事 後処 理 が 中 心 で⑧ 、採 算 性 に は ま だ のっ てい な

し(⑬。

5.導 入 後3～5年 の企 業 ⑥ では 、 コス ト ・ダ ウ ンをね ら うも のが 多 く⑲ 、

先 行投 資的 態 度 で③ 、部 分的 業 務 の 事 後処 理 段階 の もの が 多 く⑧ 、ま だ

採 算 性 にの らな い もの がか な りあ る⑬。

4.導 入 後5年 以 上 の企業 ⑤ に は 、有 能 な ス タ ッフがお り⑳ 、本 社 に セ ン

ター 、事業 部 にサ ブセ ン ター とい うコ ン ピュ ータの 配置 が 多 く⑰ 、総 合

化 に よる業 務 の 事 後処 理 ⑨ か ら、定 常的 判 断業 務⑩ へ と進 ん で行 く傾 向

に あ り、採 算 に のっ て きて い る⑫。

5.コ ン ピ ュー タ革命 へ の 認 識 が薄 く②sコ ン ピ ュー タが事 業所 ・工場 に

分散 して い る企 業 ⑩ は 、採算 に のせ るの は無 理 で あ る⑭ と してい る。

6.意 思決 定 の標 準 化 を 目指 して い る企 業 ⑭ は まだ ひ じょ うに 少な い。

さ らに 、 これ を大 き くパ タ ーン化 して み る と、楕 円 でか こん だ よ うに ∀

4つ の パ タ ーンに類型 化 され る。 そ れぞ れ につ い て 、そ の発 展 方 向が 矢 印

で示 さ れて い る。

これ に よっ て解 る こ とは 、 日本 の 企業 で は第1型 の グル ー プが まだ か な

り多い とい うことであ り、これは 導 入後5年 未 満で 、 コ ス ト。ダ ウンをね ら

いな が ら も部 分的業 務 の 事後 処 理段 階 に 止 ま り、ま だ採 算 に はの らない と
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第5図 多量解析による数量化グ ラフ

⑪
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10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

固有 値

F.WE工GHT

-4 .358522/-5

-9
.677705/-2

-1 .708272/-2

6.018692/-5

4.756903/-1

一 フニ1596080/-2

-1 .042990/-2

-2
_680178/-2

2.746407,/-2

1.472104/一 一1

9.434862/-1

5.211998/-2

-8 .747888/-2

-9 .368669/-3

-1 .588064/-2

-a .069450/-1

1.152ろ77/-f

6:61009 .6/-3

-4 .684286/-2

5.069649/-2

2.15507ろ/-1 4.640122/-1
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い っ た型 で あ る。

そ して 、 これ がや が て第 皿型の グル ー プに移 行 して行 く。 この型 は す で

に第1型 か ら扱 げ 出て 処 理 段階 が業 務 の総 合 的 事後 処理 な い し、定 常的 判

断 業 務 へ と レベ ル ・ア ップ し、採 算 点 に もの っ て きて い る型 で ある。

そ して 、 これ が さ らに第|V型 、つ ま リ トッ プの 最 高意 思決 定 へ と レベル

・ア ップ して 行 くの が 、将来 の進 むべ き方 向 で あ る。

これ に対 し数 は 少な い が 、一 部 に コン ピ ュ ータ に対 す る認識 が薄 く、 コ

ン ピ ュ ータの 配 置 が 分散 し採 算 点 に の らな い の を 当然 としてい る第III型 の

企 業 もみ うけ られ る が 、 この型 が 好 ま し くな いの は い うま で もな い ことで

あろ う。
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「コ ン ピュ ー タ と人 事 ・労 務 に 関す る

結 果 報 告 書

0年10月 調 査

日 本 電 子 計 算 開 発 協 会
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わ が国 の諸 企 業 が コン ピュ ー タを導入 す る こ とに よ り、主 と して人 事 ・労

務 面は い か な る変革 に迫 られ たか。 ま た 当面 す る課 題 は 何ん で あるか 、さ ら

には 、将来 起 こ るで あろ う と予 想 さ れ る問 題 は何 か 、本 調査 は こ う した こ と

を 明 らか にす る こ とを 目的 と して 実 施さ れ た も ので ある。

ア ン ケ ー トは先 に 当協 会 で実 施 した 、 「 トップ ・マ ネ ジ メン トへ の コ ン ピ

ュー タに関 す る アン ケ ー ト」回収 分 を 中心 に 、 発送 総数 は400通 、回答 数

は140通 で 、回収 率 は55パ ー・セ ン トであっ た が 、現 在 導 入中 との 回答 が

うち8通 あ り 有 効回 答数 は132社 、35パ ーセ ン トであ っ た。

なk・ア ン ケ ー トは 設 問19項 目よ りな るが この うち 、1、2集 計 不 可能 な

項 目を 除い て 各 企業 を産業 別 に分類 し各 設 問 ご とに集 計 し分析 を加 え た。

な お 産業 別 分類 の 内訳 とそ れぞ れ に含 まれ る企 業数 は い鉱業 建 設 関 係6社 、

機 械製 造 業 関 係32社 、 化学 工業 関係21社 、そ の他 製 造 関係20社 、商業

関 係16社 、金 融関 係21社 、電 力 ガス 関係16社 、以 上 の計132社 とな

っ て い る。

1.組 織 ・人事に 関 す る事項 、

(1)コ ン ビ=一 夕導 入 の イニ・シ ア テ ィ ブは ミ ドル が とってい る。

ま ず コ ン ビ土 一 夕の導入 に 当た っ て 、会社 の 中 で だれ が イニ シアテ ィ

ブを とっ て い るか とい う点 で あ るが 、注 目され るの は 、 トップ(23%)

よ りも ミ ドルの方(71%)が 圧倒 的 に多 い とい うこ とであ る。 一－wt的

に考 え れ ば 、高価 な コ ン ピュ ー タ投 資 に当 た って は 当 然 、 トッ プが イニ

シ アテ ィ ブを とる だ ろ うと考 え られ る。 しか る に この よ うな 傾 向が示 さ

れ て い るの は 、① ま だ わ が国 では コン ピュ ータに対 す る トッ プの全般 的

認 識や 理解 の 度合 い が薄 い こ と、② コン ピ ュー タが事 務 の機械 化 とい っ
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たオ ペ レ ー シ ョナル な 分野 に 導入 さ れ ・企業 の意 思 決 定 を 目指 した導 入

のや り方 を 当初 か ら とっ て い る企業 が 少 ない こ とな どに基 因 す る と思 わ

れ る。

しか し、 これ か らは コ ン ピ ー ー タに対 し、防 衛投 資的 立 場 か らコス ト

意 識 に徹 す る必要 が あ る し、ま た コ ン ピュ ータの利 用 が意 思 決 定 の標 準

化 とい う段 階 に入 ろ うと して い るか ら、漸 次 トッ プの イニ シ ア テ ィ ブの

比 率 が高 くなる こ とが予 想 さ れ る。

第1表 コン ピュ ー タ導 入 に 当 た って だ れがイ ニシ アテ ィブ を とつ た か

総 計
.、

ト ッ フr>ミ ド ル ミ ド ル → ト ッ プ わか らない

事業所数

比 率

152

1σ0

36

2ス5

94

71.2

2

1.5

(2)導 入 に当た って大 部 分 の会 社 がPRを や って い る。

何 ご とも新 ら しい こ とをや ろ うとす れば 必ず 抵 抗 が起 こる。 議 して コ

ン ピュ ー タの よ うな 画期 的 な ビジ ネス 。ツール を企業 に導 入 し よ う とす

る場 合 には 、社 内 に 目にみ え ない 抵抗 が現 わ れ るのは 当然 で あ る。 そ こ

で会 社 側 と して は 、導入 にさ き立 って い ろい ろ と関連 部 門 に対 し、 コン

ピ ュー タに 関す る理解 や認 識 を深 め る た めのPRを 行 な うこ とが必 要 に

な る。 調 査 会 社 の85%が 何 ん らか の形 で 、 この種 のPRを 行な って お

り・対 象 と しては ミ ドル 向け が47%と 一番 高 い。 その 方 法 と して は 講

演会 形 式 が 多 く、そ の 効果 は 「普 通 」とい うが77%で 、 「上 っ た 」 と

す る もの は19%程 度 にす ぎな い。

こ う した結 果 か ら うか がえ るこ とは 、 ま だ会社 側 の コ ン ピ ュータに対

す るPRの 重 要性 に対 す る認 識 が不 十 分では な い か とい うこ とで ある。

これ は教 育 ・訓 練 の 場合 に もい え るこ とで あ るが 、PRに 当 た って は も

っ と計 画 性 を持 ち実 効 性 を重 視 したや り方 が と られ る必要 が あ る よ うに

考 え られ る。
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とくに 、 これ か らは トップ 向け の啓 蒙的 なPRを 徹底 す る一方 、一般

社 員 に対 して も全 社的 な立 場 に立 っ てPR活 動 を推 進 して 行 く必要 が あ

る。

コン ピュ ー タ導 入 に 当た っ て 、 トップが 積極 的 に先 頭 に立 ち 、 自 ら社

内報 に執筆 した り、経 営幹 部 を集 めて 、講 話 をや っ た企業 で は 、そ の 後

の効 果 が きわめ て 高 い とされ て い る 事実 が認 識 さ れね ば な らな い。

第2表 導入までに社内向け のPRを 行 なったか

総

計

Yθ8 NO

Yesの 場 合

対 象 は どん な方 法 で そ の 効 果 は

一般

社員
ミドル トップ 繊 講演会剛 上 った 普 通

上 らな

か った

事業所数

比 率

132

10C

、

110

85.5

22

16.7

41

2Z2

70

475

37

25.0

43

287

48

52.0

59

393

21

191

85

773

4

56

(3)新 設 の 機械 計 算部 課 が担 当 して い る場 合 が 多い。

コン ピ ュー タ関 係 の業 務 は 会社 の 中 の どの部 門 が担 当 して い るか。 全

般 的 傾 向 と して は 新 設 され た 機械 計算 室 な どに これ を担 当させ てい る会

社 が過 半 数 で ある。 そ して これ に続 い て 管 理部 と企 画 室 が比 率 が高 くな

って い る。 そ して 発 足 当時 と現 在 との 間 に担 当部 門の大 巾 な変 更 はみ う

け られ な い が 、 「経 理 」や 「機械 計 算 」の 比重 が減 っ て 、 「管 理 」「企

画 」 「総 務 」の比 重 が若干 ず つ ふえ てい る。

な お 、担 当が機 械 計算 室 と企 画 ・管 理 の二 部 門 に大 別 さ れ るの は 、わ

が国 で は コ ン ピュ ー タを財 務 ・会計 な どの業 務 中心 に利 用 しよ うとい う

会 社 が比 較 的 少 な く、 事務計 算 中心 かORそ の 他 の経 営科学 手 法 中心 か

の何 れ か に向 う傾 向 が あ るか らであ ろ う。 しか し、 これ か らは 、 コ ン ピ

ュー タの価 格 低下や 記 憶容 量 の増 加 で 、 トー タル ・シス テ ムに よる総 合

的 事 務 処 理 を行 な う会 社 がふ え れば 、 「経理 」の 担 当 が増 え る可 能性 も

出て くる。
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さ らに これ を 業種 別 にみ る と、 と くに 「管理 ・企画 部 門 」の 比率 の 高

い の は 機械工 業 と化 学 工 業 で あ り、鉱業 、建 設では 「経理 」が 、ま た商

業 や 金融 で は 「機 械 計算 」が圧倒 的 に 多 く、そ の 中味 は 「計算 課 」「E

DP課 」 「 エBM課 」 とい った もの が多 い。

な お 、1事 業所 当 り平 均 の コ ン ピ ュー タ要 員 数 は 発足 当初52名 、そ

れ が 現在55名 とか な りの規 模 に な って い る が 、業種 別 では 金融業 が圧

倒 的 に要 員数 が多 く、1事 業所 当 り平均 現 在 員 は101名 となって い る。

ω コン ピュ ー タの 導入 で半 数 の会 社 に組 織 の 変 化 が起 こっ てい る。

わ が国 では コ ン ピュ ー タの導 入 後 、会 社 組 織 全体 にま だ大 きな 変 化が

起 こ って きて いな い。 ア メ リカの ビッ グ ・ビ ジネス では 、中 間管理 部 門

の 整 理 竺統合 や 、 本社 の ゼ ネ ラル ・ス タッ フ部 門 と して 、 「EDP部 」

や 「経 営科 学 部 」といっ た もの が新 設 され る 傾 向 がみ うけ られ て い るが 、

日本 では まだ そ うした顕 著 な傾 向 はみ られ な い。 しか し 「変 更 な し 」 と

す る もの は50%で 、残 り半 分の 会 社 では統 合 、改 廃 、新設 の何 れ か が

起 こっ てい る。 そ して と くに統 合 の 比率 の高 い 点 が注 目さ れ る。 業種 別

でみ る と、商 業 、金 融業 での統合が 目立ち、これ らの業 種 ではコンビ三一タ導入に伴

って会社の組 織全 体にか な りの変化 が 起 こってい ることを物語 って い る。

㈲ 配 置転 換 は 多 い が 、人 員整 理 κ ま で行 っ た 例 は少 な い。

この よ うな組 織 の変 更 は 、従来 の職 場 配置 に変 化 を生 じさせ る。 そ こ

で 全 企業 の55%で 人 員 の配 置 転 換 が行 な われ て い る。 業 種別 で とくに

比率 の高 い の は鉱 業 、建 設 業 の85%で 、これ に続 いて 商業 、電 力,ガ

ス が 目立 っ て い る。

しか し、ほ とん どの会 社 では 、配 置転 換 に よっ て コ ン ピュ ータ導入 に

伴 う過 剰 人 員 の処理 を や っ てお り、 これ が人 員整 理 に ま で 行 った 会社 は

ひ じょ うに少な く、全 体 のわ ず か5%に す ぎな い。

これ は 、 コン ピュ ー タの 導 入 に よっ て 、労使 間 に紛 争 が 起 こる こ とを

避 け よ うとい う会社 側 の配 慮 に も よ るが 、高 度成長 に伴 う事務量 のX大

化 を機 械 イヒに よって処 理 す る とい った 型の 会社 が 多か っ た こ ともそ の理
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第3表 発足 当初 と現在 のコ ンピュー タ担当部 門の組織は

i

総

計

コ ン ピ ュ ー タ 担 当 部 門 の 所 属 場 所(室 、 部 、 課)

一 ー一

発 足 当 初 現 在

経 理 総 務 管 理 企 画
機 械
計 算 要員数

1事業

所当り
経 理1総 務 管 理 企 画 機 械

計 算 要員数
1事業
所当り

増 加
人員数

鉱業、 建設

機 械 製 造

化 学 工 業

その他製造業

商 業

金 融

電 力 、ガ ス

6

32

21

20

16

21

16

3

(5α0)

3

(94)

3

(14.3)

5

(↑5.0)

2

(12.5)

1

(4.8)

1,
(16.7)

4
(125)

1
(4.8)(

5
(15,0)

1
(4.8)(

1

(167)

6

(18.8)

2

95)

4

(2α0)

2

(12.5)

1

48)

7

(43.8)

9

(281)

6

(28、6)

5

(15、0)

1

(6.5)

2

125

1
(16.7)

10
(31.5)

9
(42.8)

7
(35.0)

11
(68.7)

18
(85.7)

7
(457)

名

114

992

608

613

525

,,959

♂ 層
■

625

19

31

29

3α7

2α3

44.7

391

1
(167)

5
(94)

4
(190)

3
(150)

1
(167)

5
(94)

()

5
(25.0)

2
(12.5)

1
(63)

5

(5江0)

8

(25,0)

2

(95)

6

(5α0)

2

(12.5)

3

(14.3)

4

(25.0)

8
(250)

4
(190)

3
(150)

2
(125)

1
(4.7)

5
(313)

1
(167)

10
(31.2)

11
(52.4)

5
(15.0)

10
(62.5)

17
(81.0)

6
(575)

名

1ア2

1,705

フ75

805

755

2,12ろ

745

28.6

55.5

56・8

4α2

471

10↑1

"5

58

715

165

190

428

1,184

120

計
,

152

P

15

1(は4)
,

10
(

25・

76)(17.4)
1

21
(159)

65

K477)
4216132。

1

11

1(83)K
12
90)

28
(21,2)

i

25

(1ス4)

58
(459)

`

ス074 53.6 2,858

()内 は比率



組 織 の 変 更
総 計

改 廃 統 合 新 設 変 更な し 未記入

鉱ii簑建 設i業 6 1(145) 1(145) 2(2&6) 5(42β)

機械製造業 52 4(12.1) 4(12.1) 3(9.0) 22(668)

化学工 業 21 4(1z4) 4(1Z4) 3(150) 12(522)

その他製造業 20 5(15.0) 5(2t7) 4(174) 11(4ス8)

商 業 16 1(6,5) 6(5Z5) 7(458) 2(125)

金 融 21 4(16.7) 9(ろZ5) 2(a3) 9(3Z5)

電 力 ・ ガ ス 16 5(265) 2(105) 2(105) 10(526)

計 132 22(152) 31(21.4) 14(9.7) 73(5α3) 5(3.4)

一ーーーー一 　 一『一一「

由になってい るとみ られ る。1

第4表 ・導入か ら現 在までに会社 の他 の組 織にどの よ うな変化 があつたか

1

()内 は比率

第5表 配置転換 ・人員整理があつ たか

総 計
配 置 転 換 人 員 整 理

あっ た なカヤ)た 未記入 あっ た なかった 未記入

鉱業建設業

機械製 造業

化 学 工 業

9告業

商 業

金 融

電力 ・ガス

6

32

21

20

16

21

16

5(853)

17(550)

1(48)

13(650)

12(750)

15(61.9)

12(750)

1(16.7)

15(4ZO)

6(2a6)

6(5α0)

2(12.5)

8(58.1)

5(1a8)

14(666)

1(50)

2(125)

1(6.2)

1(16.7)

1(5.1)

1(4β)

1(5.0)

1(6.3)

2(12⑤

4(666)

31(969)

17(81.0)

19(950)

15(81.3)

19(9α4)

13(8t5)

1(16.7)

3(142)

2(12.5)

2(95)

1(62)

計 132 7ろ(553) 41(31.1) 18(i3.6) ・7(5
.3) 伯6(8ao) 9(6.8)

()内 は比率
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(6)コ ンピュ ータ要 員の理科 系比率は案 外に低い。

コンピュータの技術要員はORな ど数学的知識 を必要 とす るとい う点

か ら、文 科系 より理工科系 に重点 をおいて配置す る会社が多い と一般 に

考え られてい るが 、実際 には理工科系 よりも文科系 に重点 をおいてい る

会社の比率 の方が高い◎

もっ とも、 「区別 しない 」会社 が76%と 圧倒的な比率 を占めてい る

ところをみれ ば、 どちらの系統が適任か とい う点については会社側 とし

てまだ確乎たる判断材料を持 ち合わせ ていない とい うのが現実の姿だ と

みて よい。

しか し、機械工業 では理 科系に重点をおいている会社の比率 が他 の業

種 よりぐっ と高いo

第6表 コ ンピュータ要員は理科系、文科系 のどち らに重点を置 くか

総 計 理科系に重点 文科系に重点 区別 しない

鉱業、建設業 6 1(16ご7) 5(855)

機 械 製 造 業 32・ 7(21.8) 3(9,4) 22(688)

化 学 工 業 21 1(4.8) 2(9.5) 18(85.7)

その他製造業 20 2(100) 2(100) 16(8α0)

商 業 16 5(187) 13(81.2)

金 融 21 8(3a1) 15(61.9)

電 力 、 ガ ス 16 2(12.5) 1(6.5) 13(81.2)

計 152 12(9.1) 20(15.2) 100(75.7)

()内 は比率

(7)コ ン ピュ ー タ要 員 をス ベ シ ャ リスtに 育成 して い る会 社は ま だ少 ない。

コ ン ピュー タ要 員 の能 力 の 向上 如 何 は 、 コン ピュ ー タを有 効 に駆使 す

る場 合 の キ メ手 で あ る。 そ こで 、会 社 としては この 方面 の専 門家 を育成

す る こ とが ひ じょ うに重 要 で あ る。 そ の だめ ア メ リカでは 彼 らを プ ログ
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ラマ ーや プ ラン ナ ー とい っ たそ の道 の専 門家 と して処 遇 す る傾 向 が常識

化 して い る。 ところ が 日本 で は 昇進 コ ース と してい わ ゆ る管理 職 コース

が重 視 さ れ てい る 関係 上 、ま だ ス ペ シャ リス トと して 一本 や りで行 かせ

よ う とい う会社 は 少 な く、全 体 の10%に す ぎな い。

た だ し、ゼネ ラ リス トと して 将来 持 っ て行 こ うとい う会社 も 少な く、

大 部 分(75%)が 二 本 建 で行 く'と答 えて い る。

これ は 、本 人 の 能 力 や性 格 な どをみ きわめ た 上 で 、適 当にふ り分けて

処 遇 して行 こ うとい う人 事方 針 で あっ て 、 日本 の現 状 で は一番 無 難 なや

り方 で あ る ともい え よ う。

第7表iiン ピユ一夕要員 に対す る人事方針について

総 計
スペンヤリス ト

と して 処 隅

ジェネラリス ト

と し て

二 本 建 で 、

行 く
未記入

鉱業 、建設業 6 1(16.'6) 1(16.6) 4(66.6)

機 械 製 造 業 52 7(21ρ) 4臼25) 21(656)

化 学 工 業 21 2(9.5) 2(%) 17(81.0)

その他製造業 20 1(50) 1(50) 18(900)

商 業 16 1(62) 14(8ス5) 1(6.2)

金 融 21 2(95) 6(2a6) 1ろ(6tg)

電 力 、 ガ ス 16 2(125) 12(750) 2(125)

計
'

132 13(98)117(129)!99(750) 3(23)
},

()内 は比率

(8)コ ン ピュ ー タの 導入 で採 用 人員 は か な り減 っ て きた。

コン ピュ ー ダは その 利 用 分野 の如 何 に よって 、会社 の採 用人 員 に及 ぼ

す 影 響 が異 なっ て い る。 た とえ ば 日常的 な大 量 事 務 の処理 を大 々的 に機

械 化 した とこ ろ では 、か な り大 幅 な 採用 人 員 の 減 少 を もた ら して いる。

しか し、OR計 算 や 経 営計 算 な どに 重点 をお く会社 で は 、 あま り採 用

人 員 に 影 響 がな い。 む しろ逆 に増え る場 合す らあ る。
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調 査 結 果 で は ・採用人 員 が 減 少 して きた会 社 の比率 は39%と か な り

高 い。 これ は 日本 の会 社 での コ ン ピュ ータ導 入 に当 た っ て 、金 融業 や電

力 。ガス な ど事務 の大 量 処 理 を 目的 と して い るもの が 多い た め とみ られ

る。

しか し、こん ごは プ ロセス 制御 や 数 値制 御 に コ ン ピ ュ ータの活 用 が 見

通 され て い るの で 、も しそ うな れば 採 用人 員 の 減 少 す る会社 の 比重 は も

っ と高 ま る で あ ろ う。

第8表 ・・コ ンゼ ユ一 夕設置 に 伴 い 採 用人 員 に 影響 が あ つ たか

総 計 減って来てい る 変 らない 増赤 して来 てい る わからない

事業所 数

比 率 、

152

100

51

386

'

74

56.1

6

4.5

1

α8

(9)専 門職 や 特別 給 与条 件の あ る会社 は あま りない。

前 述 の スペ ジャ リス ト処 遇 と うらは らの 関係 に な るが 、 コ ン ピュ ータ

要員 に専 門 の職 名を っけ 、 これ に特 別 の給 与 体 系 な り給 与 条 件 をつ け て

い る会 社 が どの く らい あ るか をみ ると 、 これ もま だそ れほ ど多 くな く、

全 体 の10%前 後tk－止 ま って い る。

そ して い6割 程 度 の会 社 が そ うした 面へ の 人 事方 針 を きめ て いな い。

第9表 ① 専門職を設けているか

総 計

l

Yθs No

Noの 場 合

将来設け る意志があるか

あ.る な い まだ決めていない

事業所数

比 率

1ろ2 22

100
、15η

で08

81.8い50
[

14 26'

24.1

68

62.9

未 記入2(t.5%)
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② 要 員に対する特別な給与条件はあるか

総 計 Ye8 No

NOの 場 合

将来設け る意志 があるか

あ る な い まだ決 めて いな い

事業所数

比 率

132

100

17"

12.9

114

86.4

11

96

33

289
1

一

70

61.4

未記入1(G8%)

00教 育 ・訓 練 は コン ビ=一 夕要員 に対 す る定 型 的 コー スが一般 的 だ。

コ ン ピュ ー タ を使 用す るた めに はプ ログ ラ ムを組 ん だ り、 シ ステ ム ・

デ ザ イ ン をやっ た りす る技 術 を 習得 す る 必要 が あ る ため 、全 部 の会 社 で 、

教 育 ・訓練 が行 な われ て い る(t社 だけNOと 答え て い る)。

そ して 、そ の対 照 と して は コ ン ビ=一 夕要 員の み の もの が59%で 、

一般 社 員 を も含 めて い る もの も41%も あ る。

ま た そ の方 法 と して は定 型的 コ ース を とって い る とこ ろが27%、 実

際業 務 とこれ を組 合せ て い る もの が67%で あ る。

一般 社 員 を含 め た教 育訓 練 が予 想外 に 多 い がで これ は コン ピュ ータの

利 用 は単 に直 接要 員 だけ で は孤 立 して しま うの で 、一般 社 員 の理 解 を深

め 、 その 中か ら コン ピュ ー タへ の ニ ーズを高 め る こ とが望 ま しいか らで

あ る。

第10表 コ ンピュー タ要 員に対す る教育訓練を行なってい るか

総 計 Yeg No

Ye8の 場 合

そ の 対 象 は そ の 方 法 は

コンピュータ

要 員 の み

一般社員

を 含 む

1
定型 的
コ ー ス

実際i業務

の 中 で

これらの

組 合せ

事業所数

比 率

152

100

151

992

1

α8

77

58.8

54

41.2

35

267

8

61

88

672
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仰 こん ご交 替制 が急 速 に普及 す る見通 し が強 い。

コ ン ピ ュ ータは高 価 な機械 で あ る。 そ こで これ を フルに利 用す る意 味

で 交替 制 を とる 会社 がア メ リカで は 一般 化 して きて い るが 、 日本 で はま

だそ の比率 が20%に 過 ぎな い。 そ して 、そ の9割 ま で が2交 替 制 で 、

5交 替制 を とっ てい る 会社 は ご く稀れ で あ る。

この よ うにわ が国 では ま だ交 替 制 がそ れ ほ ど一 般 化 して い ない が 、将

来 の 見通 し としては 、現在 交 替 制 を とって いな い 会社 の70%が 交 替 制

にふ み 切 る意 向 を持 って い る。

そ こで 、わ が国で もこん ご数 年 間 に交 替 制 が急 速 に普 及 して行 く公算

が ひ じょ うに強 い。

業種 別 では 、金融 業 と電 力 。ガスで交 替 制 の 比率 が高 く、 化学 工業 と

商 業 が 低い。

第11表 交 替 制 を と つ て い る か

Yes No
一

総 計 将来採用の意志は わからない
2シ フ ト制 5シ フ ト制

あ る な い

鉱業建設業 ・6 1(167) ろ(5α0) 2(33.3)

機械製造業 52 5(15.6) 20(625) 7(2tg)

化 学 工 業 21 1(4B) 14(667) 5(258) 1(48)

その他製造業 20 6(5α0) 2(1α0) 9(450) 3(15.0)

商 業 16 ↑(6.5) 4(250) 6(ろ75) 5(51.5)

金 融 21 7(ろ3.ろ) 11(524) 5(143)

電 力 ・ ガ ス 16 3(187) 1(6.5) 9(56.5) 3(187)

計 1ろ2 24臼82) 5(25) 70(550) 29(220) 6(45')
'

()内 は比率
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⑫ ゴン ピュ 一 夕の稼 働 率 は 比較 的 高 い が 、内容 に問 題 が あ る。

コ ン ピュ 三夕の稼 働 率 につ いて は 、全 体 の77%が 一応 フル稼働 して

い る と答え て い る。 残 りの21%は こ れ を グル に使 用 す る方 法 をい ろい ・

ろ考 慮 して い る が 、そ の 方 法 と して 一番 多 く考 え られ てい る のが 、本 社

管理 部 門の 事務 の 機械 化 で あ る。 そ の他 と して 「外 部 か らの 受 託計 算 」、

「コン ピュ ー タ部 門 の縮 少 」が わずか なが らみ うげ られ る。

この よ うに稼 働率 はか な り高 い が 、問 題 はそ の 質 的 側面 で あ り、 この

点 に な る とい ろ い ろ問 題 があ る よ うに思 われ る。

そ れは 、 とにか くコ ン ピュ ー タを フル に動か そ う とい う企 図 がさ きに

立 っ て 、 どの よ うな ア プ リケ ーシ ョン ・ウエ ア をかけ た ら よい か とい っ

た配 慮 がま だ十 分で は な い か らで あ る。 この点 が こん この 大 きな課題 で

あ ろ う。

第12表 コン ピュ ー タは現 在 フル 稼働 して い るか

Noの 場 合

総 計 Ye8 No

外部からの
受 託計 算

本社管理

事務部門
の機械化

電算機部
門の縮少

その他 未記入

鉱業 建設業
層

6
3

(5α0)

1

(167)

1 2

機 械製造業 52
23

(71.9)
9

(28ヨ)

2

(22、2)

4
(44.4)

3
(53.3)

化 学 工 業 21
15

(71.4)
5

(258)
3

(60.0)
1

(2α0)

1

(2α0)

1

その他製造業 20
14

(70力)

6

(5α0)

4

(666)
2

(353)

商i業 16
13

(8t3)
3

(]8.7)
2

(66.6)
1

(55.3)

金 融 21
18

(85.7)
5

(14.5)

2

(66.6)
1

(53.5)

電 力 ・ ガ ス 16
(1593.8)1(↓ ・)

1

1

計
i1・ 裸 ・){(;1・)

2

(ス1)

117

(6α7)
,(;、)1(・ §・)

ス

(　2.5)1
1
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03)人 事 管理 上 の 問 題 は パ ンチ ャ ーか ら配転 に比 重 が 移 って きた。

コ ン ピュ ー タ導 入 に 関連 して 、多 くの 人 事管 理上 の 問題 が会 社 の内部

で発生 して きて い るが 、その 内容 は導 入 当時 と現 在 とでは か な り変 化 し

て きて い る。

導 入 か ら現 在 まで に起 こった 問題 で 第1位 にあ り、他 を大 き く抜 いて

い たの が パ ンチ ャ ーの 問題 で 、全 体 の実 に44%を 占めて い た。 続 いて

は 労働 条 件 、 シ フ ト制 の順 にな って い る。 な お労 働 条 件 では オ ペ レー タ

ープ ログ ラマ ーな ど要 員 の労 働過 重 と健康 管理 を指 摘 し、 これ に伴 う標

準 作業 量 の決 定 な どの 問題 が含 ま れて いる。 一.

とこ ろが 、現在 各 社 で当面 して い る問 題 は配 置 転 換 とか 、ス ペ シャ リ

ス ト処 遇 の問題 で あ り、そ の 内 容 はか な り変 って きた。

そ して 、.こう した 内 容 の変 化 の 跡 を辿 る と ・いま や 人 事管理 上 の問 題

の性格 が解決 へ の困難 さ を加 重 して きてお り、そ れ だ け コン ピー ータの

利 用 が本 格 化 して きた ともいえ るわけ で あ る。

2.労 使関 係 に 関す る事 項

⑭ コン ピコ.一・タをめ ぐ る労使 問 題 は ま だそ れ ほ ど起 こ ってい な い。

つ ぎに コン ピュ ー タの導 入は 労 使 関 係に どの よ うな影 響 を もた らして

い るだ ろ うか。 今 回の 調査 結 果 か らは 、 ま だそ れほ ど大 きな問 題 が 発車

して い な レ、こ とが うか がわれ る。

まず 導 入 に先 立 って 労 使 間 で どの程 度 の交 渉 が もた れ たか をみ る と、一

全体 の17%と 相 当 の比 率 を示 して い るが 、そ の95%が 会 社か ら労働

組 合 側 に働 きかけてk・ り、交 渉形 態 と しては 大 部 分(77%)が 労 使協

議の 形 を と り、 団体 交 渉 にま で 行 っ たの は5%に 止 ま っ てい る。

そ して こ業 種 別 で は 電 力 ・ガス 関係 の比率 が ぐっ と高 く、 これ に対 し

機械 製 造 業や 鉱業 、建設 業 、金 融業 な どで はほ とん ど事 前 協議 が 行 なわ

れて い ない。

電 力 ・ガ ス関係 で と くに 多い の は 、 従来 か らの 日常 的 な料 金 関 係 事務
一75一



第13表 コンビ=一 夕 の利 用 に関連 して起こっ た人事、労務管理上の問題は

1

>
ひ

|

現 在 ま で に起 こ った 問 題 現 在 当面 して い る問 題

総 計

パ ンチャー
スペシャ

リス ト

シフト制 配 転 労働条件 その他 パンチ ャー 1スぷ
リス ト

シフ ト制 層 配 転
労 働

条 件
そ の他 .

鉱業 建設業 6 1 1 1 1 2 1

機械 製造業 52 10 2 3 3 3 2 1 3 2 8

化 学 工 業 21 4 1 1 1 4 2 1 9

その他製造業 20 7 1 1 5 1 5 7

商 業 16 4 2 1 1 2 1 1 1 3

金 融 21 5 1 4 2 5 2 4 4 5 6

電 力 ・ ガ ス 16 5 1 1 1 5 1 2 2 2
㌧5

一 、

計 152
34

(44.2)
3

(5.9)
}

8

(1α4)

5
(6.5)

12

(15.6)

15

(194)

9

(1α0)

14

(15.6)
1

11

(122)
15

(16.7)
5

(5.5)
58

(42.2)

()内 は比率



の機械 化 に よ り、職 種 転換 や 労 働 条件 の変 化 な どが起 こ る可能 性 が あっ

た ため とみ られ る。

とこ ろ でそ の後 、 コ ン ピュ ー タが導 入 さ れて か ら、現 在ま で に どの 程

度 、労使 間 に紛 争 が 起 こって い るか とい うと、そ の 率 は全 体 の10%で 、

この 比率 はみ よ うに よって は か な り高 い とも考 え られ る。 紛争 の対照 と

な っ た 事項は 労 働 条 件 に関す る もの(86%)が 圧 倒的 に多 く、交 渉形

態 で は団体 交 渉 が31%を 占め て い る が、 労働 争議 に ま で発展 した の は

1件 しか な い。

そ して解 決 の結 果 を労働協 約 の形 で と りきめ た例 は ま れ(1件)で 、

大 部 分が単 な る 申合 わせ また は 文書 で 済 ませ て い る。

a5'交 替 制 、ス ペ シ ャ リス ト、配転 問題 が こ れか らの 労使 問題 にな る。

この よ うに ・現 在 ま での と ころ労 使 関 係上 の問題 と して は 、主 と して

労働 条 件 をめ く・っ て 一 部会 社 で若 干 の 問題 が起 こっ た 程度 であ る が、 こ

ん ごは 急速 な コン ピュ ータ利 用技 術の 向上 とそ の分野 の拡 大 がみ こまれ

て い るの で 、 ユ 一 夕をめ ぐる労 使 関 係 には 従来 よ りも多 くの問題

が 発生 して くる可 能性 が 多 分に ある。

この点 につ い ての ア ン ケ ー ト結 果 か らす る見 通 し と して は 、従 来 の よ

うな労働 条 件や パ ンチ ャ ーをめ ぐる問 題 に代 っ て 、交 替 制 、配転 、ス ペ

シ ャ リス ト処遇 とい っ た もの が 労使 間 の 紛争 の対 照 とな って くる と して

い る。

この よ うに 、労 使 問題 の性 格 ・内容 が 複雑 に なっ て くるの で 、 これ か

らは コ ン ピュ ー タを め ぐる労 使 関 係に つ いて 経 営者 側 も労働 組 合 も十 分

な配慮 を し、事前協 議 に よって 、相 互理 解 を深 め る一方 、問題 の合 理 的

解 決 に積 極 的 に と り組 む体 制 が 必要 にな っ て くるで あ ろ う。
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第14表 導入 まで に労働組 合との 間で交渉が もたれたか

t

N
Oo

|

総 計 Yes No

'

Ye.の 場 合

働 き か け

,.

交 渉 の 形 態 労働争議の有無

会社→組合 組合→会社 その他 ・団 体 交渉 労使協議 その他 起 こ った なか った

鉱業、 建 設 業

機 械 製 造 業

化 学 工 業

そ の 他 製 造 業

商 業

金 融

泣 力.ガ ス

6

52

21

20

16

21

16

4

5

4

2

9

6

52

17

17

12

19

フ

4

5

5

2

9

1

病

1

4

(未 記 入1)

2

2

9

1

2

4

5

4

2

9

計 ・ 132 (2216.7)1
|

1]0
(85.3)

21

(95.5)

1
(4.5)

1
(4.5) 魔1),(1")

5

`
122
`

()内 は比率



第15表 今まで労使関係で トラブルがあつ たか

　

遷
1

| i
l

liY
esの 場 合

1

1総 計
ど う云 う内容 の もの 交 渉 形 態

,

争議の有無 解 決の方 法
Yes No

る 配
二一「 一　一労

教 団 労 そ 起 な 申
1文
1労

貝. 働 育 体 使 こ か 合 働
1 整 条 訓 交 協

の
つ つ わ 協

ll
理 転 件 練 渉 議 他 た た せ 書 約

'

.r「 一 －w

'

鉱 業 、 建 設i業 61 6

(10α0)

機 械 製 造 業 52
i5
k156)
1

27
(84.3)
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第16表 将来 にお ける労 使関係上 の問題 点は 何か

}

総計
|

・

パンチャー
1
スペシャ リス ト シフ ト制 配 転 労働廉件

}

そ の他

鉱業建設業 6 1 1 2 1 2

機械製造業 32 1(3,D 5(9.3) 10(31.3) 5(15.6) 4(12.4) 3(9.3)

化 学 工 業 21 1(4B) 5(238) 4(19.0) 3(14.5) 4(19.0)

その他製造業 20 2(10.〔 〕) 4(200) 3(15.0) 1(5.0) 5(25.0)

商 業 16 3(1&8) 2(12.5) 4(25.0)

金 融 21 5(23.8) 9(42.9) 4(19.o) 1(4.8) 1(4β)

`

勧'ガ スL6 2(12.5) 3い8.8) 2(12.5) 4(25,0) 3(18.8) 5(188)

計 い ・・;5(3.8)
1

,22(16.7)135(25・ ・)
・・(15.・)}・(6.8)

卜!

一

22(16.7)1

[】

一80-一



`

む す び

㈹5年 後 には組 織 ・人 事面 で大 きな変 革 が 起 こる。

最 後 に 、将来 の コン ピュ ー タ経 営に よる人 事管 理 面へ の 影 響 につ い て 、

ア ・ ・f－ ト調 査 の 結果 を示 す と、5轍 の 斜 ゴ・の繊 や 鳩 管理 情 想

以 上 に変革 す る とい う見通 しが 強い。

す なわ ち・ 「本社 の管 理 部 門 が徹 底 的 に統 合 さ れ る 」とす る もの の比

率 は59%に 達 し、 金融 業 だけ が例外 で 、化学 工 業 、機 械工 業 、商 業 な

ど は何 れ も45%前 後 とい う高 率 で あ ろ,、これ に伴 って 「管 理 部門 の 人

員 が減 る 」とす る もの42%、 さ らに 「大 学 卒 と くに文科 系 の採 用 が減

る 」 とす る もの が25%と な って い る。

一方 、工 場 で も 「プ ロセス ・コ ン トロ ールの進 展 で人員 が減 る 」 とす

る もの が51%も あ り、 この比 率 は 管理 部 門 減 少の 比率 を上 廻っ て い る。

また 「専 門 職 が増 加 す る 」 とす る もの が36%、 「管理 職 の責 任 ・権

限 が増 加す る 」とす る もの が42%み られ る。

これ らの数 字か ら全 般 的 にい え る こ とは 、 こん ご5年 間 に 、本 社 の管

理 組織 は コ ン ピ ュ ー タ中心 の 体制 に大 き く切 り換 え られ 、 これ に伴 っ て

組織 の整 理統 合 や 人 員 の 削減 が行 なわ れ る し、大 学卒 の新 規 採 用は こん

こも減少 傾 向 を持 続 す る 可能 性 が あ る と して い る。 そ して 質 的側 面 と し

て は ・組 織 の機 能別 の専 門化 と、 管理 分野 の拡 大 とい っ た方 向 を辿 る と

み て いる。

一方 、工場 では プ ロセ ス ・コ ン トロ ールが進 む の で 、生 産 労働 者 ば か

りで な く、検 査 、工 程管 理 、品質 管理 な どの技 術 関 係の ス タ ッフ も減 少

して くる とい う見通 しが示 さ れて い る。

この よ うに 、5年 後 には本 社 ・工場 をひ っ くるめて 、組 織 。人 事 の量

的 。質 的 な大 変革 が予 想 さ れ てい る とい うこ とは ま こ とに注 目さ れね ば

な らぬ し・経 営 者 と して佳い まか らこれ を計 画 的 、漸 進 的 に実 現 して行

くた め に十 分な配 慮 が 必要 で あ ろ う。
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第17表 今後5年 位に人事管理面で起 こると予想される問題 につい て
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事 務 所 に お け る 機 械 化 と オ ー ト

メ ー シ ョ ン の 効 果 に 関 す る 結 論

1959年10月 、ILO第5回

賃金 被用 者澄 よび専 門 的 労 働者 に

対 す る 諮問委 員会 の 結 論
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1.事 務 所 に お け る機 械化 とオ ー トメ ー シ ョンの採 用 は、 事務 方式 の 改善 と

能 率 の 増 進 に対す る追 求の 必然 的発 展 で あ る。 新 技 術 に よって 得 られ た利

益 は、 社 会 全体 に とっ て も有 益 な もの とい え よ う。

2.事 務 技 術の開 発 は 、 国 、産業 お よび 企 業 に よっ て、 か な り異 な る条 件 と

程 度 にお い て実 施 され て いる。 あ る国 に 赴い ては 、 既 に十 分 開発されている。

3.事 務 所 の オ ー トメ ー シ ョンは 、最 も進 ん だ これ らの 国 や会 社 に おい てさ

え 、未 だ その 初 期 の段 階 に ある。 つ ま り開 発 の実 状 は 、 それ が 社会 に及ぼ

す 影響 がいか な る もの か 、 正確 に 決 定 す る こ とは困難 な 段階 に あ る。

4.従 .って、 エLOは 、 ある国 に よって得 られ た 経験 を総 合 す る こ と、 お よ

び その 結果 に つ い て、 加 盟各国 に 通報 す る た め に最 も有 用 な役 割 を果 す こ

とがで きるで あろ う。

5.種 々の理 由か ら、事務 所 に おけ るオ ー ト メー シ ョンの 導入 は、 今 日に至

る まで 、 どの よ うな大 き な職員 解 雇をも伴 な わなかったし、 また事務 労 働者

の 雇 用 の一 般 的 水準 の下 向 も もた らさ なか っ た。

6.事 務 所へ の オ ー トメ ー シ ョンの 導 入は 、 一 般 に経済 活 動 の 水準 の高 い時

期 に起 っ た。 企 業 にお け る オー トメ ー シ ョンの 導入 は 、 と きと して最 初 の

その 適 用 の た めに5年 間 も費 した よ うに、 長 期 間 にわ た っ て実 施 され た。

従 って、 職 員 に 対す る影 響 につ い て 綿密 な考 慮 を払 うこ とが 可能 で あっ た。

あ る場 合 に 拾い て、オートメーションは 、 新 ら しい 知識 を利 用 す る に至 ら し

め た。 そ して これ を契 機 として 、 球 職の 機 会 が増加 す る に 至っ た。

ス そ れ に もかかわ らず 、 機 械化 とオ ー トメ ー シ ョンの 将来 の 効果 につ い て、

明 らか にす る ことは不 可能 で あ る。 そ して 、 これ か ら起 り得 る問題 につ い

て 、 ある考 慮 が払 われ る ことは 望 ま しい こ とで あ る。

8.オ ー トメーシ ョンが導 入 され る特定 の 単 位 に 恋い て は 、少 ぐ とも暫 ら く

は 、 雇用 水 準 が 低下 す る で あろ う。 これ らの 単位 にお け る 被用 者 の解 雇 は 、

仮 に 次の よ うな措 置 に よって ・ 完 全 に回 避 され ない として も・最小 限 附す

る こ とがで きる。 この 措置 の ある もの は 、 オ ー トメー シ ョンを事務 所 に導

入 した企 業 に よっ て実 施 され た 。
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{a}労 働 力 の混 乱 と過剰 を最 も少 な くして、 企 業vak・ け る転 換 を実施 す る

た めに 、十 分 に前 以 っ て、転 換 計 画 を 樹 て る こ と。

回 企業 と労働 者が 、新 ら しい 日常業務 に馴れ るに 十分 な程 ゆ っ く りと し

た ペ ース でオ ー トメー シ ョンを導 入 す る こと。

(c)獲 得 され た 諸権 利 の維 持 を前 提 と した 、同 一 企業 の 他 の 部 門c(k・ け る

雇 用

(d)移 動 と転 居 の 費用 を必要 と した場 合、 そ の 支 払い を受け て 、 同一 企業

内 の他 の場 所 へ の転 任

(e)転 換 期 にお け る新職 員補 充 の 中断 または 制 限

(f)適 当 な年金 制 度 の ある場 合 に おけ る老 令労 働 者 の退職 の奨 励

(g}さ し迫 った変 化 につ い て、被 用者 に 前以 って 通告 す る こ と、 お よび 公

共 職 業 紹 介所 へ の 通 知 を も併 せ て 、 他 企 業で の 就職 を見 出す こ とにつ い

て の援 助

9.企 業 に お・いて起 り得 る過 剰 労働 の た め に、ま た 、 オ ー トメ ー シ ョンが ま

だ開 拓 の 段階 に ある とい う理 由か ら、 訓練 に対 して は特 別 な注 意 が払 わ れ

な けれ ば な らない。 労 働 者 が新 ら しい職 務 につ い て、 必要 な知 識 と資格 を

取得 で きる よ うに 、職 業 訓 練 施 設 を設 置 す る ことが 必要 で あろ う。老 令 労

働 者 や 、 と くに技 師お よび技 手 に対 して 、最 近 の技 術進 歩 に遅 れ ない よう

に、 講 習 会 を開 くこ とは望 ま しい こ とで あ る。訓 練 は また 、 企業 内 の 他の

仕 事 に転職 す る人 々に とっ て も必要 とされ るで あろ う。 この 種 の 訓練 の た

めの便 宜 には 、 仕零 を離 れ る時間 お よび 経 済 的援 助 の 適切 な提供 が含 まれ

るで あろ う。

10.(a}事 務 所 に おけ る機械 化 とオ ー トメ ー シnン は、 職業 構 成 お よび書 記

的 労働 に と って 必要 な熟練 の 種 類 に変 化 を もた らす 。 しか しな が らオ ー ト

メ ーシ ョンは 、 まだ 開拓 の段階 に あるの で 、既 に導入 され た転 換 は 、 な お

一 層の 変 更 を受 け る で あろ う。

働 こ うした発 展に鑑 み、 政府 の主導 に よ り、 また個 人の努 力 に よって、

長 期 また は短 期 間の 、 あるい は これ らの変更 の範 囲 と速 度 につ い ての 予
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測 調査 をす る とい うこ とは 望 ま しい こ とで ある。

(c}多 くの種 類 の書 記 的 雇 用 に対 す る新 規 労働 者 の職 業 指導 は、 技 術 的失

業 を 避 ける た め に、 また 将来 に赴 い て職 業 上 の再 適応 の 必要 をで きる限

り少 な くす る た め に、労 働 者 の適 性 と、予 測調査 の 結 果 を考 慮 しつ つ 行

なわ なげ れ ば な らない。

(d)教 育 な らび に職 業 訓 練 計画 は、 事務 所 に おけ る オ ー トメ ー シ ョン と機

械化 が、 増 加 す る被 用者 に 対 して要 求 す る新 らしい知識と資格 を考慮 に入

れ る よ うに、 常 に調 整 され な けれ ば な らない 。 さ らに工業 学 校の数 を増

加す る こ と、 澄 よび 事務 技 術 の要 求 の 変 化 に教 科 課 程 を適 応 す る こ とは、

得策 な こ とで あろ う。 労 働者 が こ うし た要求 の 変 化 に 追 随 して行 くこ と

は、 また個 々の労 働 者 に とって も望 ま しい こ とで あ る。

11.機 械 化 とオ ー トメrシ ョン が導 入さ れ た事 務所 に お いて 、次 の よ うな労

働条 件 に つい て の注 意 が払わ れ る こ とは得 策 な こ とで ある。

{a}適 切 な医学 的 管理

(b)適 当 な衛生 、 暖房 、照 明 、換 気 お よび清 掃

(c}作 業 場所 の 整 備、特 に騒 音 の一掃 また は 減少

(d)労 働 時間 と休 憩 時 間 の適 当な割振 り、 継 続的 交 替 に よっ て働 くこと が

必要 で あ るな らば 、 夜間労 働 は、で きる限 り避け られ なけれ ば な らな い。

12.職 員 が配 置転 換 に よって 、 下位 の仕 事 に 臨 時 につ くよ うに なっ た場 合 は

その 者 に 対 して 、そ れ と同時 に経 済的 不 利益 を与 えて は な らない。

15.一 般 に 、現 在 赴 よび 将来 の条 件 は、 利害 関 係者、 す なわ ち労働 者、 使用

者、労 働組 合 、 使 用者 団体 の 間 の 協謹 を得 策 な もの とす る。 この 協 議 は ・

各 国 の 慣例 に 従 って実 施 され る で あろ う。

㈲ 企業 に おけ る オ ー トメー シ ョンの 導 入 計画 につい て の情 報

倒 職務 分 類 、給料 お よび 将来 の 職業 の 変化

(c}労 働条 件 に及 ぼ す 新技 術 採 用 の影 響

14.よ り広 い 見地 にお い て 、 事務 所 におけ る機 械 化 とオ ー トメ 一一シ ョンは 、

全 国 的規模 にお ける 措 置 、 た とえ ば、 前 記 の 第9寿 よび10項 にお い て 略
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遠 した方 針 に 基 く教育 鉛 よび職 員 訓練 の 改善 、 雇 用の 高 水準 を維 持 す る

た めの一 般 的 措置 お よび社 会保 障 規 定 の調 整 等 を要求 す る 広範 な社 会 的

反響 を呼 び起 す で あ ろ う。 こ う した措 置 は、 当 局の 権 限 とされ るに至 っ

た が、 そ れ らは 、 関 係使用 者 お よび 労働 者 と国 の慣 例 に 従っ て、協 議 の

うえ定 め られ るべ き もの で ある。広 い範 囲 にわ た っ て オ ー トメ ーシ ョン

へ の 転換 が秩 序 正 し く行 な われ 、そ して そ の 利益 が 社 会 全体 に お よぶ こ

とを確保 す るた めには 、 労 使 お よび 当 局の 密接 な協 力 が不 可欠 で ある。

15.前 記の 詰 論は 、 す べ ての国 に適 用 され る もの で ある が、 開 発過 程に あ る

諸 国 の そ の地 位 に つ いて は、 特別 な考 慮 が必 要 で あ る。 つ ま りこれ らの

国 にお い て は、 機 械 化 とオ ー トメー シ ョンは 、 それ らの国 に特 有の問 題

を考 慮す る よ ラな 万 法 に よって導 入 され なけ れば な らない。
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(付 属資料4)

オ ー ト メ ー シ ョ ン に 関 す る

ア メ リ カ 労 使 間 の 労 使 協 定 事 例
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工 国際石油、化学原 子力労働組 合 とコー ン製品精 製会社 の間 の協 約

`で利 害の共通性 にかん がみ
、会社は 、オ ー トメーションを導入 しその結果

必要 な労働 者数 の減少 を来す ような場合には、かかる導 入計菌につ きで き

るだけすみやか に組合 に通知する ことに同意する。会社は また、変更後の

部門 または生産工程へ の人員配 置計画案 及びこれに より影響を蒙るべ き労

働 者の名簿を組合に提 供する。"

2.・米 国保険労働組合 とゴールデ ン ・イーグル生命保 険会社 の間の協約

"使 用者は
、 この協約の適用 を受ける事務職に属する従業 員で あって作業

の重要な機械化の結果 必要 となった職務の重要な変更の影 響を受け る者の

給料額 及び職務 分類 につ き討議するため組 合 と会合+る ことに同意する。"

3.ビ ルデ ィ ング ・サ ー ビ ス労組 第66支 部 と シカ ゴ ビル デ ィ ング経営 者 の

協 会 間 の協 約(AFL-Gエct'団 体交 渉情 報"1958年4～5月 号 に よる)

"主 要規 定 の ひ とつ が
、 組合 に対 す る実 質的 な事 前通 告 を 規定 して いる。

使 用 者は"無 人"〉エ レベ ー タ ーの 据 付 を契 約 じた ときは 、30日 以 内 にその

旨 を組 合 に通 告 しなけ れ ば な らない。 この通 告 に 拾 い ては 、か か る エレベ

ー タ ーの 数 及び切 替完 了 の 予定 日 も併 ぜ て組 合 に 通告 す る。"

"こ れ に伴
って 労働 者の 整 理 が行 なわれ る 場合 に つ き、 同協 約 は"労 働者

の 勤 務 が必 要で な くな る 日の す くな くと も30日 前 に、 これ を当該 労 働 者

に予告 す る こと"を 規 定 して い る。"

4.国 際 化学労働組 合が作 成 したモデル 条 項

技 術 的 改 革

qt組 合は会社が生産を管理 し
、生産方法な らびに技術を改 め、及び労働力

を節 約する よ うな設備を導入する権利 を有する ことを認め、 これ に対 して

会社 は、 かかる権利の行 使は、組合 及び会社間 ○労働協約の対 象に正当に

含まれる事項に影響を及ぼす ものである ことを認める。双方 は、かかる相
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互的 な利害の承認に もとついて、.二)ぎの通 り協定する:

ω 会社は、労働 力を節約す るような設備を導入 し、 もし くは生産方法 を

改革 し、 または1部 門の全体 もし くは数部門 または相 当数の 従業員に影

響を及ぼす よ うな労働力削減 を行 な うに先 立って、か かる改革案につ き

組合に対 し合理 的な期間の予告 を行 なわなけれ ばな らない。かかる予告

があった ときは、会社及び組合は、労働力の削減、職務分類及び賃率の

改訂 またはかか る改革 に より影響を蒙 るべ きその他の労働条件 に関し交

渉するため、会合する もの とす る。

(2)双 方がかかる改革に関連する労働条件の問題の全部につ き合意に達す

る ことがで きなか った場合 にお・いては、合意 を得 られ なかった事項は 双

方の 同意がある ときに限 り仲裁に付 され るもの とす る。 会社 及び組合が

未解決の事項 につ き合意 に達せ ず、かつ仲裁 に付する ことの合意 も得 ら

れ なか った場合に論いて会社が なお改革を実施 しようとする ときは、第

1条(ス トライキ禁止条項)の 規定 は、効 力を有 しない もの とする。"

5.太 平 洋 海運 協 会 と国際 港 湾倉 庫労 働 組 合の 間の 了解 事 項 覚書 、1959.

8.10

1.tt機 械 化 と労働 力 を節 減す る よ うな装 置 の利 用 の 問 題 は1957年 以 降

当事 者 間の 討 議 の対 象 となって きた が 、1959年 交 渉 の 過 程 に お いて 、

この 問 題 に関 しつ ぎの 事 項 が合 意 され た。

"双 方 が更 に研 究 し
、か つ実 際 の 経験 を得 るた め に若 干 の猶 予 期 間(1年

を超 え ない)を 認 め るこ と。

"こ の 研 究 期間 を 通 じ
、 及び この研 究 期 間の 結果 と して 、 双 方は つ ぎの 目

標 を 目的 と し、 か つ意 図す る もの で ある。

"1958年 の 全 登 録労働 者 数 を基 礎 とし
、通 常 の 自然 減 の み を除 いた労

働 力 を維 持 す る こ と。
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6.全 米 自動 車 労組{UAW)と ゼ ネ ラル ・モ 一 夕ー ズ会 社 の 間の 協約

"先 任 権 は
、工 場 ご との地 方 交 渉 に よる書 面 に よる協 定 に おい て 定め る と

ころに 従い、 部 門 ご と、 部 門の グ ル ー プ ご と または 工場 全 体 にわ たる 相互

に転 換 が 不 可能 な職 業 集 団別 の もの とす る … ……。

"生 産 の 方式
、 品 目ま たは 方 針の 変 更 の た め 従業 員 の長 期 的 な レイ ・オフ

が 必 要 とな るべ き場 合に おい て は、 これ に よ り仕 事 を失 な う従業 員の先 任

権は 当該 工 場 全体 に わ たる もの とな り、 これ らの 従業 員は、 そ の グル ー プ

内 の先 任 権 順 に従 って 、配 置 で きる仕 事 の うち当該 従業員 の 従前 の仕 事 に

で きるだ け 類似 し、 か つ 同人 が 遂行 し得 る もの に配 置換 え され る もの とす

る。 この 場合 の当 該 従業 員 の 賃率 は 、配 置換 え後の仕 』躰⊂対する賃率による。"

7.国 際機械工組 合(工AM)と アメリカ製罐会社 の間 の協約、1959.12.ユ

"永 久的な工場閉鎖のため雇用を終了される従業員及びその他補 足的失業

給付制度に よる離職 手当または離職一時金の受 給資格を有 する従業員は、

会社の他の工場に優先的に採 用される(後 者の工 場に同人を配置で きる仕

事 が ある ことを条件 として)権 利 を与え られ る。 ただ し、その 従業員が、

自己の工場の閉 鎖の時 よりもす くな くと も1週 間前に、採用を希望する1

または2以 上の工場を明示 した場合に限 る。かかる従業員がその選んだ工

場の いずれ かか ら雇用を提供 されて これ を拒んだときは、その者はその拒

否の理 由の如何 を問わず、優先採 用名簿か ら除かれる もの とする。

"優 先的 に採用され る権利は工場閉鎖 の 日か ら90日(暦 日)を 経過 した

時 において消滅する。 かか る権利を有す る従業員であって会社の他の工場

に採用きれ なか った者は、かかる90日 の期間 が満了 した時において、離

職手 当または離職一時金 を支払われる。
' 駕 その使用 されていた工場が永久的に閉 鎖さ力 た結果

、会社の他の工場へ

採用され るに至った従業員に対 しては、離 職手当または離職 一時金は これ

を支給 しない。

"以 上 に定め る如 き事情の もとにおいて会社 の他の工場 で あ
って本協 約の
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適用 を うける ものに配 置換 えされ た従業員の閉 鎖された工場におげる勤続

期間は、配置換え後の工場 におい て これを通算す る。"

(こ の規定はのちに、1部 門全体の閉 鎖のためレイ 。オフされた 従業員

に も拡張 される ことになった。 また、工場 またはその1部 門の閉鎖以外

の理 由に よ りレイ 。オ フされ た従業員につい て も、会 社の他の工場 に優

・先的に採 用され る権利 が認め られている。 しか しこの場 合には従業 員は

採用 を希望す る工場 に対 して申込 を行なわなけれ ばな らず、会社はその

他の工場への雇用 を提供す る義務 を負わない。 なお、 これ らのすべての

場合において配置換 えされ た従業 員の会社 での勤続年数 は通算 され るが、

レイ 。オ フ及び 昇進については、彼等の順位 は先任権名 簿の最下位になる∂

8.・ 全 米 自動 車労 組(UAW)と ゼ ネ ラル ・モ一 夕ー ズ会 社 の間 の協約1

"ゼ ネ ラル 。モ 一 夕ーズ の工 場 か らレイ 。オ フ され た先 任 権 を有 す る 従業

員 が出願 を した と きは 、 その 者 は 、 かか る工 場 と司一 地域 に あ るゼ ネ ラル。

モ 一 夕ーズの 工 場 に お い て、他 の志 願 者 に 優先 して採 用 され る。 た だ し、そ

の 者 の ゼ ネ ラル 。モ 一 夕ーズ に余 け る過 去 の 経験 に よ吻 、そ の 者 が 当該 作

業 につ き能 力 を有 す る ことが 明 らか な場 合 に限 る。 かか る 出願 は 、 レイ 。

オ フの 際 に、 そ の 者 が レイ 。オ フ され よ うとす る時 に 所 属 してい る工 場 に

対 して なされ る もの とす る。 会社 は各地 方の ゼ ネ ラル 。モ ー タ ーズ の工場

に対 して か か る 出願 を なす べ き手 続 を定 める。 これ に よ り雇 用 され た 従業

員 は、 そ の 雇用 され た 工 場に おい ては 全国 協 定 第56条 及 び57条 の 定 め

る ところに よ り・ 臨 時 従 業 員と して取 扱 われ る。tt(第 与C条 及 び 第57

条 は 使用 期 間 の 規定)"

"新 設 工場 に お い て生 産 が 開始 され て か ら6カ 月の 間
、 会社 は 、他 の 工場

に おい て先 任 権 を有 す る 従業 員 で あ って レイ ・オ フされ た 者 の 出願 を 、以

前 に会 社 に勤 務 した こ との な い者 の 出願 に対 して 優 先 させ る もの とす る。

ただ し、そ の従 業 員 の会 社 におけ る過去 の経験 に よ り、 そ の:従業 員が 当該

の 作 業 につ き能 力 を有す る ことが 明 らか な場 合 に 限 る。 これ に ょ り雇 用 さ
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れ た場合、その 従業員の地位 は臨時 従業員 として取扱われる。 この場合に

おいてかか る従業 員は、その先任 権を、 これ を取得 した工場 において維持

する もの とす る。 ただ し・ この協約の先任権規定に よ りかかる先任権が断

絶され た場合は、 この限 りでは ない。"

"重 要 な作業が工場 間において移動 した ため先任権 を有する従業員が恒久

的に仕事 を失な うに至ったときは、その事案を会社 に対 し提起する ことが

で きる もの と し、その調査の終了後、会社は前条に定める原則に従い公正

な解決 を うるため、国 際組合(UAW)と の間 で再 審査 を行 な う。かか る

再審査の結果 として従 業員の配 置換えが行 なわれる場 合にっ いては、その

従業員は、完全 な先任権 を有 した まま配置換え される もの とする。"

9・ ア ー マ ー&GO.と 合 同 精 肉 労 組 及 び 合 同 罐 .詰 労 組 の 間 の 協 約 、1959.

8.31.

"会 社 と……両組合は
、9人 か ら成 る委員会 によ り管理 され る基金を設定

す ることを協 定する。 この委員会の委 員の うち4人 は 使用者側の代表、4

名は組合側の代表(各 組合か らそれぞれ2名)と し、残る1名 の中立の委

員長は双方の合 意によ り選任 される。…… この委員会は、会社に より拠 出

された基金 を、 近代化計画によ り生ず る諸問題の研究及び従業員 を新 らし

い変更後の仕事に訓練す ることを含む これ らの問題の解決に関す る勧告 を

作成する 目的のために、 使用す る権限を有す る。 ……委員会は…・・訓練及び

再訓練 計画のための費用 を前記の共同基 金か ら支 出す ることを承認する こ

とがで きる。"

10.国 際 機 械 工組 合(IAM)(第550支 部)と グ リコム ・ラ ッ セ ル 会社

の間 の協 約

"オ ー トメー シ ョン化 が行 なわ れ る場 合 に おい て は、 先 任 権 を有 す る従業

員 は、可 能 な 限 り、新 ら しい 機械 器 具 に対 す る訓 練 つ き、そ の 従業 員の か か

る訓練 に応 ず る能 力 を確 認 した 上で、先 任権 順 に優 先的 機会 を与 えられる。"
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11.国 際 電気工組合(IBEW)第1427支 部 とコモ ンウエルス ・エジソ

ン会社 の間の事務従業 員に関 する協約

"計 算機の作業の ために必要 な者以外の従業員は
、その職階 上の地位 を維

持 したまま、その所 属の部門またはその他の部門の配置可能な仕事に配属

され る。 計算機の作業のために必要 な者以外の従業員は、 この覚書に よる

仕事の再配置の故 を もって レイ ・オフされ、または賃率 の引 下げをこうむ

ることはない。かか る従業員は、そのそれぞれの職務に対 する賃率 表により、

その等級の上限に達す るまで、定期昇給 を うける資格 を有す る。"

1Z国 際 電気工組合(1BEW)第320支 部とセ ン トラル ・ハ ドソン'ガ

ス ・電気会社 の間 の協約

tt3年 以上継続 して会社に雇用 されてい る従業員は
、本協約の有 効期間中

仕事がな くなった ことに よる レイ 。オ フもし くは格 下げ を理由 とするいか

なる賃金の引下げ も受けない。会社は本条の規定がなければ レイ 。オフ も

しくは格 下げを理 由 とする給与引下げ を受けたであろ う従業員を配置換 え

する権利を有す るもの とし、かか る配 置換えに際 して は、会社は本協約第

W章 のE及 びF条 の規定 に従わないことがで きる。組合は、これによ り配

置された従業員の先任権 に関す る規則 を、会社の 同 意を得 る ことを条 件 と

して、定め ることがで きる。"

13.国 際電 気 工 組合(1.BEW)第1898支 部 と ウエ ス タ ン電 力 会 社 の間

の協 約

"仕 事 が な くな
っ た こ と に よる 賃金 の 引 下 げ"

"7
.1.仕 事 が な くな っ たた めの 格 下げ 又 は正 式 の配 置換 えに よ りただ ちに

基 本賃率 が引 下げ られ る こと にな る従業 員 は、 配置 換 えの 時 か ら最大 限12

週の 間 、調 整 手当 を支 給 され る。 この 手当 は、以 下 に定 め る とこ ろに よ り、

配 置 換 え後 の職 務 の基 本 賃率 に達 す る まで 、漸 次減額 され る。"

(a)最 初の4週 間 に おい て は、 第7条2に よ り決 定 され る 当該 従 業員の 従
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前 の 賃率 と配 置 換 えの 時 にお け る新 ら しい 賃率 との差 額 に等 しい額 の調

整手 当

(b)第5週 の は じめ にお い て、 調 整 手 当 か ら下 記の額 が減 額 さ れる 。

(D1時 間6セ ン ト、 ま たは

(2)賃 率 の引 下 げ 額 が1時 間18セ ン ト以 上 で ある場 合 に は、 そ の 引下

げ 額 の3分 の1

(c)第9週 の は じめvak・ いて 、 調 整手 当か ら下 記 の額 を減額 され る。

ω そ の 時 に おけ る残 額 が6セ ン ト以 下 で あ る場 合 には、 全額

(2)そ の 時 に おけ る残額 が12セ ン ト以 下 で あ る場 合 に は、1時 間6セ

ン ト、 または

(3)そ の 時 に お ける 残額 が12セ ン ト以 上 で ある場 合 に は、その5分 の1

(d)第13週 の は じめに おい て、 新 ら しい賃 率 も し くは所 得 水 準 まで引 下

げ る 必要 な 額

"7 .2.調 整 手 当の 額 は 下 記の とお り決 定 され る もの と し、 また、有 給 欠 勤

を 含 む あ らゆ る有 給 の 時 間 を対 象 と して 支 払 わ れ る。"

㈲ ある時 間 給 制度 の 昼 間 勤務 の 仕事 か ら他 の昼 間 勤務 の仕 事 に配 置換 え

され た 従業 員 に対 す る調 整 手 当 は、 そ の 従業員 の 従 前 の基 本賃 率 と新 ら

しい基 本賃率 の差 額 とす る。

"ス ろ
.夜間 勤務 手 当及 び7日 間 連 続 勤務 手 当 につ いて は 、調 整 手 当 は適 用

され ず、 ま た、 調整 手 当計 算の基 礎 とされ る ことが で きな い。"

「

14.国 際機 械工組 合 とア メ リカ製 罐 会社 の間 の 協 約 、1959・12・1

"従 業員 が上に 掲 げ た機械 関 係職 務 に格 付 け され た後 にそ の 職 種の 仕 事 が

な くな った た め会 社 に よ りこれ よ り賃 率 の低 い仕 事 に配 属 され た と きは 、

そ の 従業 員 は 従来 の 機械 関 係職 務 に対 す る賃率 に よる 給 与 を受 け る。 た だ

し、 その 者 がか か る配 属 変 更 に先 立つ12カ 月 の間 に お い て、 当該機 械 関

係職務 に500時 間 以 上 就 労 して い た場 合 に限 る。 そ の 後 にお い てそ の 従

業員の職務につ い ては 、 年 に4回(1月1日 、4月1日 、7月1日 、 及 び10
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月1日)の 再審査 が行 なわれ る。かかる再審査 の結果 当該 従業員 がその再

羅査 に先 立つ12カ 月の間において当該機械関係職務 に500時 間以上就

労 していたことが示 された ときは、その 従業員は次回の再審査 の時まで引

きつ づいて当該機械関 係職務 の賃 率に よる給与の支払 を受け る。一方かか

る再i審査の結果 その従業員がその再審査に先 立つ12カ 月の間 におい て当

該機械 関 係職務 に500時 間以上就労 していない ことが明 らかになった時

は、その 者は当該機械関 係職務の賃率に よる給与の支払を受 ける権利を失

ない、その後 においては、その者が現 に配属されている仕事に対する所 定

の賃率に よる給与 を受け るもの とす る。"

15・ 国 際 沖 仲 仕 ・倉 庫 労働 組 合(ILWU)と 太平 洋 海運 協 会 の 間の機 械化

と近 代 化 に関 す る こ とを選 ん だ の で ある。

1協 定:協 定 覚書 は1960年10月18日 に 合 意 ・署 名 さ れ、 批准 の

時(本 年 末の 予定)か ら1966年7月1日 まで有効 で あ る。

∬ 規定 の 概要:機 械 化 及 び 近代 化 に 関す る協 定 は 、 常用 労 働者 、す なわ

ち、 完 全 な 登録 を有 す る沖 仲仕 及 び港 湾事 務 員(米 国 西 海 岸 に おいて 約

15,000名)に 対 してsレ イ ・オ フが行 なわれ ない こと、 週間 最底保

障 賃 金 が1年 ご とに 計算 され る こ と、 定年 前 退職 の 承 認 及 び定年 退職 に

対 す る一 時 給 付の 規 定 及び死亡、廃 疾 給付 の 増額 を定 めて い る。

"給 付 は批 准後 に 於い て 基金 管 理委 員 会が 定 め る 日か ら開 始 され る
。

"こ れ らの 労働 者 を雇 用 す る荷 役 会 社 及び 汽船 会社 は
、 上 記の 給 付を賄

うため、 彼 等 の 団 体交 渉 の た めの 協 会 を通 じて、5年 半 の間 、年500

万 ドル をCC機 械化 及び 近 代化 に関 す る基金"に 拠 出す る こ とを約束 した。

この基 金 の拠 出は、1966年7月1日 まで に2,750万 ドル に達す る

わ けで あ り、 このほ か更 に1959年 にパ イ ロ ッ ト基金 と して 協定 され

た150万 ドル が加 わる の で、 給付 のた めに 利 用 で きる総額 は2 ,900

万 ドルに の ぼ る こ とに な る。

皿 給 付:こ の 基 金 は 賃金 の最 低 保 障 、62オ に達 した時の定年前退職者への給付
、
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し

65オ で退職する者(の 叫蒔金の支給及び勘 聴 亡給付σ)ために使用される。これらの

給付はすく言、基本労働力を構成する者すなわち完全登録を有する者にのみ適用される。

実際の給付の額 は基金 が設定 された後に管理委 員会 によって決定 され る。

したが って ここに掲げ る給 付額は組合提案 の もので あるが、 しか しこの

提案は基金の枠 内で賄 い得る もの と推定 され る。

"機 械の導入に よる経 費節減に対す る労働者側の取 り分に よ
って定年前

退職 と退職給付の費用 が まか なわれ ることにな る。 また、"仕 事 を作 る"

慣行が排 除される ことに よる経費節減は、 賃金最低保障の費用 を優 に充

た し得 るもので あろ う。

賃金最低保障

"仕 事の機会が減少 したため労働者が週 当 り55時 間の基本賃率 に よる

給与 を得 ることがで きない場合、その者は基 本賃率 に よる35時 間分の

給与 とそ の実際に得た給与の差 額を基金か ら補填され る。 すなわち、現

在の賃 金水準に よれば、週 に98ド ル70セ ン ト(2ド ル98セ ン トx

35)が 保障 される。 この保障は就労時間 が機械化 と能率の向上に より

35時 間以 下に低下 したときはいつで も適用 され るが、経済の リセ ッシ

ョンに よる就労時間の低下 につい てはいつで も就労可能 な状態にい なけ

れ ばな らない(病 気 または傷害 による時を除 く)。 就労の機 会のす くな

い地区か らこれの多い地区に労働者を移すた めの規定 が設げ られ る予定

で ある。 登録は西部海岸全域 に共通の もの とす るための規定 が設け られ

る予定である。 登録は西部海岸全域 に共 通の もの となっているので、 こ

の規定の制定 には大 した困難 はない もの と思われる。

定年 前退職

定年前任意退職の規定 に よって、終 身の収 入保障 と本人及び家族のため

の事実上完全な医療費及び入院 費の保険適用を得て、仕事か ら引退する

ことが可能 となった。 これに よって、仕 事の機会が減少 した場合に労働

力が秩 序正 し く減 少 してゆ くための根拠がで きたわけで ある。

Ct沖 仲 仕i業で25年 以 上 働 らい た労 働 者 は
、62オ か ら65オ まで の間
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においていつで も月220ド ルの年金給与を得て引退す る ことがで きる。

(平 時におい ては この産業は月100ド ルに現行 の社会保障給付 の最高

額 に相当する額 をプラスした もの を支給 して いた。)こ の額はそ の者が

65オ に達す るまで支給 され、65オ に達 してか らは、 この年金 は100

ドルに なるが、一方社会保障給付の受給資格 を得ることになる。

"仕 事の機械が急激に減少 した場合には、定年 前退職 は労 使双方の合意

によって義務 的 なもの とされ ることがで きる。 この場合 にはかか る退職

者は前記の年 金に更 に100ド ルを加え られ、計月520ド ルの年金給

付(こ のほか、医 療給付及び入院費)を 、65オ に達 して通常 の年金 を

受 けるに至る まで、支給 され る。

定年退職一時金:完 全登録を有す る従業員は、 この産業 に15年 勤務

した時 において、基金か らの配分一時金 を うける権利を取得 する。 勤務

が25年 に達 した時に この権利は最 高限の ものす なわ ち7,g20ド ル と

な り、 これは、同人が62オ で退職 した場合 に受ける36カ 月分 の定 年

前退職年金に相当す る。 勤続25年 の者が定年前 に退職 しなか った場合

には、65オ で定年退職 をする時 において7,gOOド ルの全額 を支給さ

れ る。

"労 働 者が廃 疾のため この産業に勤務で きな くな
った ときは、その者は

この産業 を去 るに際 して基金か らその権利 に応 じた一時金 を支給され る。

この一 時金の額は勤続15年 の場合2,640ド ルか ら勤続25年 の場合

7,920ド ル までの間で ある。 勤続25年 の者は このほかそ の年令に拘

わ らず 所定の廃疾年金を受け、 また、医療及び入院費の 給付 を継続 される。

"基 金か らその権利に応 じた一 時金を受ける前に死亡 した労働 者につい

ては、そ の遺産相続人 が、その労 働者の勤務年数に応 じ、最高5,000

ドルまでの額 を支 給される権利 を有す る。

その他の死亡給付

登録を有する労働 者であって勤務年数5年 か ら15年 までの 者の遺産相 ・

続人は、2,640ド ルの死亡 給付を受ける権利を有す る。 この給付は、
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国 際沖仲仕倉庫組合 と太平洋海運協会間の福利制 度に よ り事故 死の場合

に支給され る2、000ド ルまたは4,000ド ル の正規の死亡 給付に加え

て支給され る ものであ る。

16.レ バ ー ・プ ラザ ーズ ・ケンプ リ"1チ工 場の全従 業員 に対す る覚書

"雇 用終了の時 において55オ 以上 で あ り
、かつ5年 以上勤続 した従業

員 または年令 のいかん を問わず30年 以上勤続 した従業員に対 しては、

会社負担に よる団体生 命保険 が、その者が団体生 命保険 に加入 してい る

か またはその者の レバ ー ・ブラザ ーズにおけ る最終 の賃率 の50%以 上

の賃率が得 られ る他の雇用を見出す までの 間、継続適用される。従業員

に よる拠 出を要する他の保険 も、その従 業員が拠出を継続 する場合に は、

団体生 命保険の場合 と同一の条件 に よ り継続適 用され る。"(保 険適用

は原則 として65オ で打切 られ る……編 者注)

ト

=

17.1960年 の 交渉 中ゼ ネ ラル ・エ レ ク トリッ ク会 社 がIAMほ か数 組 合

に対 して行 な った提 案 の メモ(以 下 に掲 げ る部 分 は最 終 解決 条 項 中に採 用

され た。)

"更 に
、 レイ ・オ フ期 間 中 の収 入の 減少 に対 す る 保護 を与 え るた め、 会

社 は、 満3年 以 上勤 続 した 従業 員 で あ って レイ 。オフ 中の 者の た めに、

レイ 。オフ期 間 の最 初 の12カ 月の 間 、 本 人及 び 家 族に 適 用 され る保 険

へ の 拠 出分 を負担 す る。

18.カ イザー鉄鋼 会社 と全米合同鉄鋼 労組の間の経済進歩の 成果配 分案作成'

のための委 員会

技 術革 新の 問題 が終 始つ きま とっ て い た最 近 の交渉 にお いて 、カイザー

鉄 鋼 会 社 と全米 合 同 鉄鋼 労 組 は つ ぎの 協 定 を締 結 して い る。

"経 済進 歩 の成 果 を公正 に 配分 す る た めの長 期 計画作 成のための委員会:

tt双 方 は
、 ジ ョー ジ 。テ ー ラ ー博 士(委 員 長)、 ダビットゆL・ コール 氏
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ジ ョン ・ダンロップ氏及び両当事者が指名す るそれぞ れ3名 の者か らなる

委 員会を設置 し、会社の進歩の成果 を株主、 従業 員及び公衆の間に公正に

配分するための長期的計画の 設定 につ き当事 者双方に勧告 を行 な うこ とを

依頼す る もの とする。 この委員会の勧告 が採 る方式 におい ては、生活費の

上昇に対 して従業員 を保護 すること、雇用の安定 を促進す ること、生 産性

肉上 と労働 コス ト節減の成果 を公正に配分 する こと、必 要な拡張 を行 ない、

かつ会社 と従業員の進 歩を確保す る よう保障することが、適 当に考慮され

る。 委員会はその勧告 を1960年7月1日 までに当事者双方に報告す る

もの とする。 同委員会の勧告に もとつ く合意が得 られ た場合 には、双方は、

その規定を・本覚書 中の1960年7月1日 以降発効を予定 されて いる賃

金 及び生活費に関す る規定に代えて、本覚書 中に挿入 するこ とがで きる。

19・ 全 米 合同 鉄鋼 労組 とカイザ ー 鉄 鋼 会社 の 間の協 約 、1956.10.26

"オ ー トメ ー シ ョン 及び 地方 的労 働 条件 研 究 の ため の合 同委 員 会:当 事

者 双 方は 、 オ ー トメ ー シ ョン と技 術 改革 よ り生 ず る諸 問題及 び 地 方 的労 働

条 件 につ き研 究 し、 これ らに関 し、 当事 者 双方 に勧 告 す るた めの 合 同委 員

会 を 設置 す る。 当事 者 双方は 、 これ らの 問題 を、継 続 的 な 進歩 を達成す る

目的 を もって 良心 的 に検討 す べ きこ とを相 互 に 確認 す る。 委員 会 は、 双 方

の合 意 に よ り㍉ この分 野 の問 題 を 解決 す る権 限 を有 す る。 た だ し、本委 員

会 及び 本協 定 第6項 に 定 め る委 員 会は 、 基 本協 定に 定 め る苦情 処 理手続 に

よる苦情 の 処 理 に関 係 し、 また はそ の 当 事 者 とな って は な らない。'・

20・ 国 際電 気 工組 合(IUE)第352支 部 とシル バ ニア電 工 会 社 バ タビア

工場 の 間 の協 約、1958.10.13

"オ ー トメ ー シ ョン委 員会:会 社 と組 合 は会 社 と組 合 の それ ぞ れ 同数 の

代表(そ れぞ れ5名 以 内)よ り成 るオ ー トメー シ ョン対 策 に関す る委員 会

を 本協 約 の 発効 の 日に 設置す る こ とを合 意 す る。 会 社は組 合 代表 に 対 し、

オ ー トメー シ ョンの適 用 がバ タ ビア工場 の 従業 員 に影 響 を及 ぼ す べ き場 合
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には、 これ に関す る一 切の情 報 を提供す る。

"委 員会はオ ー トメーシ ョンに適合す る職務評価 制度を設定す るため、

現行 の職務評価制度を検討 し、必要な場合 には、 これ を改正する権 限を与

え られ る。委員会はまた仕事 を失 な う従業員 の問題 を研究 し、 この影響 を

最小限度に とどめる方法 につ き勧 告を行 な う。

1'v (本 付属資料 は 日本生産性 本部資料に よる)
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